
分類 Ｎｏ 様式名 様式番号

在留諸申請 1 技能実習生に関する評価調書 参考様式第１－２号

在留諸申請 1
健康診断個人票
（別紙「受診者の申告書」を含む。）

参考様式第１－３号

在留諸申請 1 特定技能外国人の報酬に関する説明書 参考様式第１－４号

在留諸申請 1 特定技能雇用契約書 参考様式第１－５号

在留諸申請 1
雇用条件書
（別紙「賃金の支払」を含む。）

参考様式第１－６号

在留諸申請 1 技能移転に係る申告書 参考様式第１－１０号

在留諸申請 1 特定技能所属機関概要書 参考様式第１－１１－１号

在留諸申請 1 受け入れた中長期在留者リスト 参考様式第１－１１－２号

在留諸申請 1 生活相談業務を行った中長期在留者リスト 参考様式第１－１１－３号

在留諸申請 1 派遣計画書 参考様式第１－１２号

在留諸申請 1 就業条件明示書 参考様式第１－１３号

在留諸申請 1 派遣先の概要書（農業分野） 参考様式第１－１４号

在留諸申請 1 派遣先の概要書（漁業分野） 参考様式第１－１５号

在留諸申請 1 雇用の経緯に係る説明書 参考様式第１－１６号

在留諸申請 1 １号特定技能外国人支援計画書 参考様式第１－１７号

在留諸申請 1 支援責任者の履歴書 参考様式第１－２０号

在留諸申請 1 支援担当者の履歴書 参考様式第１－２２号

在留諸申請 1 特定技能所属機関の役員に関する誓約書 参考様式第１－２３号

在留諸申請 1 登録支援機関との支援委託契約に関する説明書 参考様式第１－２５号

在留諸申請 1 公的義務履行に関する誓約書 参考様式第１－２６号

在留諸申請 1 公的義務履行に関する説明書 参考様式第１－２７号

在留諸申請 1 新型コロナウイルスの影響に関する申立書 参考様式第１－２８号

在留諸申請 1 書類省略に当たっての誓約書 参考様式第１－２９号

○参考様式一覧



分類 Ｎｏ 様式名 様式番号

登録申請 2 登録支援機関誓約書 参考様式第２－１号

登録申請 2 登録支援機関概要書（登録用） 参考様式第２－２－１号

登録申請 2 登録支援機関概要書（更新用） 参考様式第２－２－２号

登録申請 2 受け入れた中長期在留者リスト 参考様式第２－２－３号

登録申請 2 生活相談業務を行った中長期在留者リスト 参考様式第２－２－４号

登録申請 2 支援責任者の就任承諾書及び誓約書 参考様式第２－３号

登録申請 2 支援責任者の履歴書 参考様式第２－４号

登録申請 2 支援担当者の就任承諾書及び誓約書 参考様式第２－５号

登録申請 2 支援担当者の履歴書 参考様式第２－６号

登録申請 2 登録支援機関の役員に関する誓約書 参考様式第２－７号

登録申請 2 支援委託手数料に係る説明書（予定費用） 参考様式第２－８号

届出(所属機関) 3 特定技能雇用契約の変更に係る届出書 参考様式第３－１－１号

届出(所属機関) 3 特定技能雇用契約の終了又は締結に係る届出書 参考様式第３－１－２号

届出(所属機関) 3 支援計画の変更に係る届出書 参考様式第３－２号

届出(所属機関) 3 支援委託契約の変更に係る届出書 参考様式第３－３－１号

届出(所属機関) 3 支援委託契約の終了又は締結に係る届出書 参考様式第３－３－２号

届出(所属機関) 3 受入れ困難に係る届出書 参考様式第３－４号

届出(所属機関) 3
特定技能雇用契約及び１号特定技能外国人支援計画の基
準等を定める省令の基準不適合に係る届出書

参考様式第３－５号

届出(所属機関) 3 受入れ状況・活動状況に係る届出書 参考様式第３－６号

届出(所属機関) 3 特定技能外国人の受入れ状況・報酬の支払状況 参考様式第３－６号（別紙）

届出(所属機関) 3 支援実施状況に係る届出書 参考様式第３－７号（定期）

届出(所属機関) 3 １号特定技能外国人支援計画の実施困難に係る届出書 参考様式第３－７号（随時）

届出(登録支援機関） 4 支援業務の休止又は廃止に係る届出書 参考様式第４－１号

届出(登録支援機関） 4 支援業務の再開に係る届出書 参考様式第４－２号

届出(登録支援機関） 4 支援実施状況に係る届出書 参考様式第４－３号（定期）

届出(登録支援機関） 4
１号特定技能外国人支援計画の実施における特異事案報
告書

参考様式第４－３号（随時）

届出(登録支援機関） 4 登録事項変更届出書別紙 参考様式第４－４号

その他 5 改善報告書（法第１９条の１９） 参考様式第５ー１号

その他 5 改善報告書（法第１９条の２１） 参考様式第５ー２号

その他 5 改善報告書（法第１９条の３１） 参考様式第５ー３号

その他 5 相談記録書 参考様式第５ー４号

その他 5 定期面談報告書（１号特定技能外国人用） 参考様式第５ー５号

その他 5 定期面談報告書（監督者用） 参考様式第５ー６号

その他 5 報酬支払証明書 参考様式第５ー７号

その他 5 生活オリエンテーションの確認書 参考様式第５ー８号

その他 5 事前ガイダンスの確認書 参考様式第５－９号

その他 5 支援委託契約書 参考様式第５－１０号



分類 Ｎｏ 様式名 様式番号

その他 5 支援委託費用内訳 参考様式第５－１０号（別紙）

その他 5 受入れ困難となるに至った経緯に係る説明書 参考様式第５－１１号

その他 5 転職支援実施状況報告書 参考様式第５－１２号

その他 5 支援未実施に係る理由書 参考様式第５－１３号

その他 5 １か月以上の活動未実施期間が生じた際の状況説明書 参考様式第５－１４号

その他 5 行方不明が判明した際の状況説明書 参考様式第５－１５号

その他 5 基準適合性に係る誓約書・特定産業分野に係る説明書 参考様式第５－１６号

その他 5 基準適合性及び特定産業分野に係る説明書 参考様式第５－１７号

その他 5 基準不適合に係る説明書（特定技能所属機関作成用） 参考様式第５－１８号

その他 5 基準不適合に係る説明書（登録支援機関作成用） 参考様式第５－１９号



参考様式第１－２号

　出入国在留管理局長　殿

１．対象技能実習生 ４．技能実習指導員の所見

年 月 日

※　団体監理型の場合のみ記入すること。

※　技能実習においてどのような技能を修得し、現在、何がどの程度できるか等について、日本語能力にも触れながら具体的に記載すること。

５．生活指導員の所見

２．技能実習実施状況

※　生活態度等について、日本語能力にも触れながら具体的に記載すること。

６．技能実習責任者の所見

※　技能等及び日本語能力の向上、生活態度等の諸状況を踏まえた総合的な評価を記載すること。

７．監理責任者の所見

※　上記４～６の各所見及び定期監査等における本人との面談等を踏まえた総合的な評価を記載すること。

３．技能検定・技能実習評価試験

上記の内容について，事実と相違ありません。

　　年　　　月　　　日

年 月 日

実習実施者 監理団体

技能実習責任者 監理責任者未受検の場合は
その理由

有給休暇

試験名・
試験実施団体

受検日 合否 合格　　　　・　　　　不合格

日

合計 実習予定日数 0 日 出勤日数

欠勤日数 日

欠勤日数

有休取得日数
所見

日 出勤率 ％

出勤率（％）

出勤日数

月

実習予定日数

月 月 月 月 月 月

20  年

月 月 月 月

有休取得日数

所見

月

欠勤日数

出勤率（％）

月 月 月 月 月

出勤日数

実習予定日数

職種・作業

所見
20  年

月 月 月 月 月 月月

氏名 性別

所見

男 女

生年月日 国籍・地域

実習実施者 監理団体

技　能　実　習　生　に　関　す　る　評　価　調　書



参考様式第１－３号 

健 康 診 断 個 人 票 

氏  名 
 生 年 月 日 年 月 日 検診年月日 年 月 日 

性   別 男 ・ 女 年    齢 歳  

業 務 歴  

 

血     圧        （mmHg）  

貧 血 検 査 血  色  素  量   （g/dℓ）  

赤血球数（万/mm³）  

既 往 歴  肝機能検査 

 

 

Ｇ  Ｏ  Ｔ （I U / ℓ）  

Ｇ  Ｐ  Ｔ （I U / ℓ）  

γ - Ｇ Ｔ Ｐ （IU/ℓ）  

自 覚 症 状  血中脂質検

査 

 

LDL コレステロール（mg/dℓ）  

HDL コレステロール（mg/dℓ）  

 
トリグリセライド （mg/dℓ） 

他 覚 症 状  血    糖    検    査    （mg/dℓ）  

尿 検 査 

 

糖  

蛋
たん

   白 
 

身   長   ( c m )  

体   重   ( k g )  心 電 図 検 査  

そ の 他 の 検 査  

ＢＭＩ  医師の診断 

腹  囲   (CM)   

視 

力 

右 （    ） 

左 （    ） 

聴 

力 
右 1,000Hz 

  4,000Hz 

１ 所見なし  ２ 所見あり 

１ 所見なし  ２ 所見あり 備 考 

左 1,000Hz 

  4,000Hz 

１ 所見なし  ２ 所見あり 

１ 所見なし  ２ 所見あり 

 結 核

等 

 

 

胸部エックス

線検査 

 

フィルム番号 

  直接      間接 

  撮影   年 月 日 

No. 

所見： 

（注意） 
１ ＢＭＩは、次の算式により算出すること。        体重(㎏) 
                          身長(m)² 

２ 「視力」の欄は、矯正していない場合は（ ）外に、矯正している場合は（ ）内に記入すること。 
３ 「胸部エックス線検査」の欄に異常所見がある場合は、喀痰検査を実施し、活動性結核を否定すること。 
４ 「医師の診断」の欄は、異常なし、要精密検査、要診療等の医師の診断を記入すること。 
５ 現在治療中の疾病があるときには、「医師の診断」の欄に、現病歴、病名等医学的に特記すべき病状を記載する
こと。また、その場合は、処方されている全ての薬剤について備考欄に記載すること。 

前記の者は、本邦において安定・継続的に就労活動を行うことについて、上記に示す感染症に感染しておらず、
また、健康上の支障はありません。 

作成年月日     年   月   日     （医  師）署名 

ＢＭＩ＝ 



参考様式第１－３号（別紙） 
 

受診者の申告書 
 

 

 

 

 

 

私は、通院歴、入院歴、手術歴、投薬歴の全てを医師に申告

した上で、医師の診断を受けました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作 成 年 月 日     年   月   日 

 

申 請 人 の 署 名 

                        



参考様式第１－４号                             

特 定 技 能 外 国 人 の 報 酬 に 関 す る 説 明 書 

 

 申請人に対する報酬については、以下のとおり、「日本人が従事する場合の報酬の額と同等以

上であること」を担保しています。 

１ 申請人に対する報酬 

①申請人の氏名  

②申請人の役職、職務内容、責任の程度  

③申請人の年齢、性別及び経験年数 （     歳）  （ 男 ・ 女 ） （経験    年） 

④申請人に対する報酬  月給         円 ／ 時間給        円 

⑤その他  

（注意） 
１ ①は、在留カード（申請人が所持していない場合は旅券）と同一の氏名を記載すること。 
２ ③の経験年数は、申請人に従事させる業務に係る経験年数を記載すること。 
３ ④は、月給及び時間給以外の給与形態の場合については、月給又は時間給に換算した報酬を記載すること。ま
た、月給又は時間給のいずれかを記載することで差し支えないが、本様式において統一して記載すること。 
４ ⑤は、報酬以外の諸手当等が支給されている場合など特記すべき事項がある場合に記載すること。 

２ 比較対象となる日本人労働者がいる場合 

①比較対象となる日本人労働者の役職、

職務内容、責任の程度 
 

②比較対象となる日本人労働者の年齢、

性別及び経験年数 
（     歳）  （ 男 ・ 女 ） （経験    年） 

③比較対象となる日本人労働者の報酬  月給         円 ／ 時間給        円 

④賃金規程の有無

及び賃金規程に基

づく賃金 

規程の有無 有  ・  無 

有の場合 

賃金規程に基づき、申請人と役職、職務内容、責任の程度が同等

の日本人労働者に支払われるべき報酬 

月給         円 ／ 時間給        円 

⑤申請人に対する報酬が日本人が従事

する場合の報酬の額と同等以上である

と考える理由 

 

⑥その他   

（注意） 
１ ①は、比較対象となる日本人労働者の役職、職務内容、責任の程度が、申請人と同等であることを示すこと。 
２ ②の経験年数は、比較対象となる日本人労働者の経験年数を記載すること。 
３ ③は、月給及び時間給以外の給与形態の場合については、月給又は時間給に換算した報酬を記載すること。ま
た、月給又は時間給のいずれかを記載すればよいが、本様式において統一して記載すること。 
４ ④は、賃金規程を作成している場合には、必ず「有」を丸印で囲むこと。また、賃金規程に基づき、申請人と
役職、職務内容、責任の程度が同等の日本人労働者に支払われるべき報酬を具体的に記載し、当該賃金規程を参



考資料として添付すること。 
５ ⑥は、報酬以外の諸手当等が支給されている場合など特記すべき事項がある場合に記載すること。 

３ 比較対象となる日本人労働者がいない場合 

①最も近い職務を担う日本人労働者の

職務内容や責任の程度 
 

②最も近い職務を担う日本人労働者の

年齢、性別及び経験年数 
（     歳）  （ 男 ・ 女 ） （経験    年） 

③最も近い職務を担う日本人労働者の

報酬 
 月給         円 ／ 時間給        円 

④賃金規程の有無及び

賃金規程に基づく賃金 

規程の有無 有  ・  無 

有の場合 

賃金規程に基づき、申請人と役職、職務内容、責任の程度が同等

の日本人労働者に支払われるべき報酬 

月給         円 ／ 時間給        円 

⑤申請人に対する報酬が日本人が従事

する場合の報酬の額と同等以上である

と考える理由 

 

⑥その他  

（注意） 
１ ①は、申請人と最も近い職務を担う日本人労働者の役職、職務内容、責任の程度について、申請人と比べて、
具体的にどのような差異があるのかも併せて、詳細に記載すること。 
２ ②の経験年数は、申請人と最も近い職務を担う日本人労働者の経験年数を記載すること。 
３ ③は、月給及び時間給以外の給与形態の場合については、月給又は時間給に換算した報酬を記載すること。ま
た、月給又は時間給のいずれかを記載すればよいが、本様式において統一して記載すること。 
４ ④は、賃金規程を作成している場合には、必ず「有」を丸印で囲むこと。また、賃金規程に基づき、申請人と
役職、職務内容、責任の程度が最も近い日本人労働者に支払われるべき報酬を具体的に記載し、当該賃金規程を
参考資料として添付すること。 
５ ⑥は、報酬以外の諸手当等が支給されている場合など特記すべき事項がある場合に記載すること。 
 
上記の記載内容は、事実と相違ありません。 
 
 

          年    月     日  作成 

               特定技能所属機関の氏名又は名称 

               作成責任者 役職・氏名              



参考様式第１－５号                            

 

特 定 技 能 雇 用 契 約 書 

 
 

特定技能所属機関                       （以下「甲」という。）と 

 

 

特定技能外国人（候補者を含む。）               （以下「乙」という。）は、 

 

 

別添の雇用条件書に記載された内容に従い、特定技能雇用契約を締結する。 

 

 

本雇用契約は、乙が、在留資格「特定技能１号」若しくは「特定技能２号」の上陸許可又は在留資格変

更許可等を受けた日から、甲乙双方が速やかに調整を行い、同日から１か月以内の甲乙双方の合意によ

り定めた日から雇用を開始するものとする。 

 

 

雇用条件書に記載の雇用契約期間（雇用契約の始期と終期）は、甲乙双方の調整により定めた雇用を開

始する日に伴って変更されるものとする。 

 

 

甲乙双方は、乙の在留資格に係る審査結果を互いに情報共有することとする。 

 

 

なお、雇用契約を更新することなく雇用契約期間を満了した場合、及び乙が何らかの事由で在留資格を

喪失した時点で雇用契約は終了するものとする。 

 

 

本雇用契約書及び雇用条件書は２部作成し、甲乙それぞれが保有するものとする。 

 

 
          年    月    日  締結 

 

 

 

甲                    ㊞       乙                 

（特定技能所属機関名・代表者役職名・氏名・捺印）          （特定技能外国人の署名） 

 



参考様式第１－６号                            

 

雇 用 条 件 書 

 

 

年   月   日  

               殿  

 

特定技能所属機関名                   

所在地                         

電話番号                        

代表者 役職・氏名                 ○印 

Ⅰ．雇用契約期間 

 １．雇用契約期間 

  （    年  月  日 ～     年  月  日）        入国予定日    年  月  日 

 ２．契約の更新の有無 

□ 自動的に更新する     □ 更新する場合があり得る   □ 契約の更新はしない 

   ※ 上記契約の更新の有無を「更新する場合があり得る」とした場合の更新の判断基準は以下のとおりとする。 

□ 契約期間満了時の業務量    □ 労働者の勤務成績、態度     □ 労働者の業務を遂行する能力 

□ 会社の経営状況        □ 従事している業務の進捗状況   □ その他（                   ） 

３． 更新上限の有無（無・有（更新  回まで／通算契約期間  年まで）） 

【労働契約法に定める同一の企業との間での通算契約期間が５年を超える有期雇用契約の締結の場合】 

本契約期間中に会社に対して期間の定めのない雇用契約（無期雇用契約）の締結の申込みをすることにより 、本契約期間の末日

の翌日（   年   月   日）から、無期雇用契約での雇用に転換することができる。この場合の本契約からの労働条件の変

更の有無（ 無 ・ 有（別紙２のとおり）） 

Ⅱ．就業の場所 

□ 直接雇用（以下に記入） 

※受入れ機関の事業所を記載             

事 業 所 名                     

所 在 地                    

連 絡 先                     

 

□ 派遣雇用（別紙「就業条件明示書」に記入）  

（変更の範囲）□変更の可能性なし（変更ある場合は以下に記入）  

事 業 所 名                     

所 在 地                     

連 絡 先                     

Ⅲ．従事すべき業務の内容 

 

１．分  野（           ）    

２．業務区分（           ）     

  

（変更の範囲）□変更の可能性なし（変更ある場合は以下に記入） 

１．分  野（           ） 

２．業務区分（           ） 

Ⅳ．労働時間等 

 １．始業・終業の時刻等  

 (1) 始業  （  時  分）   終業  （  時  分）   （１日の所定労働時間数   時間  分） 

 (2) 【次の制度が労働者に適用される場合】 

  □ 変形労働時間制：（    ）単位の変形労働時間制 

   ※ １年単位の変形労働時間制を採用している場合には、乙が十分に理解できる言語を併記した年間カレンダーの写し及び労働基準監督署へ届

け出た変形労働時間制に関する協定書の写しを添付する。 

  □ 交代制として、次の勤務時間の組合せによる。 

   始業（  時  分） 終業（  時  分） （適用日      、１日の所定労働時間   時間  分） 



   始業（  時  分） 終業（  時  分） （適用日      、１日の所定労働時間   時間  分） 

   始業（  時  分） 終業（  時  分） （適用日      、１日の所定労働時間   時間  分） 

 ２．休憩時間  （    分） 

 ３．所定労働時間数 ①週（   時間    分） ②月（   時間   分） ③年（   時間   分） 

 ４．所定労働日数  ①週（    日）      ②月（    日）     ③年（    日） 

 ５．所定時間外労働の有無   □ 有    □ 無 

   ○詳細は、就業規則 第  条～第  条、第  条～第  条、第  条～第  条 

Ⅴ．休日 

 １．定例日：毎週   曜日、日本の国民の祝日、その他（           ）  （年間合計休日日数    日） 

 ２．非定例日：週・月当たり   日、その他（           ） 

○詳細は、就業規則 第  条～第  条、第  条～第  条 

Ⅵ．休暇 

 １．年次有給休暇   ６か月継続勤務した場合→    日 

            継続勤務６か月未満の年次有給休暇（□ 有    □ 無） →   か月経過で   日 

 ２．その他の休暇   有給（           ）  無給（           ） 

 ３．一時帰国休暇   乙が一時帰国を希望した場合は、上記１及び２の範囲内で必要な休暇を取得させることとする。 

 ○詳細は、就業規則 第  条～第  条、第  条～第  条 

Ⅶ．賃金 

 

 

 

 

 

１．基本賃金   □ 月給（       円）  □ 日給（       円）  □ 時間給（       円） 

 ※詳細は別紙のとおり 

２．諸手当（時間外労働の割増賃金は除く） 

     （       手当、       手当、       手当） 

 ※詳細は別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 ３．所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率 

  (1) 所定時間外  法定超月60時間以内  （     ）％ 

           法定超月60時間超   （     ）％ 

           所定超         （     ）％ 

  (2) 休日     法定休日   （     ）％、  法定外休日   （     ）％ 

  (3) 深夜     （     ）％ 

 ４．賃金締切日   □ 毎月   日、 □ 毎月   日 

 ５．賃金支払日   □ 毎月   日、 □ 毎月   日 

 ６．賃金支払方法  □ 口座振込    □ 通貨払 

 ７．労使協定に基づく賃金支払時の控除  □ 無    □ 有 

  ※詳細は別紙のとおり 

 ８．昇給      □ 有（時期、金額等                        ）、 □ 無 

 ９．賞与      □ 有（時期、金額等                        ）、 □ 無 

 10．退職金     □ 有（時期、金額等                        ）、 □ 無 

 11. 休業手当    □ 有（率                             ） 

Ⅷ．退職に関する事項 

 １．自己都合退職の手続（退職する    日前に社長・工場長等に届けること） 

 ２．解雇の事由及び手続 

   解雇は、やむを得ない事由がある場合に限り少なくとも30日前に予告をするか、又は30日分以上の平均賃金を支払って解雇す

る。特定技能外国人の責めに帰すべき事由に基づいて解雇する場合には、所轄労働基準監督署長の認定を受けることにより予告

も平均賃金の支払も行わず即時解雇されることもあり得る。 

○詳細は、就業規則 第  条～第  条、第  条～第  条 

Ⅸ．その他 



 １．社会保険の加入状況・労働保険の適用状況（□ 厚生年金 、□ 健康保険 、□ 雇用保険 、□ 労災保険 、 

□ 国民年金 、□ 国民健康保険 、□ その他（      ）） 

２．雇入れ時の健康診断        年     月 

 ３．初回の定期健康診断        年     月 （その後     ごとに実施） 

 ４．雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口   

部署名       担当者職氏名        （連絡先         ） 

５．本契約終了後に乙が帰国するに当たり、乙が帰国旅費を負担することができないときは、甲が当該旅費を負担するとともに、

帰国が円滑になされるよう必要な措置を講じることとする。 

受取人（署名）
 

 

以上のほかは、当社就業規則による。就業規則を確認できる場所や方法（                         ） 



参考様式第１－６号 別紙１ 

                                        

賃 金 の 支 払 

１．基本賃金 

  □ 月給（     円） □ 日給（     円） □ 時間給（     円） 

※月給・日給の場合の１時間当たりの金額（      円） 

※日給・時間給の場合の１か月当たりの金額（      円） 

２．諸手当の額及び計算方法等（時間外労働の割増賃金は除く。） 

  (a) （     手当     円／計算方法：          ） 

  (b) （     手当     円／計算方法：          ） 

  (c) （     手当     円／計算方法：          ） 

  (d) （     手当     円／計算方法：          ） 

 【固定残業代がある場合】 

(e) （     手当     円 

 ・支給要件：時間外労働の有無にかかわらず、     時間分の時間外手当として支給。 

      時間を超える時間外労働分についての割増賃金は追加で支給。） 

 

３．１か月当たりの支払概算額（１＋２）          約         円（合計） 

４．賃金支払時に控除する項目     

  (a) 税   金       （約      円） 

  (b) 社会保険料       （約      円） 

  (c) 雇用保険料       （約      円） 

  (d) 食   費       （約      円） 

  (e) 居 住 費       （約      円） 

  (f) その他 （水道光熱費） （約      円） 

        （     ） （約      円） 

        （     ） （約      円） 

        （     ） （約      円） 

        （     ） （約      円） 

        （     ） （約      円） 

控除する金額  約         円（合計） 

   

５．手取り支給額（３－４）            約         円（合計） 

※欠勤等がない場合であって、時間外労働の割増賃金等は除く。 



参考様式第１－６号 別紙２（雇用条件書Ⅰ.で【労働契約法に定める同一の企業との間での通算契約期間が

５年を超える有期雇用契約の締結の場合】で有を選択した場合）                            

 

雇 用 条 件 書 

本契約期間中に会社に対して期間の定めのない雇用契約（無期雇用契約）の締結の申込みをしたときに

成立する無期雇用契約の条件は、次のとおりです。 

年   月   日  

               殿  

 

特定技能所属機関名                   

所在地                         

電話番号                        

代表者 役職・氏名                 ○印 

Ⅰ．雇用契約期間  期間の定めなし 

Ⅱ．就業の場所 

□ 直接雇用（以下に記入） 

※受入れ機関の事業所を記載             

事 業 所 名                     

所 在 地                    

連 絡 先                     

 

□ 派遣雇用（別紙「就業条件明示書」に記入）  

（変更の範囲）□変更の可能性なし（変更ある場合は以下に記入） 

事 業 所 名                     

所 在 地                     

連 絡 先                     

Ⅲ．従事すべき業務の内容 

 

１．分  野（           ）    

２．業務区分（           ）     

  

（変更の範囲）□変更の可能性なし（変更ある場合は以下に記入） 

１．分  野（           ） 

２．業務区分（           ） 

Ⅳ．労働時間等 

 １．始業・終業の時刻等  

 (1) 始業  （  時  分）   終業  （  時  分）   （１日の所定労働時間数   時間  分） 

 (2) 【次の制度が労働者に適用される場合】 

  □ 変形労働時間制：（    ）単位の変形労働時間制 

   ※ １年単位の変形労働時間制を採用している場合には、乙が十分に理解できる言語を併記した年間カレンダーの写し及び労働基準監督署へ届

け出た変形労働時間制に関する協定書の写しを添付する。 

  □ 交代制として、次の勤務時間の組合せによる。 

   始業（  時  分） 終業（  時  分） （適用日      、１日の所定労働時間   時間  分） 

   始業（  時  分） 終業（  時  分） （適用日      、１日の所定労働時間   時間  分） 

   始業（  時  分） 終業（  時  分） （適用日      、１日の所定労働時間   時間  分） 

 ２．休憩時間  （    分） 

 ３．所定労働時間数 ①週（   時間    分） ②月（   時間   分） ③年（   時間   分） 

 ４．所定労働日数  ①週（    日）      ②月（    日）     ③年（    日） 

 ５．所定時間外労働の有無   □ 有    □ 無 

   ○詳細は、就業規則 第  条～第  条、第  条～第  条、第  条～第  条 

Ⅴ．休日 

 １．定例日：毎週   曜日、日本の国民の祝日、その他（           ）  （年間合計休日日数    日） 

 ２．非定例日：週・月当たり   日、その他（           ） 

○詳細は、就業規則 第  条～第  条、第  条～第  条 

Ⅵ．休暇 



 １．年次有給休暇   ６か月継続勤務した場合→    日 

            継続勤務６か月未満の年次有給休暇（□ 有    □ 無） →   か月経過で   日 

 ２．その他の休暇   有給（           ）  無給（           ） 

 ３．一時帰国休暇   乙が一時帰国を希望した場合は、上記１及び２の範囲内で必要な休暇を取得させることとする。 

 ○詳細は、就業規則 第  条～第  条、第  条～第  条 

Ⅶ．賃金 

 

 

 

 

 

１．基本賃金   □ 月給（       円）  □ 日給（       円）  □ 時間給（       円） 

 ※詳細は別紙のとおり 

２．諸手当（時間外労働の割増賃金は除く） 

     （       手当、       手当、       手当） 

 ※詳細は別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 ３．所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率 

  (1) 所定時間外  法定超月60時間以内  （     ）％ 

           法定超月60時間超   （     ）％ 

           所定超         （     ）％ 

  (2) 休日     法定休日   （     ）％、  法定外休日   （     ）％ 

  (3) 深夜     （     ）％ 

 ４．賃金締切日   □ 毎月   日、 □ 毎月   日 

 ５．賃金支払日   □ 毎月   日、 □ 毎月   日 

 ６．賃金支払方法  □ 口座振込    □ 通貨払 

 ７．労使協定に基づく賃金支払時の控除  □ 無    □ 有 

  ※詳細は別紙のとおり 

 ８．昇給      □ 有（時期、金額等                        ）、 □ 無 

 ９．賞与      □ 有（時期、金額等                        ）、 □ 無 

 10．退職金     □ 有（時期、金額等                        ）、 □ 無 

 11. 休業手当    □ 有（率                             ） 

Ⅷ．退職に関する事項 

 １．自己都合退職の手続（退職する    日前に社長・工場長等に届けること） 

 ２．解雇の事由及び手続 

   解雇は、やむを得ない事由がある場合に限り少なくとも30日前に予告をするか、又は30日分以上の平均賃金を支払って解雇す

る。特定技能外国人の責めに帰すべき事由に基づいて解雇する場合には、所轄労働基準監督署長の認定を受けることにより予告

も平均賃金の支払も行わず即時解雇されることもあり得る。 

○詳細は、就業規則 第  条～第  条、第  条～第  条 

Ⅸ．その他 

 １．社会保険の加入状況・労働保険の適用状況（□ 厚生年金 、□ 健康保険 、□ 雇用保険 、□ 労災保険 、 

□ 国民年金 、□ 国民健康保険 、□ その他（      ）） 

２．雇入れ時の健康診断        年     月 

 ３．初回の定期健康診断        年     月 （その後     ごとに実施） 

 ４．雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口   

部署名       担当者職氏名        （連絡先         ） 

５．本契約終了後に乙が帰国するに当たり、乙が帰国旅費を負担することができないときは、甲が当該旅費を負担するとともに、

帰国が円滑になされるよう必要な措置を講じることとする。 

以上のほかは、当社就業規則による。就業規則を確認できる場所や方法（                         ）
 

 



参考様式第１－１０号                      
 

技 能 移 転 に 係 る 申 告 書 

 

○ 申告者 

氏 名 

性 別  男性 ・ 女性 

生 年 月 日 

国 籍 ・ 地 域 

 

 下記の事項を申告します。 
 

記 
 

私は、日本国における技能実習制度の趣旨が、開発途上地域等への技能等の移転に

よる国際協力の推進であることを理解しています。 

私は、私の本国である        では修得等が困難である        

に係る技能等について修得等をし、技能実習を修了しました。 

そのため、今後、日本国において修得、習熟又は熟達した         に係

る技能、技術又は知識の本国への移転に努めたいと考えています。 
 
 
 
 
上記の記載内容は、事実と相違ありません。 

 
 

          年    月    日 
 

 

                    申告者の署名                



参考様式第１－１１－１号                           

特 定 技 能 所 属 機 関 概 要 書 

１ 所属役員 

（ふりがな） 

（１）役 員 氏 名 

① 

 

役職  
 

② 

 

役職  
 

③ 

 

役職  
 

④ 

 

役職  
 

⑤ 

 

役職  
 

（注意） 

役員が複数名いる場合は、その全てについて記載すること。なお、役員を記載しきれない場合は、「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付する

こととして差し支えない。 

 

２ 決算状況 
 前年度 前々年度 前々々年度 

売上高 円 円 円 

経常損益 円 円 円 

純損益 円 円 円 

純資産 円 円 円 

（注意） 

１ 個人事業主の場合には、純資産の欄に所得税青色申告決算書の貸借対照表における元入金を記載してください。 

２ 前年度末において債務超過（純資産の欄がマイナス）がある場合には、中小企業診断士、税理士、公認会計士等の企業評価を行う能力が

あると認められる公的資格を有する第三者が改善の見通しについて評価を行った書面を添付してください。 
 
３ 基準適合性に係る事項 

（１）過去１年に

おける特定技能外

国人と同種の業務

に従事する労働者

の離職状況 

 
離職理由 

自発的離職者 非自発的離職者 

日本人労働者 名 名 

外国人労働者 名 名 

（２）前１年間の

行方不明者数 

特 定 技 能 
１号及び２号 

名 
うち責めに帰すべき

事由による行方不明 

□ 該当あり 

□ 該当なし 

技能実習 名 
うち責めに帰すべき

事由による行方不明 

□ 該当あり 

□ 該当なし 

（注意） 

１ （１）の「自発的離職」とは、特定技能外国人の自己都合による転職や退職をいい、「非自発的離職」とは、特定技能所属機関の経営

上の都合により、人員整理を行うために希望退職を募集したり又は退職勧奨を行った場合等をいう。 

２ （１）の「外国人労働者」とは、入管法別表第１の１、２及び５の表（就労資格に限る）の在留資格をもって在留する者をいう。 



３ （２）は、特定技能所属機関が雇用する特定技能外国人の過去１年間における行方不明者の発生状況について、行方不明者が発生して

いる場合はその発生人数を、発生していない場合は０名と記載すること。また、特定技能所属機関の責めに帰すべき事由により行方不明

者が発生している場合は「該当あり」に、特定技能所属機関の責めによらない理由で行方不明者が発生している場合は「該当なし」にチ

ェックマークを付すこと。 

４ （２）は、特定技能所属機関が、技能実習制度における実習実施者である場合は、過去１年間における技能実習生の行方不明者の発生

状況についても記載すること。 

４ 中長期在留者の受入れ実績等（１号特定技能外国人支援計画の全部の実施を登録支援機関に委託す

る場合は記載不要。） 

(１) 

□ 

過去２年間

に中長期在

留者（注）の

受入れ又は

管理を適正

に行った実

績を有する

こと 

受入れ・管理人数 受入れ期間中の法令遵守 

直近１年前          名 
□ 法令遵守 

□ 法令違反・行政指導あり 

直近２年前          名 
□ 法令遵守 

□ 法令違反・行政指導あり 

添付書類 

※以下の添付書類を提出すること。 

 ただし、監理団体として実習監理を行っている場合や登録支援機関として１号特定 
技能外国人の支援を行っている場合は、添付書類の提出不要。 

□ 受け入れた中長期在留者リスト（参考様式第１－１１－２号） 

(２) 

□ 

支援責任者

及び支援担

当者が過去

２年間に中

長期在留者

（注）の生活

相談業務に

従事した経

験を有する

こと 

生活相談業務の内容 

支

援 

責

任

者 

生活相談 

業務期間 
年  月  日～    年  月  日 

生活相談 

業務に従事

した機関 

機関名称： 

所 在 地： 

生活相談 

業務内容 

※以下いずれか１つ以上にチェックマークを付すこと。 

□ 生活に必要な契約に係る支援に関するもの 

□ 生活オリエンテーションに関するもの 

□ 定期的な面談に関するもの 

□ その他（                   ） 

報酬の有無 □ 有  □ 無 

添
付
書
類 

※以下の添付書類を提出すること。 

必
須 □ 生活相談業務を行った中長期在留者リスト（参考様式第１－１１－３号） 

い
ず
れ
か 

※生活相談の対象者の所属機関が同一の場合 

□ 当該機関で生活相談業務に従事したこと及びその期間を証する書類 

※生活相談の対象者の所属機関が同一でない場合 

□ 対象者の生活相談業務に係る契約書及びその契約に基づき報酬を受けたこ

とを証する書類 

□ その他（                   ） 

  



 

 

支

援 

担

当

者 

生活相談 

業務期間 
年  月  日～    年  月  日 

生活相談 

業務に従事

した機関 

機関名称： 

所 在 地： 

生活相談 

業務内容 

※以下いずれか１つ以上にチェックマークを付すこと。 

□ 生活に必要な契約に係る支援に関するもの 

□ 生活オリエンテーションに関するもの 

□ 定期的な面談に関するもの 

□ その他（                   ） 

報酬の有無 □ 有  □ 無 

添
付
書
類 

※以下の添付書類を提出すること。 

必
須 □ 生活相談業務を行った中長期在留者リスト（参考様式第１－１１－３号） 

い
ず
れ
か 

※生活相談の対象者の所属機関が同一の場合 

□ 当該機関で生活相談業務に従事したこと及びその期間を証する書類 

※生活相談の対象者の所属機関が同一でない場合 

□ 対象者の生活相談業務に係る契約書及びその契約に基づき報酬を受けたこ

とを証する書類 

□ その他（                   ） 

(３) 

□ 

（１）及び

（２）に掲げ

るもののほ

か、これらの

者と同程度

に支援業務

を適正に実

施すること

ができるこ

と 

添付書類 

□ この欄に該当することを立証する

資料 

過去５年間に労働基準監督署から是正

勧告を受けたことの有無 

□ 是正勧告あり 

□ 是正勧告なし 

（注意） 

１ 本欄は（１）から（３）欄の該当するものにチェックマークを付した上、記載すること。 

２ 「中長期在留者」とは、入管法別表第１の１の表、２の表及び５の表（就労資格に限る。）の上欄の在留資格を有する者をいう。 

３ （１）欄の「適正に行った」とは、入管法、技能実習法及び労働基準法など出入国又は労働に関する法令の規定に違反したことによ

り、①刑に処せられたこと、②行政処分を受けたことのほか、③技能実習法上の改善命令又は改善勧告を受けていないことをいう。適

正に行っている場合は「法令遵守」に、適正に行っていない場合は「法令違反・行政指導あり」にチェックマークを付すこと。 

 

５ 支援体制に関する事項（１号特定技能外国人支援計画の全部の実施を登録支援機関に委託する場合は記載不要。） 

 

支援対象者（申請人） 支援責任者 支援担当者 

氏名 
所属部署 

役職 
氏名 

所属部署 

役職 
氏名 

所属部署 

役職 

1       

2       

3       

（注意） 

 申請人全員について記載しきれない場合は、「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付することとして差し支えない。 

  



 
上記の記載内容は、事実と相違ありません。 
 

          年     月    日 

                   特定技能所属機関の氏名又は名称 

 

                       作成責任者 役職・氏名                 



参考様式第１－１１－２号（特定技能基準省令第２条第２項第１号イ関係）                                              

受け入れた中長期在留者リスト 

年    月    日 
 

特定技能所属機関の氏名又は名称  ________________________ 
 

作成責任者 役職・氏名    ________________________ 
 

○ 特定技能所属機関が過去２年以内に受け入れた全ての中長期在留者について、この用紙に記載すること。 
（注意） 
１ 対象となる中長期在留者は、入管法別表第１の１の表、２の表及び５の表の上欄の在留資格（収入を伴う事業を運営する活動又は報酬を受ける活動を行うことができる在留資格に限る。）であることに留意す

ること。 
 別表第１の１の表：外交、公用、教授、芸術、宗教、報道 

   別表第１の２の表：高度専門職、経営・管理、法律・会計業務、医療、研究、教育、技術・人文知識・国際業務、企業内転勤、介護、興行、技能、特定技能、技能実習 
     別表第１の５の表：特定活動 
２ 「外国人雇用状況届出」の欄で「無」を選択した場合には、その理由を記載した理由書（任意様式）を添付すること。 
３ 記載できない箇所については、「不明」と記載すること。 
４ 受け入れた全ての中長期在留者が記載しきれない場合は、本紙を複製して使用すること 
 

 氏名（ローマ字） 性別 生年月日 国籍・地域 在留カード番号 受入れ期間 外国人雇用状況届出 

１   年   月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

２    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

３    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

４    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

５    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

     



参考様式第１－１１－２号（継続用紙） 
（注意） 
１ 受け入れた中長期在留者の６人目以降は、このページに記載すること。 
２ 本ページにも記載しきれない場合は、本ページを複製して全ての中長期在留者について記載すること。 
 

 氏名（ローマ字） 性別 生年月日 国籍・地域 在留カード番号 受入れ期間 外国人雇用状況届出 

   年   月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

 



参考様式第１－１１－３号（特定技能基準省令第２条第２項第１号ロ関係）                                             

生活相談業務を行った中長期在留者リスト 

年    月    日 
 

特定技能所属機関の氏名又は名称  ________________________ 
 

作成責任者 役職・氏名    ________________________ 
 

○ 支援責任者及び支援担当者が過去２年間に生活相談業務を行った中長期在留者について、この用紙に記載すること。 
（注意） 
１ 対象となる中長期在留者は、入管法別表第１の１の表、２の表及び５の表の上欄の在留資格（収入を伴う事業を運営する活動又は報酬を受ける活動を行うことができる在留資格に限る。）であることに留意す

ること。 
 別表第１の１の表：外交、公用、教授、芸術、宗教、報道 

   別表第１の２の表：高度専門職、経営・管理、法律・会計業務、医療、研究、教育、技術・人文知識・国際業務、企業内転勤、介護、興行、技能、特定技能、技能実習 
     別表第１の５の表：特定活動 
２ 記載できない箇所については、「不明」と記載すること。 
３ 本様式を提出できない場合には、その理由を記載した理由書（任意様式）を添付すること。 
４ 生活相談業務を行った中長期在留者が記載しきれない場合は、本紙を複製して使用すること。 
 

 氏名（ローマ字） 性別 生年月日 国籍・地域 在留カード番号 生活相談をした期間 中長期在留者の所属機関 

１   年   月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

 

２    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

 

３    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

 

４    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

 

５    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

 

     



参考様式第１－１１－３号（継続用紙） 
（注意） 
１ 生活相談業務を行った中長期在留者の６人目以降は、このページに記載すること。 
２ 本ページにも記載しきれない場合は、本ページを複製して記載すること。 
 

 氏名（ローマ字） 性別 生年月日 国籍・地域 在留カード番号 生活相談をした期間 中長期在留者の所属機関 

   年   月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

 

 



参考様式第１－１２号                                                  

派 遣 計 画 書 

次の表１の特定技能外国人については、表２のとおりに派遣し、派遣予定内容に変更があった場合、及び同表にない派遣先に派遣する場合には、派遣に先立っ
て届け出ます。 

（表１）派遣予定特定技能外国人 

 氏名 国籍・地域 生年月日 性別 

１       年  月  日 男 ・ 女 

２       年  月  日 男 ・ 女 

３       年  月  日 男 ・ 女 

４       年  月  日 男 ・ 女 

５       年  月  日 男 ・ 女 

（注意）全ての者について記載できない場合には、「別紙のとおり」として別紙を添付して差し支えない。 

（表２）派遣予定先一覧 

 派遣予定先の氏名又は名称 住所 就労（作業）内容 就労（作業）場所 派遣予定期間 

１     
    年  月  日 

～ 
    年  月  日 

２     
    年  月  日 

～ 
    年  月  日 

３     
    年  月  日 

～ 
    年  月  日 

（注意）全ての派遣予定先について記載できない場合には、「別紙のとおり」として別紙を添付して差し支えない。 

 
上記の記載内容は、事実と相違ありません。 
 

          年    月   日 
 

特定技能所属機関の氏名又は名称 
 

         作成責任者 役職・氏名                       



　　　年　　　月　　　日

殿

　特定技能所属機関の氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　住　　所 　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　電話番号　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　代表者の氏名・役職　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　派遣先の氏名又は名称　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

次の条件で労働者派遣を行います。

業務内容

（雇入れ直後）

　事業所名（部署名）

　所在地 （電話番号　　　　　　　　　　　　　　）

　事業所名（部署名）

　所在地 （電話番号　　　　　　　　　　　　　　）

指揮命令者 職名

就業日

就業時間　　　時　　　分から　　　時　　　分まで

（うち休憩時間　　　時　　　分から　　　時　　　分まで）

安全及び衛生

時間外労働（無/有）→（１日　　　時間/週　　　時間/月　　　時間）

休日労働　（無/有）→（１月　　　回）

派遣元責任者 職名 　　　氏名 （電話番号　　　　　　　　）

派遣先責任者 職名 　　　氏名 （電話番号　　　　　　　　）

福利厚生施設の利用
等

申出先　派遣元：職名　　　 　　氏名　　　　　　　 　（電話番号　　　　 　　　）

　　　　派遣先：職名　　　 　　氏名　　　　　 　　　（電話番号　　　　　 　　）

派遣契約解除の場合
の措置

派遣先が派遣労働者
を雇用する場合の紛
争防止措置

備　考

就業場所

組織単位

就業日及び就業時間

時間外労働及び休日
労働

苦情の処理・申出先

参考様式第１－１３号

派遣期間

　　　年　　　月　　　日から　　　　　年　　　月　　　日まで

 なお、派遣先の事業所における派遣可能期間の延長について、当該手続を適正に行っていない場合や派遣労働者個人単位の期間制限
を超えて労働者派遣の役務の提供を受けた場合は、派遣先は労働契約申込みみなし制度の対象となる。

就業条件明示書

（変更の範囲）□変更の可能性なし（変更ある場合は以下に記入）

氏名

（派遣先の事業所における期間制限に抵触する日） 年 月 日

（組織単位における期間制限に抵触する日） 年 月 日

-  1  -



                            

1 　各欄において複数項目の一を選択する場合には該当項目に○印を付すこと。
2

3

4

5

6 　「就業日」は、具体的な曜日又は日を記載すること。
7

・　換気、採光、照明等作業環境管理に関する事項

・　安全衛生教育に関する事項（例えば、派遣元及び派遣先で実施する安全衛生教育の内容等）

・　安全衛生管理体制に関する事項

・　その他派遣労働者の安全及び衛生を確保するために必要な事項
8

9

10

11

12

13

14 「備考」欄
① 　労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行令（昭和６１年政令第９５号） 第４
条第1項各号で定める業務について労働者派遣を行う場合は、同各号の番号を記載すること。ただし、日雇労働者に係
る労働者派遣が行われないことが明らかである場合は、この限りではない。

就業条件明示書記載要領

　「業務内容」欄には、派遣先において従事する業務の内容、その業務に必要とされる能力等を具体的に記載するこ
と。

　「派遣先責任者」は、派遣先責任者の選任を要しない場合であっても、派遣先責任者が選任されている場合には記載
すること。

　「組織単位」欄には、課、グループ等の業務としての類似性や関連性がある組織であり、かつ、その組織の長が業務
の配分や労務管理上の指揮監督権限を有している組織を記載すること。

　「就業場所」欄には、主な就業場所を記載するものとし、それ以外に出張等により就業場所が異なることがある場合
には、備考欄に記載すること。

　なお、労働者派遣契約においてこの定めをする場合には、当該定めの内容が派遣元事業主と派遣労働者との間の労働
契約又は派遣元事業場における36協定により定められている内容の範囲内であることが必要である。

　派遣労働者が労働者派遣に係る労働に従事する事業所等の業務について、派遣先が派遣可能期間の制限に抵触するこ
ととなる最初の日を「派遣期間」欄の　　 に記載すること。（派遣先の事業所単位の期間制限の抵触日）

　また、派遣労働者が労働者派遣に係る労働に従事する事業所その他派遣就業の場所における組織単位の業務について
派遣元事業主が期間の制限に抵触することとなる最初の日を組織単位欄の　　　内に記載すること。（個人単位の期間
制限の抵触日）
なお、組織単位における期間制限の抵触日は延長されることはないこと。

・　「日雇労働者に係る労働者派遣が行われないことが明らかである場合」とは、

　「福利厚生施設の利用等」欄には、派遣先が派遣労働者に対し、診療所、給食施設等の施設であって現に派遣先に雇
用される労働者が通常利用しているものの利用、レクリエーション等に関する施設又は設備の利用、制服の貸与その他
の派遣労働者の福祉の増進のための便宜を提供する旨の定めを労働者派遣契約において行った場合には、その定めを記
載すること。

　「安全及び衛生」欄には、次の事項のうち、派遣労働者が派遣先において業務を遂行するに当たって、当該派遣労働
者の安全、衛生を確保するために必要な事項に関し、就業条件を記載すること。

　「時間外・休日労働」については、６の派遣就業をする日以外の日に派遣就業をさせることができ、又は派遣就業の
開始の時刻から終了の時刻までの時間を延長することができる旨の定めを労働者派遣契約において行った場合には、当
該派遣就業をさせることができる日又延長することができる時間数を記載すること。

　「苦情の処理・申出先」欄には、派遣労働者から苦情の申出を受けた場合の苦情の処理について、労働者派遣契約に
定めた苦情の申出先、苦情の処理方法、派遣元事業主と派遣先の連絡体制等を具体的に記載すること。

  (ⅲ) (a)又は(b)の労働者派遣に限る場合
　のいずれかであり、かつその旨を「備考」欄に記載すること。

　「派遣契約解除の場合の措置」欄には、派遣労働者の責に帰すべき事由以外の事由による労働者派遣契約の解除が行
われた場合には派遣先と連携して新たな就業機会の確保を図ること、労働者派遣契約の解除に伴う解雇を行った場合に
は労働基準法等に基づく責任を果たすこと等、派遣労働者の雇用の安定を図るための措置を具体的に記載すること。

・　危険又は健康障害を防止するための措置に関する事項（例えば、危険有害業務に従事させる場合には、当
　該危険有害業務の内容、当該業務による危険又は健康障害を防止する措置の内容等）

・　健康診断の実施等健康管理に関する事項（例えば、有害業務従事者に対する特別な健康診断が必要な業務
　に就かせる場合には、当該健康診断の実施に関する事項等）

・　免許の取得、技能講習の終了の有無等就業制限に関する事項（例えば、就業制限業務を行わせる場合に
　は、当該業務を行うための免許や技能講習の種類等）

　「派遣先が派遣労働者を雇用する場合の紛争防止措置」欄には労働者派遣の役務の提供を受ける者が、労働者派遣の終
了後に、当該労働者派遣に係る派遣労働者を雇用する場合に、その雇用意思を事前に労働者派遣をする者に対し示すこ
と、当該者が職業紹介を行うことが可能な場合は職業紹介により紹介手数料を支払うことその他の労働者派遣の終了後に
労働者派遣契約の当事者間の紛争を防止するために講ずる措置を記載すること。

　(i)　無期雇用労働者(a)の労働者派遣に限る場合

  (ⅱ) 契約期間が31日以上の有期雇用労働者(b)の労働者派遣に限る場合
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参考様式第１－１３号

②

③

④　

・　当該労働者に係る労働者派遣に関する料金の額

・　当該労働者に係る労働者派遣を行う事業所における労働者派遣に関する料金の額の平均額

⑤

15

　紹介予定派遣に係る労働者派遣である場合には、(i)紹介予定派遣である旨、(ii)紹介予定派遣を得て派遣先が雇用
する場合に予定される雇用契約の期間の定めの有無等の労働者派遣契約において定めた紹介予定派遣に関する事項、
(iii)紹介予定派遣を受けた派遣先が、職業紹介を受けることを希望しなかった場合又は職業紹介を受ける者を雇用し
なかった場合には、それぞれのその理由を、派遣労働者の求めに応じ、書面、ファクシミリ又は電子メール（ファクシ
ミリ又は電子メールによる場合にあっては、当該派遣労働者が希望した場合に限る。）により、派遣労働者に対して明
示する旨、(iv)紹介予定派遣を経て派遣先が雇用する場合に、年次有給休暇及び退職金の取扱いについて、労働者派遣
の期間を勤務期間に含めて算入する場合はその旨を「備考」欄に記載すること。

　派遣可能期間の制限を受けない業務に係る労働者派遣を行う場合は、それぞれ必要事項を「備考」欄に記載するこ
と。

・　その業務が１か月間に行われる日数が当該派遣就業に係る派遣先に雇用される通常の労働者の１か月間の
　所定労働日数に比し相当程度少なくかつ月10日以下である業務について労働者派遣を行う場合は、(i)その
　旨、(ii)当該派遣先においてその業務が１か月間に行われる日数、(iii)当該派遣先の通常の労働者の１か
　月間の所定労働日数を記載すること

・　介護休業等の代替要員としての業務について労働者派遣を行う場合は、派遣先において休業する労働者の
　氏名及び業務並びに当該休業の開始及び終了予定の日を記載すること

・　事業の開始、転換、拡大、縮小又は廃止のための業務について労働者派遣を行う場合は、その旨を記載す
　ること。

・　産前産後休業、育児休業等の代替要員としての業務について労働者派遣を行う場合は、派遣先において休
　業する労働者の氏名及び業務並びに当該休業の開始及び終了予定の日を記載すること。

　労働者派遣に関する料金の額を記載する場合は、次のいずれかを日額、月額等わかるようにした上で「備考」欄に記
載すること。

　該当する各法令に基づき、健康保険被保険者資格取得届、厚生年金保険被保険者資格取得届、雇用保険被保険者資格
取得届の書類が行政機関に提出されていない場合は、その理由を記載すること。

　個々の派遣労働者に明示される就業条件は、労働者派遣契約の定めた就業条件の範囲内でなければならないこと。
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参考様式第１－１４号（農業分野）                     
 

派遣先の概要書（農業分野） 
 

１ 派遣先の概要 

①法 人 番 号  

 （ふりがな） 

②氏 名 又 は 名 称 

 

 

③住      所 

（本店又は主たる事務所） 
 

④常 勤 職 員 数  合計        名  

⑤資 本 金 の 額 円 

⑥前 年 度 売 上 高 円 

⑦前年度経常損益    利益 ・ 損失                     円 

⑧前年度当期純損益    利益 ・ 損失                     円 

（注意） 

 ①は、派遣先が法人である場合のみ記載すること。  

 

２ 派遣労働者の受入れ実績等 

①過去５年以

内に６か月以

上労働者を雇

用した実績 

労働者数 

                           名 

②前１年以内

の特定技能外

国人と同種の

業務に従事す

る労働者の離

職状況 

 

離職理由 

自発的離職 非自発的離職 

日本人労働者  名  名 

外国人労働者  名  名 

③前１年間の

行方不明者数 

特 定 技 能 
１号及び２号 

名 
うち責めに帰すべき

事由による行方不明 

□該当あり 
□該当なし 

技能実習 名 
うち責めに帰すべき

事由による行方不明 

□該当あり 
□該当なし 

（注意） 

１ ②の「自発的離職」とは、特定技能外国人の自己都合による転職や退職をいい、「非自発的離職」とは、派遣先の経営上の都合により、

人員整理を行うために希望退職を募集したり又は退職勧奨を行った場合等をいう。 

２ ②の「外国人労働者」とは、入管法別表第１の１、２及び５の表（就労資格に限る）の在留資格をもって在留する者をいう。 

３ ③は、派遣先が雇用する特定技能外国人の過去１年間における行方不明者の発生状況について、行方不明者が発生している場合はその

発生人数を、発生していない場合は０名と記載すること。また、派遣先の責めに帰すべき事由により行方不明者が発生している場合は「該

当あり」に、派遣先の責めによらない理由で行方不明者が発生している場合は「該当なし」にチェックすること。 

４ ③は、派遣先が、技能実習制度における実習実施者である場合は、過去１年間における技能実習生の行方不明者の発生状況についても

記載すること。 



 

３ 誓約事項 

以下の（１）から（３）までの事項について誓約します。 

（１）入管法又は労働関係法令などの規定に基づき、特定技能外国人の派遣就業に必要な措置を講じます。 

（２）法令上派遣先に求められる基準に適合しなくなったとき、行方不明者の発生などの労働者派遣契約の継続
が不可能となる事由が生じたとき、特定技能外国人又は派遣就業内容に関し重大な問題が生じたときには、
特定技能所属機関に報告します。 

（３）特定技能外国人からの苦情・相談内容について、特定技能所属機関に報告し、特定技能所属機関による支
援が円滑に行われるよう努めます。 

 

４ その他特記事項 

 

 
 
上記の記載内容は、事実と相違ありません。 
 
 

                作成年月日        年    月    日 
 

                     派遣先の氏名又は名称                     

 

                     作成責任者 役職・氏名                   



参考様式第１－１５号（漁業分野）                     
 

派遣先の概要書（漁業分野） 

 
１ 派遣先の概要 

①法 人 番 号  

（ふりがな） 

②氏 名 又 は 名 称 

 

 

③住      所 

（本店又は主たる事務所） 

〒   － 
 
 
 
（電話番号    －    －） 

④常 勤 職 員 数 合計        名  

⑤資 本 金 の 額 円 

⑥前 年 度 売 上 高 円 

⑦前年度経常損益    利益 ・ 損失                     円 

⑧前年度当期純損益    利益 ・ 損失                      円 

（注意） 

 ①は、派遣先が法人である場合のみ記載すること。 

 

２ 派遣労働者の受入れ実績等 

①１年以内に

定技能外国人

と同種の業務

に従事する労

働者の離職状

況 

 

離職理由 

自発的離職 非自発的離職 

日本人労働者 名 名 

外国人労働者 名 名 

②前１年間の

行方不明者数 

特 定 技 能 
１号及び２号 

            
名 

うち責めに帰すべき

事由による行方不明 

□該当あり 
□該当なし 

技能実習 名 
うち責めに帰すべき

事由による行方不明 

□該当あり 
□該当なし 

（注意） 

１ ①の「自発的離職」とは、特定技能外国人の自己都合による転職や退職をいい、「非自発的離職」とは、派遣先の経営上の都合によ

り、人員整理を行うために希望退職を募集したり又は退職勧奨を行った場合等をいう。 

２ ①の「外国人労働者」とは、入管法別表第１の１、２及び５の表（就労資格に限る）の在留資格をもって在留する者をいう。 

３ ②は、派遣先が雇用する特定技能外国人の過去１年間における行方不明者の発生状況について、行方不明者が発生している場合はその

発生人数を、発生していない場合は０名と記載すること。また、派遣先の責めに帰すべき事由により行方不明者が発生している場合は

「該当あり」に、派遣先の責めによらない理由で行方不明者が発生している場合は「該当なし」にチェックすること。 

４ ②は、派遣先が、技能実習制度における実習実施者である場合は、過去１年間における技能実習生の行方不明者の発生状況についても

記載すること。 



３ 誓約事項 

以下の（１）から（４）までの事項について誓約します。 

（１）特定技能基準省令第２条第１項第１号から第４号までのいずれにも該当します。 

（参考） 

特定技能基準省令第２条 

法第２条の５第３項の法務省令で定める基準のうち適合特定技能雇用契約の適正な履行の確保に係るものは、次のとおりとする。 

一 労働、社会保険及び租税に関する法令の規定を遵守していること。 

二 特定技能雇用契約の締結の日前１年以内又はその締結の日以後に、当該特定技能雇用契約において外国人が従事することとされ

ている業務と同種の業務に従事していた労働者（次に掲げる者を除く。）を離職させていないこと。 

イ 定年その他これに準ずる理由により退職した者 

ロ 自己の責めに帰すべき重大な理由により解雇された者 

ハ 期間の定めのある労働契約（以下「有期労働契約」という。）の期間満了時に当該有期労働契約を更新しないことにより当該

有期労働契約を終了（労働者が当該有期労働契約の更新の申込みをした場合又は当該有期労働契約の期間満了後遅滞なく有期

労働契約の締結の申込みをした場合であって、当該有期労働契約の相手方である特定技能所属機関が当該労働者の責めに帰す

べき重大な理由その他正当な理由により当該申込みを拒絶することにより当該有期労働契約を終了させる場合に限る。）された

者 

ニ 自発的に離職した者 

三 特定技能雇用契約の締結の日前１年以内又はその締結の日以後に、当該特定技能雇用契約の相手方である特定技能所属機関

の責めに帰すべき事由により、外国人の行方不明者を発生させていないこと。 

四 次のいずれにも該当しないこと。 

イ 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過しない者 

ロ 次に掲げる規定又はこれらの規定に基づく命令の規定により、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けるこ

とがなくなった日から起算して５年を経過しない者 

（１）労働基準法第１１７条（船員職業安定法第８９条第１項又は労働者派遣法第４４条第１項の規定により適用される場合を含

む。）、第１１８条第１項（労働基準法第６条及び第５６条の規定に係る部分に限る。）、第１１９条（同法第１６条、第１７条、

第１８条第１項及び第３７条の規定に係る部分に限る。）及び第１２０条（同法第１８条第７項及び第２３条から第２７条ま

での規定に係る部分に限る。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第１２１条の規定 

（２）船員法（昭和２２年法律第１００号）第１２９条（同法第８５条第１項の規定に係る部分に限る。）、第１３０条（同法第３

３条、第３４条第１項、第３５条、第４５条及び第６６条（同法第８８条の２の２第４項及び第５項並びに第８８条の３第４

項において準用する場合を含む。）の規定に係る部分に限る。）及び第１３１条（第１号（同法第５３条第１項及び第２項、第

５４条、第５６条並びに第５８条第１項の規定に係る部分に限る。）及び第３号に係る部分に限る。）の規定並びにこれらの規

定に係る同法第１３５条第１項の規定（これらの規定が船員職業安定法第９２条第１項の規定により適用される場合を含

む。） 

（３）職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）第６３条、第６４条、第６５条（第１号を除く。）及び第６６条の規定並びにこ

れらの規定に係る同法第６７条の規定 

（４）船員職業安定法第１１１条から第１１５条までの規定 

（５）法第７１条の３、第７１条の４、第７３条の２、第７３条の４から第７４条の６の３まで、第７４条の８及び第７６条の２

の規定 

（６）最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）第４０条の規定及び同条の規定に係る同法第４２条の規定 

（７）労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和４１年法律第１３２号）第４

０条第１項（第２号に係る部分に限る。）の規定及び当該規定に係る同条第２項の規定 

（８）建設労働者の雇用の改善等に関する法律（昭和５１年法律第３３号）第４９条、第５０条及び第５１条（第２号及び第３号

を除く。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第５２条の規定 

（９）賃金の支払の確保等に関する法律（昭和５１年法律第３４号）第１８条の規定及び同条の規定に係る同法第２０条の規定 

（１０）労働者派遣法第５８条から第６２条までの規定 

（１１）港湾労働法（昭和６３年法律第４０号）第４８条、第４９条（第１号を除く。）及び第５１条（第２号及び第３号に係る



部分に限る。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第５２条の規定 

（１２）中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律（平成３年法律

第５７号）第１９条、第２０条及び第２１条（第３号を除く。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第２２条の規定 

（１３）育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号）第６２条から第６５

条までの規定 

（１４）林業労働力の確保の促進に関する法律（平成８年法律第４５号）第３２条、第３３条及び第３４条（第３号を除く。）の

規定並びにこれらの規定に係る同法第３５条の規定 

（１５）外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成２８年法律第８９号。以下「技能実習法」とい

う。）第１０８条、第１０９条、第１１０条（同法第４４条の規定に係る部分に限る。）、第１１１条（第１号を除く。）及び第

１１２条（第１号（同法第３５条第１項の規定に係る部分に限る。）及び第６号から第１１号までに係る部分に限る。）の規定

並びにこれらの規定に係る同法第１１３条の規定 

（１６）労働者派遣法第４４条第４項の規定により適用される労働基準法第１１８条、第１１９条及び第１２１条の規定、船員職

業安定法第８９条第７項の規定により適用される船員法第１２９条から第１３１条までの規定並びに労働者派遣法第４５条

第７項の規定により適用される労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）第１１９条及び第１２２条の規定 

ハ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）の規定（同法第５０条（第２号に係る部分に限る。）

及び第５２条の規定を除く。）により、又は刑法（明治４０年法律第４５号）第２０４条、第２０６条、第２０８条、第２０８条

の２、第２２２条若しくは第２４７条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律（大正１５年法律第６０号）の罪を犯したこと

により、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過しない者 

ニ 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第２０８条、第２１３条の２若しくは第２１４条第１項、船員保険法（昭和１４

年法律第７３号）第１５６条、第１５９条若しくは第１６０条第１項、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）

第５１条前段若しくは第５４条第１項（同法第５１条前段の規定に係る部分に限る。）、厚生年金保険法（昭和２９年法律第

１１５号）第１０２条、第１０３条の２若しくは第１０４条第１項（同法第１０２条又は第１０３条の２の規定に係る部分

に限る。）、労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和４４年法律第８４号）第４６条前段若しくは第４８条第１項（同

法第４６条前段の規定に係る部分に限る。）又は雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第８３条若しくは第８６条（同

法第８３条の規定に係る部分に限る。）の規定により、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることが

なくなった日から起算して５年を経過しない者 

ホ 精神の機能の障害により特定技能雇用契約の履行を適正に行うに当たっての必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うこ

とができない者 

へ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

ト 技能実習法第１６条第１項の規定により実習認定を取り消され、当該取消しの日から起算して５年を経過しない者 

チ 技能実習法第１６条第１項の規定により実習認定を取り消された者が法人である場合（同項第３号の規定により実習認

定を取り消された場合については、当該法人がロ又はニに規定する者に該当することとなったことによる場合に限る。）に

おいて、当該取消しの処分を受ける原因となった事項が発生した当時現に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、

執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執

行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。ヲにおいて同

じ。）であった者で、当該取消しの日から起算して５年を経過しないもの 

リ 特定技能雇用契約の締結の日前５年以内又はその締結の日以後に、次に掲げる行為その他の出入国又は労働に関する法令に

関し不正又は著しく不当な行為をした者 

（１）外国人に対して暴行し、脅迫し又は監禁する行為 

（２）外国人の旅券又は在留カードを取り上げる行為 

（３）外国人に支給する手当又は報酬の一部又は全部を支払わない行為 

（４）外国人の外出その他私生活の自由を不当に制限する行為 

（５）（１）から（４）までに掲げるもののほか、外国人の人権を著しく侵害する行為 

（６）外国人に係る出入国又は労働に関する法令に関して行われた不正又は著しく不当な行為に関する事実を隠蔽する目的又は

その事業活動に関し外国人に法第３章第１節若しくは第２節の規定による証明書の交付、上陸許可の証印若しくは許可、同

章第４節の規定による上陸の許可若しくは法第４章第１節若しくは第２節若しくは第５章第３節の規定による許可を受けさ

せる目的で、偽造若しくは変造された文書若しくは図画若しくは虚偽の文書若しくは図画を行使し、又は提供する行為 



（７）特定技能雇用契約に基づく当該外国人の本邦における活動に関連して、保証金の徴収若しくは財産の管理又は当該特定技能

雇用契約の不履行に係る違約金を定める契約その他不当に金銭その他の財産の移転を予定する契約を締結する行為 

（８）外国人若しくはその配偶者、直系若しくは同居の親族その他当該外国人と社会生活において密接な関係を有する者との間

で、特定技能雇用契約に基づく当該外国人の本邦における活動に関連して、保証金の徴収その他名目のいかんを問わず金銭そ

の他の財産の管理をする者若しくは当該特定技能雇用契約の不履行について違約金を定める契約その他の不当に金銭その他

の財産の移転を予定する契約を締結した者又はこれらの行為をしようとする者からの紹介を受けて、当該外国人と当該特定

技能雇用契約を締結する行為 

（９）法第１９条の１８の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をする行為 

（１０）法第１９条の２０第１項の規定による報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚

偽の帳簿書類の提出若しくは提示をし、又は同項の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは

同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避する行為 

（１１）法第１９条の２１第１項の規定による処分に違反する行為 

ヌ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団

員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。） 

ル 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者であって、その法定代理人がイからヌまで又はヲのいずれかに該当

するもの 

ヲ 法人であって、その役員のうちにイからルまでのいずれかに該当する者があるもの 

ワ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

（２）入管法又は労働関係法令など特定技能外国人の派遣就業に必要な措置を講じます。 
（３）法令上派遣先に求められる基準に適合しなくなったとき、行方不明者の発生などの労働者派遣契約の継続

が不可能となる事由が生じたとき、特定技能外国人又は派遣就業内容に関し重大な問題が生じたときには、
特定技能所属機関に報告します。 

（４）特定技能外国人からの苦情・相談内容について、特定技能所属機関に報告し、特定技能所属機関による支
援が円滑に行われるよう努めます。 

 
 

４ その他特記事項 

 

 
 
上記の記載内容は、事実と相違ありません。 
 
 
 

作成年月日            年    月    日 
 

                 派遣先の氏名又は名称                        

 

                 作成責任者 役職・氏名                       



参考様式第１－１６号                           
 

雇 用 の 経 緯 に 係 る 説 明 書 
 
特定技能外国人               との間で特定技能雇用契約を締結するに当たっての雇用

の経緯は以下のとおりです。 
 
１ 職業紹介事業者（国内） 
１ あっせんの有無 □ 有           □ 無 
２ 許可・届出受理番号 
（受理受付年月日） 

－   －      （  年  月  日） 

３ 職業紹介事業者の区分 □ 有料職業紹介事業者    □ 無料職業紹介事業者 

４ 職業紹介事業者の氏名  

５ 職業紹介事業者の住所 
（電話番号） 

〒   －    
 

（電話番号   －    －    ） 

６ 職業紹介事業者へ支払

った費用 

求職者 
（申請人） 

額       （         円） 

名目               として 

求人者 
（特定技能所属機関） 

額                 円 

名目               として 

（注意） 
１  １欄で無にチェックを付した場合には、２以下の欄の記載は不要とする。 
２ ２から５欄までは、厚生労働省職業安定局ホームページの「人材サービス総合サイト」を活用し、当該職業紹介事業者についての該当する

情報を記入すること。また、併せて当該情報が掲載されている画面の写しを添付すること。 
３ ６欄は、求職者及び求人者が職業紹介事業者に支払った額及び名目について記載すること。なお、求職者が日本円以外で費用を支払った場

合は、当該通貨で支払った額及び日本円に換算した額を記載すること。 
４ 職業紹介事業者との間で交わした契約書があれば、その写しを添付すること。 
 
２ 取次機関（国外）（１で有にチェックを付した場合のみ記載） 
１ 取次ぎの有無 □ 有           □無 

２ 氏名又は名称  

３ 所在国  

４ 所在地 
 
 

（電話番号   －    －    ） 

５ 取次機関へ支払った費   

 用 

求職者 
（申請人） 

額         （      円） 

名目              として 

求人者 
（特定技能所属機関） 

額         （      円） 

名目 として 



（注意） 
１ 取次機関とは、職業紹介事業者が求人者に求職者のあっせんを行うに際し、当該職業紹介事業主に対し求職者等に係る情報の取次ぎを行う

者をいう。 
２ １欄で無にチェックを付した場合には、２以下の欄の記載は不要とする。 
３ ５欄は、求職者及び求人者が取次機関に支払った額及び名目について記載すること。なお、求職者及び求人者が日本円以外で費用を支払っ

た場合は、当該通貨で支払った額及び日本円に換算した額を記載すること。 
４ 取次機関との間で交わした契約書があれば、その写しを添付すること。 
 
３ 事前ガイダンスの実施 
第１号特定技能外国人支援計画に定めるとおりに実施していることの有無 有 ・ 無 

 
以上の１から３までの内容について相違ありません。なお、求職者（申請人）が在留資格「特定技能」の活

動を行うことに関連して保証金、違約金の支払等の不適切な費用徴収がされていないことを本人から聞き取

るなどして確認しています。 
 

作成年月日：    年   月   日 
 

特定技能所属機関の氏名又は名称                       
 

作成責任者の氏名及び役職                       
 
４ 求職者（申請人）が自国等の機関に支払った費用 

（注意） 
１ 自国等の機関は、特段対象を限定するものではなく、特定技能雇用契約の申込みの取次ぎ又は活動の準備に関与した全ての機関をい

う。 
２ 支払金額については、現地通貨又は米ドルで記載し、括弧書きで日本円に換算した金額を記載すること。 
３ 名目については、申請人に示した名目どおりに記載すること。 
 
特定技能雇用契約の申込みの取次ぎ又は在留資格「特定技能」に係る活動の準備に関して、自国等

の機関に対し、上記の費用の額及び内訳について十分に理解した上で支払いました。また、上記の費

用以外の費用については、徴収されていません。 
 
 

申 請 人 の 署 名                                         

 支払先機関の名称 名目 支払年月日 支払金額 

１     年 月 日  
（     円）

２   年 月 日  
（     円）

３   年 月 日  
（     円）

４   年 月 日  
（     円）

５   年 月 日  
   （     円）

 
計     

（     円） 



参考様式第１－１７号

１ 号 特 定 技 能 外 国 人 支 援 計 画 書

月

作成日： 年

　２　　住　　　　　　所
（電話　　　　－　　　　　　－　　　　　）

〒 －

　２　　性　　　　別 男　　・　　女

月 日

日 　４　　国籍・地域年

Ⅰ
　
支
援
対
象
者

　１　　氏　　　　　　名 （ほか 名）

　３　　生　年　月　日

　３　　支援を行う事務所の所
　　 在地
　　　（２と異なる場合に記入）

〒 －
Ⅱ
　
特
定
技
能
所
属
機
関

　　　　　　（ふりがな）

　１　　氏名又は名称

　４　 支援業務を行う体制の
　　概要

名
支 援 を 行 っ て い る

1号特定技能外国人数 支援責任者及び支援担当者が、支援対象者と異なる部署の職員であるなど、当該対象者に対
する指揮命令権を有しない者であること、また、異なる部署であっても、当該対象者に指揮命令
をし得る立場にないこと

有 無名支 援 担 当 者 数

支援の中立性を確保していることの有無

（ふりがな）

氏　　　　名

（電話　　　　－　　　　　　－　　　　　）

役　　　職支 援 責 任 者



年 月 日登 －

・支援責任者が特定技能所属機関の役員の配偶者、２親等以内の親族、特定技能所属機関の
役員と社会生活において密接な関係にある者、過去５年以内に特定技能所属機関の役員又は
職員であった者ではないこと
・支援責任者及び支援担当者が登録支援機関の登録拒否事由に該当しないこと

1号特定技能外国人数

名

　７　　支援業務を行う体制の
　　 概要

（ふりがな）

氏　　　名

－

役　　職支 援 責 任 者

法
人
の
場
合

支 援 を 行 っ て い る

　６　　支援を行う事務所の所
　　 在地

〒 －

　　　　　　（ふりがな）

　３　　氏名又は名称

　　　　　　（ふりがな）

　５　　代表者の氏名

　２　　登録年月日

（電話　　　　－　　　　　　－　　　　　）

（電話　　　　－　　　　　　－　　　　　）

名

Ⅲ
　
登
録
支
援
機
関

　１　　登　録　番　号

　４　　住　　　　　　所

〒

支 援 担 当 者 数 無有

支援の適正性を確保していることの有無

　



＜支援内容ごとに異なる場合にはそれがわかるように
以下記載＞

＜支援内容ごとに異なる場合にはそれがわかるように
以下記載＞

　イ　実施言語 語 （支援担当者以外の者が通訳を担う場合）通訳者の所属・氏名

　ウ　実施予定時間 合計

□

時間

ｇ．入国する際の送迎に関する
支援の内容

ｉ．相談・苦情の対応に関する
内容

ｈ．住居の確保に関する支援の
内容

無

実施方法
（該当するもの全てにチェック）氏名

（役職）
住所

（委託を受けた場合のみ）

ａ．従事する業務の内容、報酬
の額その他の労働条件に関す
る事項

〒

□ その他（　　　　　　　　　　　　）

ｂ．本邦において行うことができ
る活動の内容

- □ 対面
□ テレビ電話装置

有・無

＜支援内容ご
とに異なる場
合にはそれが
わかるように以
下記載＞

＜支援内容ごとに異なる場合
にはそれがわかるように以下
記載＞

Ⅳ
　
支
援
内
容

1
　
事
前
ガ
イ
ダ
ン
ス
の
提
供

ア
　
情
報
提
供
内
容
等

支援内容 実施予定
委託の
有　無

支援担当者又は委託を受けた実施担当者

ｃ．入国に当たっての手続に関
する事項

ｅ．入国の準備に関し外国の機
関に支払った費用について、
当該費用の額及び内訳を十分
に理解して支払わなければな
らないこと

ｄ．保証金の徴収、契約の不履
行についての違約金契約等の
締結の禁止

ｆ．支援に要する費用を負担さ
せないこととしていること

　（自由記入） □ 有
有・無

ｊ．特定技能所属機関等の支援
担当者氏名及び連絡先

□ 無（　　　　　　　　）

□ 有（　　　　　　　　）



□ 無

　（自由記入） □ 有
有・無

〒 -

実施方法氏名
（役職）

住所
（委託を受けた場合のみ）

ａ．不動産仲介事業者や賃貸
物件の情報を提供し、必要に
応じて住宅確保に係る手続に
同行し、住居探しの補助を行
う。また、賃貸借契約の締結時
に連帯保証人が必要な場合
に、適当な連帯保証人がいな
いときは、支援対象者の連帯
保証人となる又は利用可能な
家賃債務保証業者を確保し自
らが緊急連絡先となる

有・無

〒 -

□ 有（　　　　　　　　）

□ 無（　　　　　　　　）

有・無

〒

□

支援担当者又は委託を受けた実施担当者

ｂ．自ら賃借人となって賃貸借
契約を締結した上で、１号特定
技能外国人の合意の下、住居
として提供する

-
□

ｃ．所有する社宅等を、１号特
定技能外国人の合意の下、当
該外国人に対して住居として
提供する

有・無

〒 -

□ 無（　　　　　　　　）

有（　　　　　　　　）

□ 無（　　　　　　　　）

有（　　　　　　　　）

有・無
〒

ｂ．出国予定空港等までの送迎及び
保安検査場入場までの出国手続の

補助

□ 有（契約終了後適宜実施）
有・無

〒

-

-

□ 送迎方法（　　　　　　　　　　　）
- □ 出国予定空港等

□ 送迎方法（　　　　　　　　　　　）
（ 空港/未定 ）

□ 出迎え空港等
（ 空港 ）

ａ．到着空港等での出迎え及び特定
技能所属機関又は住居までの送迎

□ 有（　　　　　　　　）
有・無

Ⅳ
　
支
援
内
容

（
続
き

）

２
　
出
入
国
す
る
際
の
送
迎

支援内容 実施予定
委託の
有　無

□ 無（　　　　　　　　）

３
　
適
切
な
住
居
の
確
保
に
係
る
支
援
・
生
活
に
必
要
な
契
約
に
係
る

支
援

ア
　
適
切
な
住
居
の
確
保
に
係
る
支
援

支援内容 実施予定
委託の
有　無

□ 無

□ 無（　　　　　　　　）

　（自由記入） □ 有

〒

支援担当者又は委託を受けた実施担当者
実施方法

（該当するもの全てにチェック）氏名
（役職）

住所
（委託を受けた場合のみ）



提供する宿泊施設の具体的な内容 □ 自己所有物件 □ 借上物件

（質問に応じる体制あり）

実施方法
（該当するもの全てにチェック）氏名

（役職）
住所

（委託を受けた場合のみ）

ａ．本邦での生活一般に関する
事項

〒

ｃ．相談・苦情の連絡先、申出
をすべき国又は地方公共団体
の機関の連絡先

　（自由記入） □ 有
有・無

〒

４
　
生
活
オ
リ
エ
ン
テ
ー

シ

ョ
ン
の
実
施

ア
　
情
報
提
供
内
容
等

支援内容 実施予定
委託の
有　無

支援担当者又は委託を受けた実施担当者

-

ｂ．法令の規定により外国人が
履行しなければならない国又
は地方公共団体の機関に対す
る届出その他の手続に関する
事項及び必要に応じて同行し
手続を補助すること

□ 有（　　　　　　　　）

□ 無（　　　　　　　　）

有・無

＜支援内容ご
とに異なる場
合にはそれが
わかるように以
下記載＞

＜支援内容ごとに異なる場合
にはそれがわかるように以下
記載＞

＜支援内容ごとに異なる場合にはそれがわかるように
以下記載＞

□ 手続に係る情報提供
□ 必要に応じて手続に同行
□ その他（　　　　　　　　　　　　）

-

□ 必要に応じて手続に同行
□ その他（　　　　　　　　　　　　）

□ 有（　　　　　　　　）
有・無

〒

□ 無（　　　　　　　　）

-

□ 無

実施方法
（該当するもの全てにチェック）氏名

（役職）
住所

（委託を受けた場合のみ）

ａ．銀行その他の金融機関にお
ける預金口座又は貯金口座の
開設の手続の補助

□ 有（　　　　　　　　）
有・無

〒 □ 手続に係る情報提供
□ 必要に応じて手続に同行

□ 無（　　　　　　　　） □ その他（　　　　　　　　　　　　）
□ 手続に係る情報提供

＜支援内容ごとに異なる場合にはそれがわかるように
以下記載＞

□ 対面

□ テレビ電話やＤＶＤ等の動画視聴等

イ
　
生
活
に
必
要
な
契
約
に
係
る
支
援

支援内容 実施予定
委託の
有　無

支援担当者又は委託を受けた実施担当者

-

ｂ．携帯電話の利用に関する契
約の手続の補助

ｃ．電気・水道・ガス等のライフ
ラインに関する手続の補助

□ 有（　　　　　　　　）
有・無

〒

□ 無（　　　　　　　　）

-

② 居住費として徴収する費用 １か月当たり　約

居室の広さ （同居人数計 人） ① 居住費の徴収の有無 □ 有 □

④
費用が実費に相当する額その他
の適正な額であることの説明

□ １人当たり4.5㎡以上を確保

円

③
寝室の広さ

Ⅳ
　
支
援
内
容

（
続
き

）

３
　
適
切
な
住
居
の
確
保
に
係
る
支
援
・
生
活
に
必
要
な
契
約
に
係
る

支
援

（
続
き

）

ア
　
適
切
な
住
居
の
確
保
に

係
る
支
援

（
続
き

）

ｄ　情報提供する又は住居とし
て提供する住居の概要（確保
予定の場合を含む）

□ 在留資格変更許可申請（又は在留資格認定証明書交付申請）の時点で確保しているもの

□ 在留資格変更許可申請（又は在留資格認定証明書交付申請）の後に確保するもの

無

□ １人当たり7.5㎡以上を確保



□ 無

　（自由記入） □ 有
有・無

〒

□ 有（　　　　　　　　）

□ 無（　　　　　　　　）

□ 無（　　　　　　　　）

-

〒

-

-

〒 -

５
　
日
本
語
学
習
の
機
会
の
提
供

支援内容 実施予定
委託の
有　無

支援担当者又は委託を受けた実施担当者
実施方法氏名

（役職）
住所

（委託を受けた場合のみ）

ａ．日本語教室や日本語教育機関に
関する入学案内の情報を提供し、必
要に応じて同行して入学の手続の
補助を行う

有・無

□ 有（　　　　　　　　）

□ 無（　　　　　　　　）

ｃ．１号特定技能外国人との合意の
下、日本語教師と契約して１号特定
技能外国人に日本語の講習の機会
を提供する

有・無

□ 有（　　　　　　　　）

ｂ．自主学習のための日本語学習教
材やオンラインの日本語講座に関す
る情報の提供し、必要に応じて日本
語学習教材の入手やオンラインの日
本語講座の利用契約手続の補助を
行う

有・無

〒

-

　イ　実施言語 語 （支援担当者以外の者が通訳を担う場合）通訳者の所属・氏名

　ウ　実施予定時間 合計 時間

Ⅳ
　
支
援
内
容

（
続
き

）

４
　
生
活
オ
リ
エ
ン
テ
ー

シ

ョ
ン
の
実
施

（
続
き

）

ア
　
情
報
提
供
内
容
等

（
続
き

）

ｄ．十分に理解することができる
言語により医療を受けることが
できる医療機関に関する事項

ｅ．防災・防犯に関する事項、
急病その他の緊急時における
対応に必要な事項

ｆ．出入国又は労働に関する法
令規定の違反を知ったときの
対応方法その他当該外国人の
法的保護に必要な事項

□ 無

　（自由記入） □ 有
有・無

〒



時　　　～　　　時 時　　　～　　　時 時　　　～　　　時

〒 －

語 （支援担当者以外の者が通訳を担う場合）通訳者の所属・氏名

□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

緊
急
時
対
応

 緊急時は、以下の方法により実施（該当するものを全てチェックすること。）

□ 直接面談

□ 電話（　　　　　　　－　　　　　　　－　　　　　　　　）

□ メール（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

イ
　
実
施
方
法

対
応
時
間

平日
月 火 水

土曜 時　　　～　　　時

日曜 時　　　～　　　時

祝日 時　　　～　　　時

相
談
方
法

 以下の方法により実施（該当するものを全てチェックすること。）

□ 直接面談

□ 電話（　　　　　　　－　　　　　　　－　　　　　　　　）

□ メール（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□

木 金

支援担当者又は委託を受けた実施担当者

氏名
（役職）

住所
（委託を受けた場合のみ）

ａ．相談又は苦情に対し、遅滞
なく十分に理解できる言語によ
り適切に対応し、必要な助言及
び指導を行う

〒 －

Ⅳ
　
支
援
内
容

（
続
き

）

６
　
相
談
又
は
苦
情
へ
の
対
応

ア
　
対
応
内
容
等

支援内容 実施予定
委託の
有　無

ｂ．必要に応じ、相談内容に対
応する関係行政機関を案内
し、同行する等必要な手続の
補助を行う

□ 無（　　　　　　　　）

□ 有（適宜実施　　）
有・無

　（自由記入） □ 有
有・無

□ 無

時　　　～　　　時 時　　　～　　　時

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　ウ　実施言語



実施方法氏名
（役職）

住所
（委託を受けた場合のみ）

実施方法
（該当するもの全てにチェック）

-

□ 無（　　　　　　　　）

８
　
非
自
発
的
離
職
時
の
転
職
支
援

支援内容 実施予定
委託の
有　無

支援担当者又は委託を受けた実施担当者

ｄ．職業紹介事業の許可又は届出を
受けて職業紹介を行うことができる
場合は、就職先の紹介あっせんを行
う

ｃ．１号特定技能外国人の希望条
件、技能水準、日本語能力等を踏ま
え、適切に職業相談・職業紹介が受
けられるよう又は円滑に就職活動が
行えるよう推薦状を作成する

〒 -

ａ．所属する業界団体や関連企業等
を通じて次の受入れ先に関する情
報を入手し提供する

□

氏名
（役職）

住所
（委託を受けた場合のみ）

□ 無（　　　　　　　　）

〒 -

-

ｅ．１号特定技能外国人が求職活動
をするために必要な有給休暇を付
与する

□ 有（　　　　　　　　）

□

□ 有（　　　　　　　　）

□ 無（　　　　　　　　）
有・無

□ 有（　　　　　　　　）

□ 無（　　　　　　　　）
有・無

□ 有（　　　　　　　　）

Ⅳ
　
支
援
内
容

（
続
き

）

７
　
日
本
人
と
の
交
流
促
進
に
係
る
支
援

支援内容 実施予定
委託の
有　無

支援担当者又は委託を受けた実施担当者

ｂ．日本の文化を理解するために必
要な情報として、就労又は生活する
地域の行事に関する案内を行うほ
か、必要に応じて同行し現地で説明
するなどの補助を行う

□ 有（　　　　　　　　）

□ 無（　　　　　　　　）

有・無

ｂ．公共職業安定所、その他の職業
安定機関等を案内し、必要に応じて
支援対象者に同行して次の受入れ
先を探す補助を行う

有・無

〒

有（　　　　　　　　）
有・無

〒

無（　　　　　　　　）

ａ．必要に応じ、地方公共団体やボ
ランティア団体等が主催する地域住
民との交流の場に関する情報の提
供や地域の自治会等の案内を行
い、各行事等への参加の手続の補
助を行うほか、必要に応じて同行し
て各行事の注意事項や実施方法を
説明するなどの補助を行う

〒 -

-

□ 無

　（自由記入） □ 有
有・無

〒



□ 無線や船舶電話（漁船漁業のみ）

-

※次の場合は対面で面談を実施
 ・ 面談対象者がオンライン面談に
　 同意していない
 ・ 面談対象者が対面の面談を希望

□ 対面

□ 対面とオンラインで実施

□ 有（認知次第実施）

※ｂ欄及び自由記入欄については、委託を受けた実施担当者も可

□ 無（　　　　　　　　）

有・無

支援内容 実施予定
委託の
有　無

支援責任者又は支援担当者

ｂ．再確認のため、生活オリエ
ンテーションにおいて提供した
情報について、改めて提供す
る

ｄ．資格外活動等の入管法違
反又は旅券及び在留カードの
取上げ等その他の問題の発生
を知ったときは、その旨を地方
出入国在留管理局に通報する

ｃ．労働基準法その他の労働に
関する法令の規定に違反して
いることを知ったときは、労働
基準監督署その他の関係行政
機関へ通報する

□ 無

□

９
　
定
期
的
な
面
談
の
実
施
・
行
政
機
関
へ
の
通
報

ア
　
面
談
内
容
等

　（自由記入）

ａ．１号特定技能外国人の労働
状況や生活状況を確認するた
め、当該外国人及びその監督
をする立場にある者それぞれと
定期的な面談（3か月に1回以
上）を実施する

無（　　　　　　　　）
有・無

〒

-　（自由記入） □ 有

ｇ．倒産等により、転職のための支援
が適切に実施できなくなることが見
込まれるときは、それに備え、当該機
関に代わって支援を行う者を確保す
る

〒
有・無

有（　　　　　　　　）

□ 無（　　　　　　　　）

実施方法
（該当するもの全てにチェック）

氏名
（役職）

住所
（委託を受けた場合のみ）

□ 有
有・無

〒

　イ　実施言語 語 （支援担当者以外の者が通訳を担う場合）通訳者の所属・氏名

□ 無

Ⅳ
　
支
援
内
容

（
続
き

）

８
　
非
自
発
的
離
職
時
の
転

職
支
援

（
続
き

）

ｆ．離職時に必要な行政手続につい
て情報を提供する

□ 有（　　　　　　　　）

-

□ 無（　　　　　　　　）

〒 -

□ 有（　　　　　　　　）

□

有・無



□

日

１ 号 特 定 技 能 外 国 人 の 署 名

本書面について、 語による翻訳文の交付を受け、その内容について説明を受け十分に理解しました。

年 月

Ⅴ

共
生
施
策
関
係

（注意）
１　Ⅰ欄は、支援対象者が複数名いる場合であって支援内容が同一の場合に限り、「１　氏名に「別紙の名簿のとおり」と記載し、Ⅰ欄の事項が記載された名簿（任意様式）を添付することとして差し支えない。ただし、申請を同時に行う場合
　に限る。
２　Ⅱ欄４は、特定技能所属機関自らが１号特定技能外国人支援計画を実施する場合のみ記載すること。
３　Ⅲ欄は、１号特定技能外国人支援計画の全部の実施を登録支援機関に委託する場合のみ記載すること。
４　Ⅳ欄１から９までの「実施予定」欄は、該当するものにチェックをし、実施予定が「有」の場合は実施時期を簡潔に記載し、「無」の場合は当該支援を実施しない理由について括弧内に記載すること。
５　Ⅳ欄１から９までの「委託の有無」欄は、特定技能所属機関が支援の一部を第三者に委託（登録支援機関に委託する場合を除く。）する場合にのみ「有」と記載し、特定技能所属機関が自ら支援を行う場合や登録支援機関に支援の全
部
　を委託する場合には「無」と記載すること。
６　Ⅳ欄１から８までの「支援担当者又は委託を受けた支援実施者」欄は、特定技能所属機関が自ら支援を行う場合や登録支援機関に支援の全部を委託する場合に選任することとされている支援担当者を支援項目ごとに氏名及び括弧
　内に役職を記載し、特定技能所属機関から委託の一部を受けた第三者が支援を実施する場合は支援の委託を受けた者の氏名及び所在地を記載すること。
　　なお、Ⅳ欄９の「支援責任者又は支援担当者」欄は、特定技能所属機関が自ら支援を行う場合や登録支援機関に支援の全部を委託する場合に選任することとされている支援責任者又は支援担当者の氏名及び括弧内に役職を記載
　すること。このうちｂ欄及び自由記入欄については同欄の支援を特定技能所属機関から委託の一部を受けた第三者が実施する場合は支援の委託を受けた者の氏名及び所在地を記載すること。
７　Ⅳ欄１から４まで及び９の「実施方法」欄は、該当するものにチェックをすること。「その他」にチェックする場合は、その実施方法について括弧内に記載すること。
８　Ⅳ欄３アｄ「居室の広さ」について、該当するものを括弧内のチェックボックスから選択すること。
　　②から④までは、①で有にチェックを付した場合にのみ記載すること。
　　③は、「自己所有物件」、「借上物件」のいずれかにチェックを付すこと。
　　④は、例えば以下のような観点から記載し、説明が適切にされなければならない
　　・　③が「自己所有物件」の場合：　実際に建設・改装等に要した費用、物件の耐用年数、入居する特定技能外国人の人数等を勘案して合理的であると説明可能な額
　　・　③が「借上物件」の場合：　借上げに要する賃料（管理費・共益費等を含み、敷金・礼金・保証金・仲介手数料は含まない。以下同じ。）を、入居する特定技能外国人の人数で除した額
９　Ⅳ欄６イの「対応時間」欄は、対応可能曜日についてその時間帯を記載すること。

上記の支援は、地方公共団体が実施する共生社会の実現のための施策を踏まえ、 適切に実施します。
また、本書面は支援対象者が十分に理解できる言語に翻訳し、支援対象者に交付するとともに、内容について十分に説明しました。

特定技能所属機関の氏名又は名称

作 成 責 任 者 の 氏 名

署 名 日

本計画の作成に当たり、地方公共団体が実施する共生社会の実現のための施策（共生施策）を確認しています。
共生施策を確認した地方公共団体（市区町村）名
　　・支援対象者が活動する事業所の所在地 （　　　　　都・道・府・県　　　　　市・区・町・村　）
　  　　 確認日：　　　　年　　　月　　　日　　確認方法：　□ ホームページ　 □ その他の方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　  　 備考：
     ・支援対象者の住居地
　　　□ 同上
　　　□ 異なる地方公共団体（　　　　　都・道・府・県　　　　　市・区・町・村　）
　　　　　確認日：  　　　年　　　月　　　日　　確認方法：　□ ホームページ　 □ その他の方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
           備考：

 また、Ⅳ欄９アａの定期的な面談を実施する方法について説明を受け、その内容を十分理解し、　□ 対面とオンラインの併用　 □ 対面のみ　で実施することを希望します。



参考様式第１－２０号                           

支 援 責 任 者 の 履 歴 書 

（ふりがな） 

①氏名 

 ②性別 男 ・ 女 

 ③生年月日   年  月  日生 

④学歴・職歴 

年 月 最終学歴・主たる職歴 

   

   

   

   

   

   

   

   

⑤資格・免許  

 

 

 

 上記の記載内容は、事実と相違ありません。 

          年    月    日  作成 

                      支援責任者の氏名                  



参考様式第１－２２号                           

支 援 担 当 者 の 履 歴 書 

（ふりがな） 

①氏名 

 ②性別 男 ・ 女 

 ③生年月日   年  月  日生 

④学歴・職歴 

年 月 最終学歴・主たる職歴 

   

   

   

   

   

   

   

   

⑤資格・免許  

 

 

 

 上記の記載内容は、事実と相違ありません。 

          年    月    日  作成 

                      支援担当者の氏名                  



参考様式第１－２３号 
 

特定技能所属機関の役員に関する誓約書 

 

 特定技能所属機関の役員のうち、下表に掲げる者は、特定技能外国人の受入れ業務の執行に直

接的に関与する役員ではありません。 

（ふりがな） 

役員の氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、当該役員について、次表に掲げる出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号）

第２条の５の規定に基づき、特定技能雇用契約及び１号特定技能外国人支援計画の基準等を定

める省令（平成３１年法務省令第５号）第２条第１項第４号に定められている欠格事由に該当す

る者ではないことを確認しました。当該役員に対して、今後、欠格事由に該当するに至ったとき

は、直ちに出入国在留管理庁に申告するとともに、役員の地位を退く必要があることを説明して

います。 

 
          年    月   日  作成 

 

            特定技能所属機関の氏名又は名称               

            作 成 責 任 者 役職・氏名               



○ 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）第２条の５の規定に基づき、特定技能雇用契約及
び１号特定技能外国人支援計画の基準等を定める省令（平成３１年法務省令第５号）（抄） 
（特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機関の基準） 

第２条第１項第４号 
４ 次のいずれにも該当しないこと。 

イ 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して５
年を経過しない者 

ロ 次に掲げる規定又はこれらの規定に基づく命令の規定により、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、
又は執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過しない者 
⑴ 労働基準法第１１７条（船員職業安定法第８９条第１項又は労働者派遣法第４４条第１項の規定によ
り適用される場合を含む。）、第１１８条第１項（労働基準法第６条及び第５６条の規定に係る部分に
限る。）、第１１９条（同法第１６条、第１７条、第１８条第１項及び第３７条の規定に係る部分に限
る。）及び第１２０条（同法第１８条第７項及び第２３条から第２７条までの規定に係る部分に限る。）
の規定並びにこれらの規定に係る同法第１２１条の規定 

⑵ 船員法（昭和２２年法律第１００号）第１２９条（同法第８５条第１項の規定に係る部分に限る。）、
第１３０条（同法第３３条、第３４条第１項、第３５条、第４５条及び第６６条（同法第８８条の２の
２第４項及び第５項並びに第８８条の３第４項において準用する場合を含む。）の規定に係る部分に限
る。）及び第１３１条（第１号（同法第５３条第１項及び第２項、第５４条、第５６条並びに第５８条
第１項の規定に係る部分に限る。）及び第３号に係る部分に限る。）の規定並びにこれらの規定に係る
同法第１３５条第１項の規定（これらの規定が船員職業安定法第９２条第１項の規定により適用される
場合を含む。） 

⑶ 職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）第６３条、第６４条、第６５条（第１号を除く。）及び第
６６条の規定並びにこれらの規定に係る同法第６７条の規定 

⑷ 船員職業安定法第１１１条から第１１５条までの規定 
⑸ 法第７１条の３、第７１条の４、第７３条の２、第７３条の４から第７４条の６の３まで、第７４条
の８及び第７６条の２の規定 

⑹ 最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）第４０条の規定及び同条の規定に係る同法第４２条の規定 
⑺ 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和４１年
法律第１３２号）第４０条第１項（第２号に係る部分に限る。）の規定及び当該規定に係る同条第２項
の規定 

⑻ 建設労働者の雇用の改善等に関する法律（昭和５１年法律第３３号）第４９条、第５０条及び第５１
条（第２号及び第３号を除く。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第５２条の規定 

⑼ 賃金の支払の確保等に関する法律（昭和５１年法律第３４号）第１８条の規定及び同条の規定に係る
同法第２０条の規定 

⑽ 労働者派遣法第５８条から第６２条までの規定 
⑾ 港湾労働法（昭和６３年法律第４０号）第４８条、第４９条（第１号を除く。）及び第５１条（第２
号及び第３号に係る部分に限る。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第５２条の規定 

⑿ 中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関す
る法律（平成３年法律第５７号）第１９条、第２０条及び第２１条（第３号を除く。）の規定並びにこ
れらの規定に係る同法第２２条の規定 

⒀ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号）
第６２条から第６５条までの規定 

⒁ 林業労働力の確保の促進に関する法律（平成８年法律第４５号）第３２条、第３３条及び第３４条（第
３号を除く。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第３５条の規定 

⒂ 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成２８年法律第８９号。以下
「技能実習法」という。）第１０８条、第１０９条、第１１０条（同法第４４条の規定に係る部分に限
る。）、第１１１条（第１号を除く。）及び第１１２条（第１号（同法第３５条第１項の規定に係る部
分に限る。）及び第６号から第１１号までに係る部分に限る。）の規定並びにこれらの規定に係る同法
第１１３条の規定 

⒃ 労働者派遣法第４４条第４項の規定により適用される労働基準法第１１８条、第１１９条及び第１２
１条の規定、船員職業安定法第８９条第７項の規定により適用される船員法第１２９条から第１３１条
までの規定並びに労働者派遣法第４５条第７項の規定により適用される労働安全衛生法（昭和４７年法
律第５７号）第１１９条及び第１２２条の規定 

ハ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）の規定（同法第５０条（第
２号に係る部分に限る。）及び第５２条の規定を除く。）により、又は刑法（明治４０年法律第４５号）
第２０４条、第２０６条、第２０８条、第２０８条の２、第２２２条若しくは第２４７条の罪若しくは暴
力行為等処罰に関する法律（大正１５年法律第６０号）の罪を犯したことにより、罰金の刑に処せられ、
その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過しない者 

ニ 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第２０８条、第２１３条の２若しくは第２１４条第１項、船員
保険法（昭和１４年法律第７３号）第１５６条、第１５９条若しくは第１６０条第１項、労働者災害補償
保険法（昭和２２年法律第５０号）第５１条前段若しくは第５４条第１項（同法第５１条前段の規定に係
る部分に限る。）、厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第１０２条、第１０３条の２若しくは



 

第１０４条第１項（同法第１０２条又は第１０３条の２の規定に係る部分に限る。）、労働保険の保険料
の徴収等に関する法律（昭和４４年法律第８４号）第４６条前段若しくは第４８条第１項（同法第４６条
前段の規定に係る部分に限る。）又は雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第８３条若しくは第８６
条（同法第８３条の規定に係る部分に限る。）の規定により、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、
又は執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過しない者 

ホ 精神の機能の障害により特定技能雇用契約の履行を適正に行うに当たっての必要な認知、判断及び意思
疎通を適切に行うことができない者 

ヘ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
ト 技能実習法第１６条第１項の規定により実習認定を取り消され、当該取消しの日から起算して５年を経

過しない者 
チ 技能実習法第１６条第１項の規定により実習認定を取り消された者が法人である場合（同項第３号の規

定により実習認定を取り消された場合については、当該法人がロ又はニに規定する者に該当することとな
ったことによる場合に限る。）において、当該取消しの処分を受ける原因となった事項が発生した当時現
に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問そ
の他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこ
れらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。ヲにおいて同じ。）であった者
で、当該取消しの日から起算して５年を経過しないもの 

リ 特定技能雇用契約の締結の日前５年以内又はその締結の日以後に、次に掲げる行為その他の出入国又は
労働に関する法令に関し不正又は著しく不当な行為をした者 
⑴ 外国人に対して暴行し、脅迫し又は監禁する行為 
⑵ 外国人の旅券又は在留カードを取り上げる行為 
⑶ 外国人に支給する手当又は報酬の一部又は全部を支払わない行為 
⑷ 外国人の外出その他私生活の自由を不当に制限する行為 
⑸ ⑴から⑷までに掲げるもののほか、外国人の人権を著しく侵害する行為 
⑹ 外国人に係る出入国又は労働に関する法令に関して行われた不正又は著しく不当な行為に関する事
実を隠蔽する目的又はその事業活動に関し外国人に法第３章第１節若しくは第２節の規定による証明
書の交付、上陸許可の証印若しくは許可、同章第４節の規定による上陸の許可若しくは法第４章第１節
若しくは第２節若しくは第５章第３節の２の規定による許可を受けさせる目的で、偽造若しくは変造さ
れた文書若しくは図画若しくは虚偽の文書若しくは図画を行使し、又は提供する行為 

⑺ 特定技能雇用契約に基づく当該外国人の本邦における活動に関連して、保証金の徴収若しくは財産の
管理又は当該特定技能雇用契約の不履行に係る違約金を定める契約その他不当に金銭その他の財産の
移転を予定する契約を締結する行為 

⑻ 外国人若しくはその配偶者、直系若しくは同居の親族その他当該外国人と社会生活において密接な関
係を有する者との間で、特定技能雇用契約に基づく当該外国人の本邦における活動に関連して、保証金
の徴収その他名目のいかんを問わず金銭その他の財産の管理をする者若しくは当該特定技能雇用契約
の不履行について違約金を定める契約その他の不当に金銭その他の財産の移転を予定する契約を締結
した者又はこれらの行為をしようとする者からの紹介を受けて、当該外国人と当該特定技能雇用契約を
締結する行為 

⑼ 法第１９条の１８の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をする行為 
⑽ 法第１９条の２０第１項の規定による報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示をせず、若しくは虚
偽の報告若しくは虚偽の帳簿書類の提出若しくは提示をし、又は同項の規定による質問に対して答弁を
せず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避する行為 

⑾ 法第１９条の２１第１項の規定による処分に違反する行為 
ヌ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」

という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。） 
ル 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者であって、その法定代理人がイからヌまで又は

ヲのいずれかに該当するもの 
ヲ 法人であって、その役員のうちにイからルまでのいずれかに該当する者があるもの 
ワ （略） 



参考様式第１－２５号 

 

登録支援機関との支援委託契約に関する説明書 

 

 登録支援機関との１号特定技能外国人支援計画の全部の委託契約の概要は下記

のとおりです。 

記 

１ 申請人（支援対象者）  

２ 
契約の相手方（登録支援

機関） 
 （  登－     ） 

３ 契約年月日 年   月   日 

４ 
委託する支援業務（１号

特定技能外国人支援計

画の全部であること） 
該当 ・ 非該当 

５ 
委託料（１名当たりの月

額） 
 

６ 契約期間   年  月  日から    年  月  日まで 

（注意） 

１ 項番１に関し、複数の申請人（同時申請に限る。）について、全ての項目の内容が同一の場合には「別紙のと
おり」として別紙を添付して差し支えない。 

２ 項番２に関し、登録支援機関登録簿に登録された氏名又は名称を記載すること。 

 
 

年     月     日 

 

 

特定技能所属機関の氏名又は名称 

 

 

作成責任者  役職・氏名                          



参考様式第１－２６号 

公的義務履行に関する誓約書 

 

 

私は、下記の理由から、今回の在留申請において、速やかに納税義務や社会保

険制度上の義務を履行することができません。 

ついては、今般、地方出入国在留管理局から指導を受けた納税義務や社会保険

制度上の義務について、所轄官庁と相談の上速やかに履行します。 

なお、次回、在留期間更新許可申請時までに義務を履行しなかった場合には、

在留期間の更新が許可されないこととなることも理解しました。 

記 

【速やかに納税義務や社会保険制度上の義務を履行することができない理由】 

□ 現在、納付緩和措置（換価の猶予、納税（納付）の猶予又は納付受託等）又

は社会保険料の納付免除措置の申請中であるため。 

□ 上記以外にやむを得ない理由がある場合は、以下に具体的な理由を記載。 

 

 

 

 

（注意） 

納税義務や社会保険制度上の義務を履行することができない理由として、納付緩和措置（換価の猶予、納税

（納付）の猶予又は納付受託等）又は社会保険料の納付免除措置の申請中であることのほか、やむを得ない理

由がある場合はその理由を具体的に記載すること。 

 

          年     月     日 
 

                署 名                   



参考様式第１－２７号                             

公的義務履行に関する説明書 

 

第１ 労働関係法令の遵守 

労働保険料（適用事業所のみ） 

第２ 社会保険関係法令の遵守 

１ 健康保険・厚生年金保険の適用事業所の場合 

健康保険・厚生年金保険料 

２ 健康保険・厚生年金保険の適用事業所の場合ではない場合 

（１）事業主の国民健康保険料 

（２）事業主の国民年金保険料 

第３ 租税関係の法令遵守 

１ 法人の場合 

（１）国税（源泉所得税及び復興特別所得税、法人税、消費税及び地方消費税） 

（２）地方税（法人住民税） 

２ 個人事業主の場合 

（１）国税（源泉所得税及び復興特別所得税、消費税及び地方消費税、相続税、
贈与税） 

（２）地方税（個人住民税） 

以上のいずれについても、滞納はありません。 

なお、地方出入国在留管理局から、納付したことの証明を求められた場合には指
導に従って関係書類を提出します。 

また、以上の説明が虚偽であった場合には、入管法令に関し不正又は著しい不当
な行為をしたものとして５年間の受入れができないこととなることも理解してい
ます。 

年   月   日 

 

特定技能所属機関名                 



参考様式第１－２８号                        

          

 

新型コロナウイルス感染症の影響に関する申立書 

 

 

私は、在留資格「特定技能１号」で日本に在留していた際、再入国許可によ

る出国（みなし再入国許可による出国を含む。）をしたものの、新型コロナウ

イルス感染症の影響により再入国できなかった期間があります。 

下記１から２までの期間について、「特定技能１号」の通算在留期間に関す

る取扱いにおいて配慮願いたく申し立てます。 

記 

１ 再入国許可による出国日     年   月   日 

２ その直後の入国日（注） 年   月   日 

（注）再入国許可による入国日又は新規入国日のいずれか早い日 

 

年   月   日 

 

申請人署名 



参考様式第１－２９号                             

 

 

書類省略に当たっての誓約書 
 

 

今般の申請にあたり、以下の事項を含め、出入国管理及び難民認定法令に適合し

ていることを、誓約します。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反した場合に

は、出入国管理及び難民認定法令に関し不正又は著しい不当な行為をしたものとし

て５年間の受入れができないこととなることも理解しています。 

 

１ 申請書（所属機関作成用）で申告した事項及びその他提出書類の内容に虚偽で

なく、以下のいずれにも滞納がないこと 

（１）労働関係法令の遵守 

労働保険料（適用事業所のみ） 

（２）社会保険関係法令の遵守 

ア 健康保険・厚生年金保険の適用事業所の場合 

健康保険・厚生年金保険料 

イ 健康保険・厚生年金保険の適用事業所の場合ではない場合 

（ア）事業主の国民健康保険料 

（イ）事業主の国民年金保険料 

（３）租税関係の法令遵守 

ア 法人の場合 

（ア）国税（源泉所得税及び復興特別所得税、法人税、消費税及び地方消費税） 

（イ）地方税（法人住民税） 

イ 個人事業主の場合 

（ア）国税（源泉所得税及び復興特別所得税、消費税及び地方消費税、相続税、

贈与税） 

（イ）地方税（個人住民税） 

２ 特定技能外国人の受入れ後は、出入国管理及び難民認定法第１９条の１８第２

項第１号又は第３号の規定に基づき、事実に即した内容を適正に届け出ること 

３ 出入国在留管理局が行う、関係書類の提出指導、事情聴取、実地調査等の調査

に応じること 

 

年   月   日 

 

特定技能所属機関名                   



参考様式第２－１号                              

 

登 録 支 援 機 関 誓 約 書 
 
 
 わたしは、出入国管理及び難民認定法第１９条の２６第１項各号に規定する登録拒否事由のいずれにも該
当しないことを誓約します。 
 

【参考】 
○ 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）（抄） 
（登録の拒否） 
第１９条の２６ 出入国在留管理庁長官は、第１９条の２３第１項の登録を受けようとする者が次の各号の

いずれかに該当するとき、又は第１９条の２４第１項の申請書若しくはその添付書類のうちに重要な事項
について虚偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載が欠けているときは、その登録を拒否しなければ
ならない。 
１ 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から起算して
５年を経過しない者 

２ 出入国管理及び難民認定法若しくは外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する
法律（平成２８年法律第８９号。以下「技能実習法」という。）の規定その他出入国若しくは労働に関
する法律の規定（第４号に規定する規定を除く。）であつて政令で定めるもの又はこれらの規定に基づ
く命令の規定により、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日
から起算して５年を経過しない者 

３ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）の規定（同法第５０条（第
２号に係る部分に限る。）及び第５２条の規定を除く。）により、又は刑法第２０４条、第２０６条、第
２０８条、第２０８条の２、第２２２条若しくは第２４７条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律
の罪を犯したことにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつ
た日から起算して５年を経過しない者 

４ 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第２０８条、第２１３条の２若しくは第２１４条第１項、船
員保険法（昭和１４年法律第７３号）第１５６条、第１５９条若しくは第１６０条第１項、労働者災害
補償保険法（昭和２２年法律第５０号）第５１条前段若しくは第５４条第１項（同法第５１条前段の規
定に係る部分に限る。）、厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第１０２条、第１０３条の２若
しくは第１０４条第１項（同法第１０２条又は第１０３条の２の規定に係る部分に限る。）、労働保険の
保険料の徴収等に関する法律（昭和４４年法律第８４号）第４６条前段若しくは第４８条第１項（同法
第４６条前段の規定に係る部分に限る。）又は雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第８３条若し
くは第８６条（同法第８３条の規定に係る部分に限る。）の規定により、罰金の刑に処せられ、その執
行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から起算して５年を経過しない者 

５ 心身の故障により支援業務を適正に行うことができない者として法務省令で定めるもの 
６ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
７ 第１９条の３２第１項の規定により第１９条の２３第１項の登録を取り消され、当該取消しの日から
起算して５年を経過しない者 

８ 第１９条の３２第１項の規定により第１９条の２３第１項の登録を取り消された者が法人である場
合において、当該取消しの処分を受ける原因となつた事項が発生した当時現に当該法人の役員（業務を
執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有す
る者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等
以上の支配力を有するものと認められる者を含む。第１２号において同じ。）であつた者で、当該取消
しの日から起算して５年を経過しないもの 

９ 第１９条の２３第１項の登録の申請の日前５年以内に出入国又は労働に関する法令に関し不正又は
著しく不当な行為をした者 

10 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号にお
いて「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなつた日から５年を経過しない者（第１３号において
「暴力団員等」という。） 

11 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者であつて、その法定代理人が前各号又は次号
のいずれかに該当するもの 

12 法人であつて、その役員のうちに前各号のいずれかに該当する者があるもの 
13 暴力団員等がその事業活動を支配する者 
14 支援業務を的確に遂行するための必要な体制が整備されていない者として法務省令で定めるもの 

（心身の故障により支援業務を適正に行うことができない者） 
法施行規則第１９条の２０ 
 法第１９条の２６第１項第５号の法務省令で定める者は、精神の機能の障害により支援業務を適正に行う
に当たつての必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者とする。 
（支援業務を的確に遂行するための必要な体制が整備されていない者） 
法施行規則第１９条の２１ 
 法第１９条の２６第１項第１４号の法務省令で定める者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

１ 過去１年間に、登録支援機関になろうとする者において、その者の責めに帰すべき事由により外国人



の行方不明者を発生させている者 
２ 登録支援機関になろうとする者において、役員又は職員の中から、支援責任者及び支援業務を行う事
務所ごとに１名以上の支援担当者（支援責任者が兼ねることができる。）が選任されていない者 

３ 次のいずれにも該当しない者 
イ 登録支援機関になろうとする者が、過去２年間に法別表第１の１の表、２の表及び５の表の上欄の
在留資格（収入を伴う事業を運営する活動又は報酬を受ける活動を行うことができる在留資格に限
る。ハにおいて同じ。）をもつて在留する中長期在留者の受入れ又は管理を適正に行つた実績がある
者であること 

ロ 登録支援機関になろうとする者が、過去２年間に報酬を得る目的で業として本邦に在留する外国人
に関する各種の相談業務に従事した経験を有する者であること 

ハ 登録支援機関になろうとする者において選任された支援責任者及び支援担当者が、過去５年間に２
年以上法別表第１の１の表、２の表及び５の表の上欄の在留資格をもつて在留する中長期在留者の生
活相談業務に従事した一定の経験を有する者であること 

ニ イからハまでに掲げるもののほか、登録支援機関になろうとする者が、これらの者と同程度に支援
業務を適正に実施することができる者として出入国在留管理庁長官が認めるものであること 

４ 情報提供及び相談対応に関し次のいずれかに該当する者 
イ 適合１号特定技能外国人支援計画に基づき情報提供すべき事項について、特定技能外国人が十分に
理解することができる言語により適切に情報提供する体制を有していない者 

ロ 特定技能外国人からの相談に係る対応について、担当の職員を確保し、特定技能外国人が十分に理
解することができる言語により適切に対応する体制を有していない者 

ハ 支援責任者又は支援担当者が特定技能外国人及びその監督をする立場にある者と定期的な面談を
実施することができる体制を有していない者 

５ 支援業務の実施状況に係る文書を作成し、当該支援業務を行う事務所に、当該支援業務に係る支援の
対象である特定技能外国人が締結した特定技能雇用契約の終了の日から１年以上備えて置くこととし
ていない者 

６ 支援責任者又は支援担当者が次のいずれか（支援担当者にあつてはイに限る。）に該当する者 
イ 法第１９条の２６第１項第１号から第１１号までのいずれかに該当する者 
ロ 特定技能所属機関の役員の配偶者、２親等内の親族その他特定技能所属機関の役員と社会生活にお
いて密接な関係を有する者であるにもかかわらず、当該特定技能所属機関から委託を受けた支援業務
に係る支援責任者となろうとする者 

ハ 過去５年間に特定技能所属機関の役員又は職員であつた者であるにもかかわらず、当該特定技能所
属機関から委託を受けた支援業務に係る支援責任者となろうとする者 

７ １号特定技能外国人支援に要する費用について、直接又は間接に当該外国人に負担させることとして
いる者 

８ 法第２条の５第５項の契約を締結するに当たり、特定技能所属機関に対し、支援業務に要する費用の
額及びその内訳を示すこととしていない者 

 

 

                 作 成 年 月 日        年   月   日 

 

申 請 者 の 氏 名 又 は 名 称                  

 

                  作 成 者 の 役 職 ・ 氏 名                  



参考様式第２－２－１号                            

登 録 支 援 機 関 概 要 書（ 登 録 用 ） 

１ 登録支援機関の概要 

（１）法 人 番 号              

（２）機 関 の 類 型 

□ 個人  
 □ 弁護士 □ 司法書士 □ 社会保険労務士 □ 行政書士 
 □ その他（       ） 
 
□ 法人 
 □ 株式会社       □ 商工会議所又は商工会  
□ 中小企業事業協同組合 □ 農業協同組合     □ 漁業協同組合     
□ 公益財団法人     □ 公益社団法人     □ 一般財団法人     
□ 一般社団法人     □ ＮＰＯ法人      □ 弁護士法人      
□ 行政書士法人     □ その他（       ）  

（ふ り が な） 

（３）氏 名 又 は 名 称 

 

 

（英 語 表 記）  

（４）住 所 

（本店又は主たる事務所） 

〒   －      
 

（電話番号    －    －    ） 

（英 語 表 記）  

（ふ り が な） 

（５）代 表 者 氏 名 

 

 

（英 語 表 記）  

（ふ り が な） 

（６）役 員 氏 名 

① 

 

役 職  
 

② 

 

役 職  
 

③ 

 

役 職  
 

④ 

 

役 職  
 

⑤ 

 

役 職  
 

⑥ 

 

役 職  
 

（ふ り が な） 

（７）支援責任者氏名 

 

役 職  
 



（８）常 勤 職 員 数 合計     人 

（９）監理団体許可番号 許 

（注意） 
１ （１）及び（６）欄は、申請者が法人である場合に記載すること。 
２ （２）欄は、該当する機関の類型について、該当するものにチェックマークを付すこと。 

３ （３）、（４）及び（５）欄は、英語表記を必ず記載すること。 
４ （６）欄は、全ての役員について記載すること。登記されている者のみに限定せず，法令上の役員全てを記載すること。なお、記入欄が足

りない場合は、「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付することとして差し支えない。 

５ （７）欄は、支援責任者を複数名選任している場合は、「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付することとして差し支えない。 
６ （９）欄は、技能実習制度における監理団体の許可を受けている場合に記載すること。 

 
２ 支援業務を行う事務所の概要 

（１） 

（ふりがな） 

名     称 
 

 

 

（英 語 表 記）  

所 在 地 
〒   － 
 

（電話番号    －    －    ） 

（英 語 表 記）  

職員数 
常勤 計  名（うち、支援業務の実務に従事する者 計  名） 

非常勤 計  名（うち、支援業務の実務に従事する者 計  名） 

（ふりがな） 

支援担当者氏名 

 

役 職  
 

（２） 

（ふりがな） 

名     称 

 

 

（英 語 表 記）  

所 在 地 
〒   － 
 

（電話番号    －    －    ） 

（英 語 表 記）  

職員数 
常勤 計  名（うち、支援業務の実務に従事する者 計  名） 

非常勤 計  名（うち、支援業務の実務に従事する者 計  名） 

（ふりがな） 

支援担当者氏名 

 

役 職  
 

（注意） 
１ 支援業務を行う事務所が３つ以上ある場合は、「名称」の欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付することとして差し支えない。 
２ 支援担当者を複数名選任する場合は、「支援担当者氏名」の欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付することとして差し支えない。 

  



３ 登録支援機関及び役職員の実績等（次の（１）から（４）のいずれかにチェックマークを付し、太枠

内を記載すること。複数にチェックマークを付すことも可。） 

(１) 

□ 

過去２年間に中
長期在留者（注）
の受入れ又は管
理を適正に行っ
た実績があるこ
と 

受入れ・管理人数 受入れ期間中の法令遵守 

         名     
□ 法令遵守 

□ 法令違反・行政指導あり 

添付書類 

※以下の添付書類を提出すること。 

 ただし、監理団体として実習監理を行っている場合は、添付書類の提出不要。 

□ 受け入れた中長期在留者リスト（参考様式第２－２－３号） 

（注意） 

１ 「中長期在留者」とは、入管法別表第１の１の表、２の表及び５の表（就労資格に限る）の上欄の在留資格を有する者をいう。 
２ 「適正に行った」とは、入管法、技能実習法、労働基準法など出入国又は労働に関する法令の規定に違反したことにより、①刑に処せら

れたこと、②行政処分を受けたことのほか、③技能実習法上の改善命令又は改善勧告を受けていないことをいう。適正に行っている場合

は「法令遵守」欄に、適正に行っていない場合は「法令違反・行政指導あり」欄にチェックマークを付すこと。 

 

(２) 

□ 

過去２年間に報
酬を得る目的で
業として在留外
国人に関する各
種の相談業務に
従事した経験が
あること 

各種の相談業務の内容（具体的に記載すること。） 

 

添付書類 

※以下の添付書類を全て提出すること。 

□ 士業者やこれらの者で構成される法人であることを証する書類 

□ 在留外国人の各種の相談業務に係る契約書及びその契約に基づき報酬

を受けたことを証する書類 

（注意）業務として、報酬を得て行った在留外国人に関する相談業務の経験について記載すること。 

 

(３) 

□ 

支援責任者及
び支援担当者
に過去５年間
に２年以上の
中長期在留者
（注）の生活相
談業務に従事
した一定の経
験があること 

生活相談業務の内容 

支援 

責任者 

生活相談 

業務期間 
年  月  日～    年  月  日 

生活相談 

業務に従事 

した機関 

機関名称： 

所 在 地： 

生活相談 

業務内容 

※以下いずれか１つ以上にチェックマークを付すこと。 

□ 生活に必要な契約に係る支援に関するもの 

□ 生活オリエンテーションに関するもの 

□ 定期的な面談に関するもの 

□ その他（                   ） 

報酬の有無 □ 有  □ 無 

添
付
書
類 

※以下の添付書類を提出すること。 

必
須 

□ 生活相談業務を行った中長期在留者リスト 

（参考様式第２－２－４号） 

い
ず
れ
か 

※生活相談の対象者の所属機関が同一の場合 

□ 当該機関で生活相談業務に従事したこと及びその期間を証す

る書類 

※生活相談の対象者の所属機関が同一でない場合 

□ 対象者の生活相談業務に係る契約書及びその契約に基づき報

酬を受けたことを証する書類 

□ その他（                   ） 



 

 
支援 

担当者 

生活相談 

業務期間 
年  月  日～    年  月  日 

生活相談 

業務に従事 

した機関 

機関名称： 

所 在 地： 

生活相談 

業務内容 

※以下いずれか１つ以上にチェックマークを付すこと。 

□ 生活に必要な契約に係る支援に関するもの 

□ 生活オリエンテーションに関するもの 

□ 定期的な面談に関するもの 

□ その他（                   ） 

報酬の有無 □ 有  □ 無 

添
付
書
類 

※以下の添付書類を提出すること。 

必
須 

□ 生活相談業務を行った中長期在留者リスト 

（参考様式第２－２－４号） 

い
ず
れ
か 

※生活相談の対象者の所属機関が同一の場合 

□ 当該機関で生活相談業務に従事したこと及びその期間を証す

る書類 

※生活相談の対象者の所属機関が同一でない場合 

□ 対象者の生活相談業務に係る契約書及びその契約に基づき報

酬を受けたことを証する書類 

□ その他（                   ） 

（注意） 

１ 「中長期在留者」とは、入管法別表第１の１の表、２の表及び５の表（就労資格に限る）の上欄の在留資格を有する者をいう。 
２ 支援責任者及び支援担当者が過去５年間に２年以上中長期在留者の生活相談業務に従事した経験について記載すること。 
３ 複数の支援責任者又は支援担当者が選任されている場合は、最低でも各１名以上の経験について記載すること。 

 

(４) 

□ 

（１）から（３）
までに掲げるも
ののほか、これ
らの者と同程度
に支援業務を適
正に実施するこ
とができること 

添付書類 

※以下の添付書類を全て提出すること。 

□ 法施行規則第１９条の２１第３号ニに 

該当することの説明書（任意様式） 

□ 法施行規則第１９条の２１第３号ニに 

該当することの説明書に係る立証資料 

過去５年間に労働基準監督署
から是正勧告を受けたことの
有無 

□ 是正勧告あり 

□ 是正勧告なし 

（注意）（１）から（３）までのいずれにも該当しない場合にチェックマークを付すこと。また、過去５年間に労働基準監督署から是正勧告を
受けたことの有無について、是正勧告を受けた場合は「是正勧告あり」欄に、是正勧告を受けていない場合は「是正勧告なし」にチェ

ックマークを付すこと。 

  



 

４ 過去１年間における行方不明者の発生状況（行方不明者数／在籍者総数） 

（１）雇用した特定技能

外国人 

□ 有 

□ 無 

※「有」の場合に記載 

名 ／    名 

うち責めに帰すべき事

由による行方不明 

□ 該当あり 

□ 該当なし 

（２）支援を行った１号

特定技能外国人 

□ 有 

□ 無 

※「有」の場合に記載 

名 ／    名 

うち責めに帰すべき事

由による行方不明 

□ 該当あり 

□ 該当なし 

（３）実習監理又は雇用し
た技能実習生 

□ 有 

□ 無 

※「有」の場合に記載 

名 ／    名 

うち責めに帰すべき事

由による行方不明 

□ 該当あり 

□ 該当なし 

（注意） 
１ （１）欄は、雇用した特定技能外国人がいない場合は「無」にチェックマークを付すこと。雇用した特定技能外国人がいる場合は「有」

にチェックマークを付し、その行方不明者数及び在籍者総数を記載すること。また、当該行方不明者の発生が、申請者の責めに帰すべき事
由によるものである場合は「該当あり」にチェックマークを付し、責めに帰すべき事由によらない場合は「該当なし」にチェックマークを
付すこと。 

２ （２）欄は、支援を行った１号特定技能外国人がいない場合は「無」にチェックマークを付すこと。支援を行った１号特定技能外国人が
いる場合は「有」にチェックマークを付し、その行方不明者数及び在籍者総数を記載すること。また、当該行方不明者の発生が、申請者の
責めに帰すべき事由によるものである場合は「該当あり」にチェックマークを付し、責めに帰すべき事由によらない場合は「該当なし」に

チェックマークを付すこと。 
３ （３）欄は、実習監理を行った又は雇用した技能実習生がいない場合は「無」にチェックマークを付すこと。実習監理を行った又は雇用

した技能実習生がいる場合は「有」にチェックマークを付し、その行方不明者数及び在籍者総数を記載すること。また、当該行方不明者の

発生が、申請者の責めに帰すべき事由によるものである場合は「該当あり」にチェックマークを付し、責めに帰すべき事由によらない場合
は「該当なし」にチェックマークを付すこと。 

 

５ 相談対応に係る措置状況（登録支援機関登録（更新）申請書（別記第２９号の１５様式）に記載した

対応可能言語の全てについて記載すること。） 

（１）対応可能言語 語 語 語 

（２）対応方法 

□ 登録支援機関職員 

（         ） 

□ 通訳人委託 

（         ） 

□ その他 

（         ） 

□ 登録支援機関職員 

（         ） 

□ 通訳人委託 

（         ） 

□ その他 

（         ） 

□ 登録支援機関職員 

（         ） 

□ 通訳人委託 

（         ） 

□ その他 

（         ） 

（３）対応時間 

□ 以下のいずれにも対応 □ 以下のいずれにも対応 □ 以下のいずれにも対応 

・ 特定技能所属機関との支

援委託契約に基づき、特定

技能外国人の勤務形態に合

わせて適切（１週間当たり

勤務日に３日以上、休日に

１日以上）に対応 

・ 特定技能外国人の勤務時

間に合わせて相談しやすい

時間帯に対応 

・ 特定技能所属機関との支

援委託契約に基づき、特定

技能外国人の勤務形態に合

わせて適切（１週間当たり

勤務日に３日以上、休日に

１日以上）に対応 

・ 特定技能外国人の勤務時

間に合わせて相談しやすい

時間帯に対応 

・ 特定技能所属機関との支

援委託契約に基づき、特定

技能外国人の勤務形態に合

わせて適切（１週間当たり

勤務日に３日以上、休日に

１日以上）に対応 

・ 特定技能外国人の勤務時

間に合わせて相談しやすい

時間帯に対応 

（４）緊急時の対応    

（注意） 
１ （１）欄は、日本語を除く、対応可能な外国語について記載すること。 
２ （２）欄は、（１）欄の言語での対応が可能な者について、該当するものにチェックマークを付すこと。なお、括弧内には、対応可能な者の

氏名について記載すること。 
３ （３）欄は、対応時間について確認の上、「以下のいずれにも対応」にチェックマークを付すこと。 
４ （４）欄は、（３）欄の対応時間以外で緊急な対応が必要となった場合の対応方法について記載すること。 

  



６ 情報提供体制等（次の（１）から（３）の全ての体制を有していることを確認の上、それぞれチェ

ックマークを付すこと。） 

（１） 
□ 

 

特定技能外国人が十分に理解できる言語による適切な情報提供体制を有している。 
（以下①及び②を実施できること。） 

① 事前ガイダンス 

実施時期 
・ 在留資格認定証明書交付申請前までに実施 

・ 在留資格変更許可申請前までに実施 

実施時間 ・ 特定技能外国人１名について３時間程度実施 

実施方法 ・ 外国人が十分に理解できる言語により対面又はテレビ電話を用いて適切に実施 

② 生活オリエンテーション 

実施時期 ・ 入国後（在留資格変更許可後）遅滞なく実施 

実施時間 ・ 特定技能外国人１名について８時間以上実施 

実施方法 ・ 外国人が十分に理解できる言語により適切に実施 

（２） 
□ 

担当職員を確保しての特定技能外国人が十分に理解できる言語による適切な相談体制を有してい

る。 

（３） 
□ 

支援責任者又は支援担当者が特定技能外国人及びその監督をする立場にある者との定期的面談体制

を有している。 

実施時期 ・ ３か月に１回以上実施 

実施方法 

外国人 

・ 外国人が十分に理解できる言語により対面で実施し、法令違反そ

の他の問題の発生を知ったときは、その旨を関係行政機関に通報 

・ 生活オリエンテーションで提供する情報を必要に応じて提供 

監督者 

・ 対面で実施し、法令違反その他の問題の発生を知ったときは、そ

の旨を関係行政機関に通報 

 

７ その他特記事項 

 

（注意）特記事項には、１欄から６欄までの記載事項以外に特に記載する事項がある場合に記載すること。 

 

 

 

上記の記載内容は、事実と相違ありません。 
 

          年     月    日 

 

登録支援機関の氏名又は名称                  

 

作 成 責 任 者 役職・氏名                  



参考様式第２－２－２号                            

登 録 支 援 機 関 概 要 書（ 更 新 用 ） 

１ 登録支援機関の概要 

（１）登 録 番 号   登 －       （左詰めで記載） 

（２）法 人 番 号              

（３）機 関 の 類 型 

□ 個人  
 □ 弁護士 □ 司法書士 □ 社会保険労務士 □ 行政書士 
 □ その他（       ） 
 
□ 法人 
 □ 株式会社       □ 商工会議所又は商工会  

□ 中小企業事業協同組合 □ 農業協同組合     □ 漁業協同組合     
□ 公益財団法人     □ 公益社団法人     □ 一般財団法人     
□ 一般社団法人     □ ＮＰＯ法人      □ 弁護士法人      
□ 行政書士法人     □ その他（       ）  

（ふ り が な） 

（４）氏 名 又 は 名 称 

 

 

（英 語 表 記）  

（５）住 所 

（本店又は主たる事務所） 

〒   －      
 

（電話番号    －    －    ） 

（英 語 表 記）  

（ふ り が な） 

（６）代 表 者 氏 名 

 

 

（英 語 表 記）  

（ふ り が な） 

（７）役 員 氏 名 

① 

 

役 職  
 

② 

 

役 職  
 

③ 

 

役 職  
 

④ 

 

役 職  
 

⑤ 

 

役 職  
 

⑥ 

 

役 職  
 



（ふ り が な） 

（８）支援責任者氏名 

 

役 職  
 

（９）常 勤 職 員 数 合計     人 

（１０）監理団体許可番号 許 

（注意） 

１ （２）及び（７）欄は、申請者が法人である場合に記載すること。 
２ （３）欄は、該当する機関の類型について、該当するものにチェックマークを付すこと。 
３ （４）、（６）及び（６）欄は、英語表記を必ず記載すること。 

４ （７）欄は、全ての役員について記載すること。登記されている者のみに限定せず，法令上の役員全てを記載すること。なお、記入欄が足
りない場合は、「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付することとして差し支えない。 

５ （８）欄は、支援責任者を複数名選任している場合は、「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付することとして差し支えない。 

６ （１０）欄は、技能実習制度における監理団体の許可を受けている場合に記載すること。 

 
２ 支援業務を行う事務所の概要 

（１） 

（ふりがな） 

名     称 
 

 

 

（英 語 表 記）  

所 在 地 
〒   － 
 

（電話番号    －    －    ） 

（英 語 表 記）  

職員数 
常勤 計  名（うち、支援業務の実務に従事する者 計  名） 

非常勤 計  名（うち、支援業務の実務に従事する者 計  名） 

（ふりがな） 

支援担当者氏名 

 

役 職  
 

（２） 

（ふりがな） 

名     称 

 

 

（英 語 表 記）  

所 在 地 
〒   － 
 

（電話番号    －    －    ） 

（英 語 表 記）  

職員数 
常勤 計  名（うち、支援業務の実務に従事する者 計  名） 

非常勤 計  名（うち、支援業務の実務に従事する者 計  名） 

（ふりがな） 

支援担当者氏名 

 

役 職  
 

（注意） 
１ 支援業務を行う事務所が３つ以上ある場合は、「名称」の欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付することとして差し支えない。 

２ 支援担当者を複数名選任する場合は、「支援担当者氏名」の欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付することとして差し支えない。 

  



３ 支援委託契約を締結している特定技能所属機関等（この欄に記載する場合は、後記４の記載は不要。） 

（１）支援委託契約を締結している特定技能所属機関      機関 

（２）（１）との契約に基づき支援を行っている１号特定
技能外国人 

名 

（注意） 
１ （１）欄は、申請日時点で支援委託契約を締結している特定技能所属機関の数を記載すること。 

２ （２）欄は、申請日時点で１号特定技能外国人支援を行っている１号特定技能外国人の数を記載すること。 
 

４ 登録支援機関及び役職員の実績等（上記３「支援委託契約を締結している特定技能所属機関等」に記

載しない場合に、次の（１）から（４）のいずれかにチェックマークを付し、太枠内を記載すること。

複数にチェックマークを付すことも可。） 

(１) 

□ 

過去２年間に中
長期在留者（注）
の受入れ又は管
理を適正に行っ
た実績があるこ
と 

受入れ・管理人数 受入れ期間中の法令遵守 

         名     
□ 法令遵守 

□ 法令違反・行政指導あり 

添付書類 

※以下の添付書類を提出すること。 

 ただし、監理団体として実習監理を行っている場合や登録支援機関として１号特定技能外国 

人の支援を行っている場合は、添付書類の提出不要。 

□ 受け入れた中長期在留者リスト（参考様式第２－２－３号） 

（注意） 
１ 「中長期在留者」とは、入管法別表第１の１の表、２の表及び５の表（就労資格に限る）の上欄の在留資格を有する者をいう。 

２ 「適正に行った」とは、入管法、技能実習法、労働基準法など出入国又は労働に関する法令の規定に違反したことにより、①刑に処せら
れたこと、②行政処分を受けたことのほか、③技能実習法上の改善命令又は改善勧告を受けていないことをいう。適正に行っている場合
は「法令遵守」欄に、適正に行っていない場合は「法令違反・行政指導あり」欄にチェックマークを付すこと。 

 

(２) 

□ 

過去２年間に報
酬を得る目的で
業として在留外
国人に関する各
種の相談業務に
従事した経験が
あること 

各種の相談業務の内容（具体的に記載すること。） 

 

添付書類 

※以下の添付書類を全て提出すること。 

□ 士業者やこれらの者で構成される法人であることを証する書類 

□ 在留外国人の各種の相談業務に係る契約書及びその契約に基づき報酬

を受けたことが分かる書類 

（注意）業務として、報酬を得て行った在留外国人に関する相談業務の経験について記載すること。 

 

(３) 

□ 

支援責任者及
び支援担当者
に過去５年間
に２年以上の
中長期在留者
（注）の生活相
談業務に従事
した一定の経
験があること 

生活相談業務の内容 

支援 

責任者 

生活相談 

業務期間 
年  月  日～    年  月  日 

生活相談 

業務に従事 

した機関 

機関名称： 

所 在 地： 

生活相談 

業務内容 

※以下いずれか１つ以上にチェックマークを付すこと。 

□ 生活に必要な契約に係る支援に関するもの 

□ 生活オリエンテーションに関するもの 

□ 定期的な面談に関するもの 

□ その他（                   ） 

報酬の有無 □ 有  □ 無 

  



 

 

 

添
付
書
類 

※以下の添付書類を提出すること。 

必
須 

□ 生活相談業務を行った中長期在留者リスト 

（参考様式第２－２－４号） 

い
ず
れ
か 

※生活相談の対象者の所属機関が同一の場合 

□ 当該機関で生活相談業務に従事したこと及びその期間を証す

る書類 

※生活相談の対象者の所属機関が同一でない場合 

□ 対象者の生活相談業務に係る契約書及びその契約に基づき報

酬を受けたことを証する書類 

□ その他（                   ） 

支援 

担当者 

生活相談 

業務期間 
年  月  日～    年  月  日 

生活相談 

業務に従事 

した機関 

機関名称： 

所 在 地： 

生活相談 

業務内容 

※以下いずれか１つ以上にチェックマークを付すこと。 

□ 生活に必要な契約に係る支援に関するもの 

□ 生活オリエンテーションに関するもの 

□ 定期的な面談に関するもの 

□ その他（                   ） 

報酬の有無 □ 有  □ 無 

添
付
書
類 

※以下の添付書類を提出すること。 

必
須 

□ 生活相談業務を行った中長期在留者リスト 

（参考様式第２－２－４号） 

い
ず
れ
か 

※生活相談の対象者の所属機関が同一の場合 

□ 当該機関で生活相談業務に従事したこと及びその期間を証す

る書類 

※生活相談の対象者の所属機関が同一でない場合 

□ 対象者の生活相談業務に係る契約書及びその契約に基づき報

酬を受けたことを証する書類 

□ その他（                   ） 

（注意） 
１ 「中長期在留者」とは、入管法別表第１の１の表、２の表及び５の表（就労資格に限る）の上欄の在留資格を有する者をいう。 

２ 支援責任者及び支援担当者が過去５年間に２年以上中長期在留者の生活相談業務に従事した経験について記載すること。 
３ 複数の支援責任者又は支援担当者が選任されている場合は、最低でも各１名以上の経験について記載すること。 

 

(４) 

□ 

（１）から（３）
までに掲げる
もののほか、こ
れらの者と同
程度に支援業
務を適正に実
施することが
できること 

添付書類 

※以下の添付書類を全て提出すること。 

□ 法施行規則第１９条の２１第３号ニに 

該当することの説明書（任意様式） 

□ 法施行規則第１９条の２１第３号ニに 

該当することの説明書に係る立証資料 

過去５年間に労働基準監督署
から是正勧告を受けたことの
有無 

□ 是正勧告あり 

□ 是正勧告なし 

（注意）（１）から（３）までのいずれにも該当しない場合にチェックマークを付すこと。また、過去５年間に労働基準監督署から是正勧告を
受けたことの有無について、是正勧告を受けた場合は「是正勧告あり」欄に、是正勧告を受けていない場合は「是正勧告なし」にチェ
ックマークを付すこと。 

  



５ 過去１年間における行方不明者の発生状況（行方不明者数／在籍者総数） 

（１）雇用した特定技能

外国人 

□ 有 

□ 無 

※「有」の場合に記載 

名 ／    名 

うち責めに帰すべき事

由による行方不明 

□ 該当あり 

□ 該当なし 

（２）支援を行った１号

特定技能外国人 

□ 有 

□ 無 

※「有」の場合に記載 

名 ／    名 

うち責めに帰すべき事

由による行方不明 

□ 該当あり 

□ 該当なし 

（３）実習監理又は雇用し
た技能実習生 

□ 有 

□ 無 

※「有」の場合に記載 

名 ／    名 

うち責めに帰すべき事

由による行方不明 

□ 該当あり 

□ 該当なし 

（注意） 
１ （１）欄は、雇用した特定技能外国人がいない場合は「無」にチェックマークを付すこと。雇用した特定技能外国人がいる場合は「有」

にチェックマークを付し、その行方不明者数及び在籍者総数を記載すること。また、当該行方不明者の発生が、申請者の責めに帰すべき事

由によるものである場合は「該当あり」にチェックマークを付し、責めに帰すべき事由によらない場合は「該当なし」にチェックマークを
付すこと。 

２ （２）欄は、支援を行った１号特定技能外国人がいない場合は「無」にチェックマークを付すこと。支援を行った１号特定技能外国人が

いる場合は「有」にチェックマークを付し、その行方不明者数及び在籍者総数を記載すること。また、当該行方不明者の発生が、申請者の
責めに帰すべき事由によるものである場合は「該当あり」にチェックマークを付し、責めに帰すべき事由によらない場合は「該当なし」に
チェックマークを付すこと。 

３ （３）欄は、実習監理を行った又は雇用した技能実習生がいない場合は「無」にチェックマークを付すこと。実習監理を行った又は雇用
した技能実習生がいる場合は「有」にチェックマークを付し、その行方不明者数及び在籍者総数を記載すること。また、当該行方不明者の
発生が、申請者の責めに帰すべき事由によるものである場合は「該当あり」にチェックマークを付し、責めに帰すべき事由によらない場合

は「該当なし」にチェックマークを付すこと。 
 

６ 相談対応に係る措置状況（登録支援機関登録（更新）申請書（別記第２９号の１５様式）に記載した

対応可能言語の全てについて記載すること。） 

（１）対応可能言語 語 語 語 

（２）対応方法 

□ 登録支援機関職員 

（         ） 

□ 通訳人委託 

（         ） 

□ その他 

（         ） 

□ 登録支援機関職員 

（         ） 

□ 通訳人委託 

（         ） 

□ その他 

（         ） 

□ 登録支援機関職員 

（         ） 

□ 通訳人委託 

（         ） 

□ その他 

（         ） 

（３）対応時間 

□ 以下のいずれにも対応 □ 以下のいずれにも対応 □ 以下のいずれにも対応 

・ 特定技能所属機関との支

援委託契約に基づき、特定

技能外国人の勤務形態に合

わせて適切（１週間当たり

勤務日に３日以上、休日に

１日以上）に対応 

・ 特定技能外国人の勤務時

間に合わせて相談しやすい

時間帯に対応 

・ 特定技能所属機関との支

援委託契約に基づき、特定

技能外国人の勤務形態に合

わせて適切（１週間当たり

勤務日に３日以上、休日に

１日以上）に対応 

・ 特定技能外国人の勤務時

間に合わせて相談しやすい

時間帯に対応 

・ 特定技能所属機関との支

援委託契約に基づき、特定

技能外国人の勤務形態に合

わせて適切（１週間当たり

勤務日に３日以上、休日に

１日以上）に対応 

・ 特定技能外国人の勤務時

間に合わせて相談しやすい

時間帯に対応 

（４）緊急時の対応    

（注意） 

１ （１）欄は、日本語を除く、対応可能な外国語について記載すること。 
２ （２）欄は、（１）欄の言語での対応が可能な者について、該当するものにチェックマークを付すこと。なお、括弧内には、対応可能な者の

氏名について記載すること。 

３ （３）欄は、対応時間について確認の上、「以下のいずれにも対応」にチェックマークを付すこと。 
４ （４）欄は、（３）欄の対応時間以外で緊急な対応が必要となった場合の対応方法について記載すること。 

  



７ 情報提供体制等（次の（１）から（３）の全ての体制を有していることを確認の上、チェックマー

クを付すこと。） 

（１） 
□ 

 

特定技能外国人が十分に理解できる言語による適切な情報提供体制を有している。 
（以下①及び②を実施できること。） 

① 事前ガイダンス 

実施時期 
・ 在留資格認定証明書交付申請前までに実施 

・ 在留資格変更許可申請前までに実施 

実施時間 ・ 特定技能外国人１名について３時間程度実施 

実施方法 ・ 外国人が十分に理解できる言語により対面又はテレビ電話を用いて適切に実施 

② 生活オリエンテーション 

実施時期 ・ 入国後（在留資格変更許可後）遅滞なく実施 

実施時間 ・ 特定技能外国人１名について８時間以上実施 

実施方法 ・ 外国人が十分に理解できる言語により適切に実施 

（２） 
□ 

担当職員を確保しての特定技能外国人が十分に理解できる言語による適切な相談体制を有してい

る。 

（３） 
□ 

支援責任者又は支援担当者が特定技能外国人及びその監督をする立場にある者との定期的面談体制

を有している。 

実施時期 ・ ３か月に１回以上実施 

実施方法 

外国人 

・ 外国人が十分に理解できる言語により対面で実施し、法令違反そ

の他の問題の発生を知ったときは、その旨を関係行政機関に通報 

・ 生活オリエンテーションで提供する情報を必要に応じて提供 

監督者 

・ 対面で実施し、法令違反その他の問題の発生を知ったときは、そ

の旨を関係行政機関に通報 

 

８ その他特記事項 

 

（注意）特記事項には、１欄から７欄までの記載事項以外に特に記載する事項がある場合に記載すること。 

 

 

 

上記の記載内容は、事実と相違ありません。 
 

          年     月    日 

 

登録支援機関の氏名又は名称                  

 

作 成 責 任 者 役職・氏名                  



参考様式第２－２－３号（施行規則第１９条の２１第３号イ関係）                                               

受け入れた中長期在留者リスト 

年    月    日 
 

登録支援機関の氏名又は名称  ________________________ 
 

作成責任者 役職・氏名    ________________________ 
 

○ 申請者が過去２年以内に受け入れた全ての中長期在留者について、この用紙に記載すること。 
（注意） 
１ 対象となる中長期在留者は、入管法別表第１の１の表、２の表及び５の表の上欄の在留資格（収入を伴う事業を運営する活動又は報酬を受ける活動を行うことができる在留資格に限る。）であることに留意す

ること。 
 別表第１の１の表：外交、公用、教授、芸術、宗教、報道 

   別表第１の２の表：高度専門職、経営・管理、法律・会計業務、医療、研究、教育、技術・人文知識・国際業務、企業内転勤、介護、興行、技能、特定技能、技能実習 
     別表第１の５の表：特定活動 
２ 「外国人雇用状況届出」の欄で「無」を選択した場合には、その理由を記載した理由書（任意様式）を添付すること。 
３ 記載できない箇所については、「不明」と記載すること。 
４ 受け入れた全ての中長期在留者が記載しきれない場合は、本紙を複製して使用すること 
 

 氏名（ローマ字） 性別 生年月日 国籍・地域 在留カード番号 受入れ期間 外国人雇用状況届出 

１   年   月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

２    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

３    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

４    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

５    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

     



参考様式第２－２－３号（継続用紙） 
（注意） 
１ 受け入れた中長期在留者の６人目以降は、このページに記載すること。 
２ 本ページにも記載しきれない場合は、本ページを複製して全ての中長期在留者について記載すること。 
 

 氏名（ローマ字） 性別 生年月日 国籍・地域 在留カード番号 受入れ期間 外国人雇用状況届出 

   年   月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

    年  月  日   
   年  月  日から 
   年  月  日まで 

□ 有  □ 無 

 



参考様式第２－２－４号（施行規則第１９条の２１第３号ハ関係）                                              

生活相談業務を行った中長期在留者リスト 

年    月    日 

 

登録支援機関の氏名又は名称  ________________________ 

 

作成責任者 役職・氏名    ________________________ 

 

○ 申請者が過去５年間に生活相談業務を行った中長期在留者について、この用紙に記載すること。 

〇 過去５年間に２年以上の経験を有することが確認できるように記載すること。 
（注意） 
１ 対象となる中長期在留者は、入管法別表第１の１の表、２の表及び５の表の上欄の在留資格（収入を伴う事業を運営する活動又は報酬を受ける活動を行うことができる在留資格に限る。）であることに留意す
ること。 
 別表第１の１の表：外交、公用、教授、芸術、宗教、報道 

   別表第１の２の表：高度専門職、経営・管理、法律・会計業務、医療、研究、教育、技術・人文知識・国際業務、企業内転勤、介護、興行、技能、特定技能、技能実習 
     別表第１の５の表：特定活動 
２ 記載できない箇所については、「不明」と記載すること。 
３ 本様式を提出できない場合には、その理由を記載した理由書（任意様式）を添付すること。 
４ 生活相談業務を行った全ての中長期在留者が記載しきれない場合は、本紙を複製して使用すること。 
 

 氏名（ローマ字） 性別 生年月日 国籍・地域 在留カード番号 生活相談をした期間 中長期在留者の所属機関 

１   年   月  日   
   年  月  日から 

   年  月  日まで 
 

２    年  月  日   
   年  月  日から 

   年  月  日まで 
 

３    年  月  日   
   年  月  日から 

   年  月  日まで 
 

４    年  月  日   
   年  月  日から 

   年  月  日まで 
 

５    年  月  日   
   年  月  日から 

   年  月  日まで 
 



     

参考様式第２－２－４号（継続用紙） 
（注意） 
１ 生活相談業務を行った中長期在留者の６人目以降は、このページに記載すること。 
２ 本ページにも記載しきれない場合は、本ページを複製して記載すること。 

 

 氏名（ローマ字） 性別 生年月日 国籍・地域 在留カード番号 生活相談をした期間 中長期在留者の所属機関 

   年   月  日   
   年  月  日から 

   年  月  日まで 
 

    年  月  日   
   年  月  日から 

   年  月  日まで 
 

    年  月  日   
   年  月  日から 

   年  月  日まで 
 

    年  月  日   
   年  月  日から 

   年  月  日まで 
 

    年  月  日   
   年  月  日から 

   年  月  日まで 
 

    年  月  日   
   年  月  日から 

   年  月  日まで 
 

    年  月  日   
   年  月  日から 

   年  月  日まで 
 

    年  月  日   
   年  月  日から 

   年  月  日まで 
 

    年  月  日   
   年  月  日から 

   年  月  日まで 
 

    年  月  日   
   年  月  日から 

   年  月  日まで 
 

 



参考様式第２－３号                             

 

支 援責任者の就任承諾書及び誓約書 

 
 支援責任者に就任することを承諾するとともに、支援責任者が下記に掲げる任務を担うもので

あることを理解した上で、下記に掲げる事項について誓約します。 
 

１ 身分事項 

（ふりがな） 

氏 名 

 
 

性 別 男  ・  女 

生年月日 年    月    日生 

２ 登録支援機関の氏名又は名称  

３ 所属する事業所及び部署の名称  

４ 役職名  

 
記 

 
【任務】  

以下に関する事項を統括管理すること。 

１ 支援担当者その他支援業務に従事する職員の管理に関すること 

２ 支援の進捗状況の確認に関すること 

３ 支援状況の届出に関すること 

４ 支援状況に関する帳簿の作成及び保管に関すること 

５ 所属機関との連絡調整に関すること 

６ 制度所管庁、分野所管省庁その他関係機関との連絡調整に関すること 

７ その他支援に必要な一切の事項に関すること 
 
【誓約事項】  
１ 入管法第１９条の２６第１項第１号から第１１号までに規定する登録拒否事由に該当す

る者ではありません。 

２ 特定技能所属機関の役員の配偶者、二親等以内の親族その他特定技能所属機関の役員と社

会生活において密接な関係を有する者ではありません。 

３ 過去５年以内に、特定技能所属機関の役員又は職員であったことはありません。 

４ 他の業務に優先して支援業務を行います。 

５ 今後、誓約事項に反する事実が発生したときは、直ちに出入国在留管理庁に申告するとと

もに、支援責任者の地位を退きます。 

 

       年   月   日  作成 

 

                  支援責任者の氏名               



参考様式第２－４号                             

支 援 責 任 者 の 履 歴 書 

（ふりがな） 

①氏名 

 
②性別 男 ・ 女 

 
③生年月日   年   月   日 

④国籍・地域  

⑤住所 
〒   － 
 

（電話   ―   ―    ） 

⑥勤務先  

⑦勤務先住所 
〒   － 
 

（電話   ―   ―    ） 

⑧役職名  

⑨学歴・職歴 

年 月 最終学歴・主たる職歴 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

⑩資格・免許  

（注意） 
⑨の職歴について、退職済みの職歴は、入社と退社を別にして記載すること。 

 
 
 

 上記の記載内容は、事実と相違ありません。 

          年  月  日  作成 

                 支援責任者の氏名                 

 



参考様式第２－５号                              

 

支 援担当者の就任承諾書及び誓約書 

 
 支援担当者に就任することを承諾するとともに、支援担当者が下記に掲げる任務を担うもので

あることを理解した上で、下記に掲げる事項について誓約します。 
 

１ 身分事項 

（ふりがな） 

氏 名 

 

 

性 別 男  ・  女 

生年月日 年   月   日生 

２ 登録支援機関の氏名又は名称  

３ 所属する事業所及び部署の名称  

４ 役職名  

 
記 

 
【任務】  

適合１号特定技能外国人支援計画に沿った支援の実施 

 
【誓約事項】  
１ 入管法第１９条の２６第１項第１号から第１１号までに規定する登録拒否事由に該当す

る者ではありません。 

２ 他の業務に優先して支援業務を行います。 

３ 今後、誓約事項に反する事実が発生したときは、直ちに出入国在留管理庁に申告するとと

もに、支援担当者の地位を退きます。 

 

 

       年   月   日  作成 

 

                  支援担当者の氏名                

 



参考様式第２－６号                             

支 援 担 当 者 の 履 歴 書 

（ふりがな） 

①氏名 

 
②性別 男 ・ 女 

 
③生年月日   年   月   日 

④国籍・地域  

⑤住所 
〒   － 
 

（電話   ―   ―    ） 

⑥勤務先  

⑦勤務先住所 
〒   － 
 

（電話   ―   ―    ） 

⑧役職名  

⑨学歴・職歴 

年 月 最終学歴・主たる職歴 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

⑩資格・免許  

（注意） 
⑨の職歴について、退職済みの職歴は、入社と退社を別にして記載すること。 

 
 
 

 上記の記載内容は、事実と相違ありません。 

          年  月  日  作成 

                 支援担当者の氏名                 

 



参考様式第２－７号                            
 

登録支援機関の役員に関する誓約書 

 

 登録支援機関の役員のうち、下表に掲げる者は、契約により委託を受けて適合１号特定技能外

国人支援計画の全部の実施の業務の執行に直接的に関与する役員ではありません。 

役員の氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、当該役員について、次表に掲げる出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号）

第１９条の２６第１項第１２号に定められている欠格事由に該当する者ではないことを確認し

ました。当該役員に対して、今後、欠格事由に該当するに至ったときは、直ちに出入国在留管理

庁に申告するとともに、役員の地位を退く必要があることを説明しています。 

 
 

          年    月    日  作成 
 

            登録支援機関の氏名又は名称                 

 

              作成責任者 役職・氏名                 

 
 
 
  



 

○ 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）（抄） 
（登録の拒否） 
第１９条の２６ 出入国在留管理庁長官は、第１９条の２３第１項の登録を受けようとする者が次の各号のいず
れかに該当するとき、又は第１９条の２４第１項の申請書若しくはその添付書類のうちに重要な事項について
虚偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載が欠けているときは、その登録を拒否しなければならない。 
１ 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から起算して５年
を経過しない者 

２ 出入国管理及び難民認定法若しくは外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律
（平成２８年法律第８９号。以下「技能実習法」という。）の規定その他出入国若しくは労働に関する法律の
規定（第４号に規定する規定を除く。）であつて政令で定めるもの又はこれらの規定に基づく命令の規定に
より、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から起算して５年を
経過しない者 

３ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）の規定（同法第５０条（第２
号に係る部分に限る。）及び第５２条の規定を除く。）により、又は刑法第２０４条、第２０６条、第２０８
条、第２０８条の２、第２２２条若しくは第２４７条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律の罪を犯し
たことにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から起算し
て５年を経過しない者 

４ 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第２０８条、第２１３条の２若しくは第２１４条第１項、船員保
険法（昭和１４年法律第７３号）第１５６条、第１５９条若しくは第１６０条第１項、労働者災害補償保険
法（昭和２２年法律第５０号）第５１条前段若しくは第５４条第１項（同法第５１条前段の規定に係る部分
に限る。）、厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第１０２条、第１０３条の２若しくは第１０４条
第１項（同法第１０２条又は第１０３条の２の規定に係る部分に限る。）、労働保険の保険料の徴収等に関す
る法律（昭和４４年法律第８４号）第４６条前段若しくは第４８条第１項（同法第４６条前段の規定に係る
部分に限る。）又は雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第８３条若しくは第８６条（同法第８３条の規
定に係る部分に限る。）の規定により、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがな
くなつた日から起算して５年を経過しない者 

５ 心身の故障により支援業務を適正に行うことができない者として法務省令で定めるもの 
６ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
７ 第１９条の３２第１項の規定により第１９条の２３第１項の登録を取り消され、当該取消しの日から起算
して５年を経過しない者 

８ 第１９条の３２第１項の規定により第１９条の２３第１項の登録を取り消された者が法人である場合に
おいて、当該取消しの処分を受ける原因となつた事項が発生した当時現に当該法人の役員（業務を執行する
社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるか
を問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有
するものと認められる者を含む。第１２号において同じ。）であつた者で、当該取消しの日から起算して５年
を経過しないもの 

９ 第１９条の２３第１項の登録の申請の日前５年以内に出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著し
く不当な行為をした者 

10 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において
「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなつた日から５年を経過しない者（第１３号において「暴力団員
等」という。） 

11 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者であつて、その法定代理人が前各号又は次号のい
ずれかに該当するもの 

12 法人であつて、その役員のうちに前各号のいずれかに該当する者があるもの 
13～14 （略） 
 

○ 出入国管理及び難民認定法施行規則（昭和５６年法務省令第５４号）（抄） 
（心身の故障により支援業務を適正に行うことができない者） 
第１９条の２０ 法第１９条の２６第１項第５号の法務省令で定める者は、精神の機能の障害により支援業務を
適正に行うに当たつての必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者とする。 

 



参考様式第２-８号 

支援委託手数料に係る説明書（予定費用） 

支援委託費用内訳（特定技能外国人１名当たりの月額） 

項 名目 額及び徴収時期 

1  
金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

2  
金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

3  

金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

4  
金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

5  

金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

6  

金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

7  
金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

8  
金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

9  

金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

10  
金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

 合計               円 

（注意） 

１ 登録支援機関の登録申請時において予定している１号特定技能外国人１名当たりの支援委託費用の月額を記載すること。 

２ 合計欄には 1から 10 の費用の合計を記載すること。 
 

上記の記載内容は、１号特定技能外国人支援計画に基づく支援の委託契約を特定技能所属機関と締結するに

当たって、特定技能所属機関に明示する特定技能外国人１名当たりの予定費用の内訳であることを説明します。 

 
          年    月     日  作成 

登録支援機関の氏名又は名称                  

 

作 成 責 任 者 役職・氏名                  



参考様式第３－１－１号

出入国在留管理庁長官　殿

出入国管理及び難民認定法第19条の18第1項第1号の規定により、次のとおり届け出ます。

① 届出の対象者

年 月 日

② 特定技能雇用契約の変更内容

ａ 年 月 日

ｂ

①変更した内容に該当する事項を以下の中から選択してください（複数選択可）。

□ Ⅰ.雇用契約期間 □ □ Ⅶ.賃金

□ Ⅱ.就業の場所 □ Ⅴ.休日 □ Ⅷ.退職に関する事項

□ Ⅲ.従事すべき業務の内容 □ Ⅵ.休暇 □ Ⅸ.その他（社会保険・労働保険の加入状況、健康診断、帰国担保措置）

②変更後の契約内容が記載された雇用条件書（参考様式第１－６号、別紙を含む。）を添付してください。
（雇用条件書は、変更があった部分だけを記載又は既にある雇用条件書に朱書き修正した形で提出してください。）

（変更後の契約内容を記載した雇用条件書は、対象となる特定技能外国人本人が十分に理解できる言語で翻訳・説明し、

  当該外国人が十分に理解したことを確認した上で、署名を得る必要があります。）

③　届出機関

以上の記載内容は事実と相違ありません。

本届出書作成者の署名／作成年月日

年 月 日

（注）本書中、※のついた連絡先については、届出内容の確認のため、連絡させていただく場合があります。

Ⅳ.労働時間等

特 定 技 能 雇 用 契 約 の 変 更 に 係 る 届 出 書

変 更 事 項

特 定 産 業 分 野 業 務 区 分

変 更 年 月 日

法 人 番 号 （ 13 桁 ）

機関の氏名又は名称

機 関 の 住 所
（本店又は主たる事務所）

〒　　　　　　-

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた場合、特定技能所属機関職員（又は委任を受けた作成者）が
変更箇所を訂正し署名すること。

担 当 者 電 話 番 号

在 留 カ ー ド 番 号

氏 名 ( ロ ー マ 字 ) 性 別 男　・　女

生 年 月 日 国 籍 ・ 地 域

※



（記載要領）

【全般事項】

1 　特定産業分野及び業務区分については、以下の対応表に基づき記載すること。

身体介護等
建築物内部の清掃

機械金属加工 電気電子機器組立て 金属表面処理
紙器・段ボール箱製造 コンクリート製品製造 ＲＰＦ製造
陶磁器製品製造 印刷・製本 紡織製品製造 縫製
機械金属加工 電気電子機器組立て 金属表面処理
土木 建築 ライフライン・設備

造船 舶用機械 舶用電気電子機器

自動車の日常点検、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務

空港グランドハンドリング 航空機整備

トラック運転者 タクシー運転者 バス運転者
軌道整備 電気設備整備 車両整備 車両製造 運輸係員
耕種農業全般 畜産農業全般
耕種農業全般及び当該業務に関する管理業務
畜産農業全般及び当該業務に関する管理業務
漁業 養殖業
漁業、操業を指揮監督する者の補佐、作業員の指導及び作業工程の管理
養殖業、養殖を管理する者の補佐、作業員の指導及び作業工程の管理
飲食料品製造全般
飲食料品製造全般及び当該業務に関する管理業務
外食業全般
外食業全般及び店舗経営
林業
製材業、合板製造業等に係る木材の加工等

2 　③の法人番号については、法人でない場合は空欄とすること。
3

4 　本記載要領の添付は不要。

自動車運送業分野
鉄道分野

工業製品製造業分野・特定技能１号

工業製品製造業分野・特定技能２号

建設内部の清掃に、複数の作業員を指導しながら従事し、現場を管理する業務及
び同業務の計画作成、進行管理その他のマネジメント業務

自動車整備分野・特定技能２号
自動車の日常点検、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務の一般的
な業務に従事し、他の要員への指導を行う業務

航空分野・特定技能１号
航空分野・特定技能２号

特定産業分野
介護分野

ビルクリーニング分野・特定技能１号

業務区分

農業分野・特定技能１号

漁業分野・特定技能１号

宿泊分野・特定技能１号

　本届出に当たっては、「特定技能外国人の受入れに係る運用要領第７章第１節第１別表」の対応する立証資料を
添付すること。

宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客、レストランサービス等の宿泊サービス
の提供に従事する業務

飲食料品製造業分野・特定技能１号

造船・舶用工業分野・特定技能１号
造船・舶用工業分野・特定技能２号

飲食料品製造業分野・特定技能２号
外食業分野・特定技能１号

宿泊分野・特定技能２号
複数の従業員を指導しながら、宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客、レスト
ランサービス等の宿泊サービスの提供に従事する業務

農業分野・特定技能２号

漁業分野・特定技能２号

自動車整備分野・特定技能１号

林業分野
木材産業分野

建設分野・特定技能１号
建設分野・特定技能２号

外食業分野・特定技能２号

ビルクリーニング分野・特定技能２号



【②を記載する場合】
　②ｂ欄の「変更事項」については、以下の対応表に基づき、変更内容に対応するものを選択すること。

雇用契約期間
契約更新の有無
雇用形態
事業所名
所在地
派遣先の氏名又は名称
派遣先の所在地（住所）
派遣先における就労（作業）場所
派遣予定期間
分野の主従関係（主たる特定産業分野）
同一分野内で従事する業務区分
始業・終業の時刻等
休憩時間
所定労働時間数
所定労働日数
所定時間外労働の有無
定例日
非定例日

年次有給休暇
その他の休暇
基本賃金
諸手当（時間外労働の割増賃金は除く）

賃金締切日
賃金支払日
賃金支払方法
労使協定に基づく賃金支払時の控除
昇給
賞与
退職金
休業手当
自己都合退職の手続
解雇の事由及び手続
社会保険の加入状況・労働保険の適用状況
健康診断
帰国担保措置

変更内容変更事項

Ⅰ.雇用契約期間

所定時間外、休日又は深夜労働に対して
支払われる割増賃金率

Ⅷ.退職に関する事項

Ⅸ.その他（社会保険の加入状況・
労働保険の適用状況、健康診断、

帰国担保措置）

Ⅴ.休日

変更事項 変更内容

Ⅵ.休暇

Ⅶ.賃金

Ⅱ.就業の場所

Ⅲ.従事すべき業務の内容

Ⅳ.労働時間等



参考様式第３－１－２号

出入国在留管理庁長官　殿

出入国管理及び難民認定法第19条の18第1項第1号（及び3号）の規定により、次のとおり届け出ます。

① 届出の対象者

年 月 日

② 届出の事由 （該当するものを選んでください。）

□ 特定技能雇用契約の終了 □ 新たな特定技能雇用契約の締結

Ａを記入 Ｂを記入

Ａ契約の終了

a 年 月 日

b

□

□
□ 02.経営上の都合
□ 03.基準不適合
□ 04.死亡（個人事業主）
□ 05.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 外国人の都合による終了
□ 06.死亡
□ 07.病気・怪我
□ 08.行方不明
□ 09.重責解雇（外国人の責めに帰すべき重大な理由による解雇）
□ 10.自己都合退職（本人からの申出による退職）
□ 11.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

次葉に続く

氏 名 ( ロ ー マ 字 ) 性 別

雇用契約終了年月日

特定技能所属機関の都合による終了

01.雇用契約の期間満了

国 籍 ・ 地 域

特定技能雇用契約の終了又は締結に係る届出書

在 留 カ ー ド 番 号

男　・　女

生 年 月 日

終 了 の 事 由

特 定 産 業 分 野 業 務 区 分



c 委託契約を締結していた登録支援機関

年 月 日

Ｂ新たな契約の締結

a 年 年 日

b →特定技能雇用契約書（参考様式第１ー５号）及び雇用条件書（参考様式第１－６号）を
添付してください。

③　届出機関

以上の記載内容は事実と相違ありません。

本届出書作成者の署名／作成年月日

年 月 日

（注）本書中、※のついた連絡先については、届出内容の確認のため、連絡させていただく場合があります。

機 関 の 住 所
（ 本 店 又 は 主 た る 事 務 所 ）

機 関 の 氏 名 又 は 名 称

雇用契約締結年月日

→届出の対象者（上記①の者）に係る１号特定技能外国人支援計画の全部の実施を登録支援機関へ委託し
ていた場合、当該対象者に係る登録支援機関との委託契約も終了しますので、下記ｃについても記入してくだ
さい。
　なお、下記ｃ欄に登録支援機関との支援委託契約が終了した事実を記載した場合、支援委託契約の終了に
係る届出書（参考様式第３－３－２号）を別途提出する必要はありません。

登 録 番 号

〒　　　　　　-

委 託 契 約 終 了 年 月 日

法 人 番 号 （ 13 桁 ）

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた場合、特定技能所属機関職員（又は委任を受けた作成者）が
変更箇所を訂正し署名すること。

電 話 番 号

機 関 の 住 所
（本店又は主たる事務所）

〒　　　　　　-

本届出（雇用契約期間満了による場合及び外国人の都合による自己都合退職の場合を除く。）を行うにあたって、
事前に「受入れ困難に係る届出（参考様式第３－４号）の提出が必要。未提出である場合は、本届出とともに必ず
提出すること。

担 当 者

機関の氏名又は名称

契 約 の 内 容

法 人 番 号 （ 13 桁 ）

　 特定技能雇用契約書及び雇用条件書は、特定技能外国人が十分に理解できる
言語で翻訳した上で、当該特定技能外国人に内容を説明し、当該特定技能外国
人が十分に理解したことを確認した上で、当該特定技能外国人の署名を受けてく

※



（記載要領）

【全般事項】

1 　特定産業分野及び業務区分については、以下の対応表に基づき記載すること。

身体介護等
建築物内部の清掃

機械金属加工 電気電子機器組立て 金属表面処理
紙器・段ボール箱製造 コンクリート製品製造 ＲＰＦ製造
陶磁器製品製造 印刷・製本 紡織製品製造 縫製
機械金属加工 電気電子機器組立て 金属表面処理
土木 建築 ライフライン・設備

造船 舶用機械 舶用電気電子機器

自動車の日常点検、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務

空港グランドハンドリング 航空機整備

トラック運転者 タクシー運転者 バス運転者
軌道整備 電気設備整備 車両整備 車両製造 運輸係員
耕種農業全般 畜産農業全般
耕種農業全般及び当該業務に関する管理業務
畜産農業全般及び当該業務に関する管理業務
漁業 養殖業
漁業、操業を指揮監督する者の補佐、作業員の指導及び作業工程の管理
養殖業、養殖を管理する者の補佐、作業員の指導及び作業工程の管理
飲食料品製造全般
飲食料品製造全般及び当該業務に関する管理業務
外食業全般
外食業全般及び店舗経営
林業
製材業、合板製造業等に係る木材の加工等

2 　③の法人番号については、法人でない場合は空欄とすること。
3 　本記載要領の添付は不要。

【Ａを記載する場合】
1

2

3 　②Ａｂ欄の終了の事由について、外国人の都合による終了をチェックした場合、死亡、病気・怪我、行方不明、
重責解雇（外国人の責めに帰すべき重大な理由による解雇）、自己都合退職又はその他のいずれか１つをレ点
によりチェックすること。このとき、その他をチェックした場合、内容を簡潔に記載すること。

　②Ａｂ欄の終了の事由について、特定技能所属機関の都合による終了をチェックした場合、経営上の都合、基
準不適合又は死亡（個人事業主）のいずれか１つをレ点によりチェックすること。

　②Ａｂ欄の終了の事由については、雇用契約の期間満了、特定技能所属機関の都合による終了又は外国人の
都合による終了のいずれか１つをレ点によりチェックすること。

農業分野・特定技能２号

農業分野・特定技能１号

自動車運送業分野

漁業分野・特定技能１号

漁業分野・特定技能２号

飲食料品製造業分野・特定技能１号
飲食料品製造業分野・特定技能２号

外食業分野・特定技能１号
外食業分野・特定技能２号

林業分野
木材産業分野

介護分野
ビルクリーニング分野・特定技能１号

ビルクリーニング分野・特定技能２号

航空分野・特定技能１号
航空分野・特定技能２号

宿泊分野・特定技能１号

鉄道分野

宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客、レストランサービス等の宿泊サービス
の提供に従事する業務

宿泊分野・特定技能２号
複数の従業員を指導しながら、宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客、レスト
ランサービス等の宿泊サービスの提供に従事する業務

建設内部の清掃に、複数の作業員を指導しながら従事し、現場を管理する業務及
び同業務の計画作成、進行管理その他のマネジメント業務

建設分野・特定技能１号
建設分野・特定技能２号

造船・舶用工業分野・特定技能１号
造船・舶用工業分野・特定技能２号

業務区分

自動車整備分野・特定技能１号

自動車整備分野・特定技能２号
自動車の日常点検、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務の一般的
な業務に従事し、他の要員への指導を行う業務

工業製品製造業分野・特定技能１号

工業製品製造業分野・特定技能２号

特定産業分野



参考様式第３－１号（別紙）

※法人番号については，法人でない場合は空欄とする。

新たな雇用契約の締結

大分類 小分類

1 年 月 日 年 月 日

2 年 月 日 年 月 日

3 年 月 日 年 月 日

4 年 月 日 年 月 日

5 年 月 日 年 月 日

6 年 月 日 年 月 日

7 年 月 日 年 月 日

8 年 月 日 年 月 日

9 年 月 日 年 月 日

10 年 月 日 年 月 日

11 年 月 日 年 月 日

12 年 月 日 年 月 日

13 年 月 日 年 月 日

14 年 月 日 年 月 日

氏名　(ローマ字）

　　　届　出　の　内　容

機関の住所
（本店又は主たる事務所）

届出の事由
（プルダウンから選択）

法人番号（13桁）

機関の氏名又は名称

変更後の内容
（全角，２０文字以内）

契約の内容
事由

（プルダウンか
ら選択）

その他の理由
（全角，２０文字以内）

終了の事由変更内容

変更事項
(プルダウンから選択) 事由の詳細

（プルダウンから選択）

生年月日国籍・地域

住居地

郵便番号
（‐を除く。）

性別 在留カード番号

町名丁目番地号等市区町村都道府県

届出機関

項目

年月日

届出の事由発生年月日

特定産業分野

　　　届　出　の　対　象　者　（　中　長　期　在　留　者　） 

業務区分



参考様式第３－２号

出入国在留管理庁長官　殿

出入国管理及び難民認定法第19条の18第1項第2号の規定により、次のとおり届け出ます。

① 届出の対象者

年 月 日

② 届出の事由

Ａ 年 月 日

Ｂ

□ 01.氏名 □ 03.生年月日

□ 02.性別 □ 04.国籍・地域

□ 05.氏名又は名称 □ 29.支援責任者の氏名及び役職

□ 06.住所 □ 30.支援を行っている１号特定技能外国人数

□ 07.法人番号 □ 31.支援担当者数

□ 09.その他（　　　　　　　　　　　　　　　） □ 32.支援を行う事務所の所在地

□ 10.氏名又は名称 □ 15.支援責任者の氏名及び役職

□ 11.住所 □ 16.支援を行っている１号特定技能外国人数

□ 12.法人番号 □ 17.支援担当者数

□ 13.代表者の氏名 □ 18.支援を行う事務所の所在地

□ 14.その他（　　　　　　　　　　　　　　　） □ 33.10～18　全ての変更

□ 19.事前ガイダンス

□ 20.出入国する際の送迎

□ 21.適切な住居の確保・生活に必要な契約に係る支援

□ 22.生活オリエンテーションの実施

□ 23.日本語学習の機会の提供

□ 24.相談又は苦情への対応

□ 25.日本人との交流促進に係る支援

□ 26.非自発的離職時の転職支援

□ 27.定期的な面談の実施・行政機関への通報

□ 28.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 34.19～28　全ての変更

支援対象者

業 務 区 分

変 更 年 月 日

変 更 事 項

大分類 中　分　類

支 援 計 画 の 変 更 に 係 る 届 出 書

氏 名 ( ロ ー マ 字 ) 性 別 男　・　女

生 年 月 日 国 籍 ・ 地 域

在 留 カ ー ド 番 号

支援の内容

特定技能所属機関

登録支援機関

特 定 産 業 分 野



Ｃ

③ 届出機関

□

以上の記載内容は事実と相違ありません。

本届出書作成者の署名／作成年月日

年 月 日

（注）本書中、※のついた連絡先については、届出内容の確認のため、連絡させていただく場合があります。

法 人 番 号 （ 13 桁 ）

〒　　　　　　-

変更後の内容
別添、支援計画書のとおり

（全角、２０文字以内）

機関の氏名又は名称

機 関 の 住 所
（本店又は主たる事務所）

担 当 者 電 話 番 号

変更した支援計画書について、支援対象者が十分に理解できる言語に翻訳し、支援対象者に交付するとともに、
変更の内容について十分に説明しました。また、特定技能所属機関の支援責任者及び支援担当者は、特定技能
基準省令第２条第１項第４号イからルまでに定める欠格事由のいずれにも該当しません。

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた場合、特定技能所属機関職員（又は委任を受けた作成者）が変更箇
所を訂正し署名すること。

※



（記載要領）

1 　特定産業分野及び業務区分については、以下の対応表に基づき記載すること。

身体介護等
建築物内部の清掃

機械金属加工 電気電子機器組立て 金属表面処理
紙器・段ボール箱製造 コンクリート製品製造 ＲＰＦ製造
陶磁器製品製造 印刷・製本 紡織製品製造 縫製
機械金属加工 電気電子機器組立て 金属表面処理
土木 建築 ライフライン・設備

造船 舶用機械 舶用電気電子機器

自動車の日常点検、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務

空港グランドハンドリング 航空機整備

トラック運転者 タクシー運転者 バス運転者
軌道整備 電気設備整備 車両整備 車両製造 運輸係員
耕種農業全般 畜産農業全般
耕種農業全般及び当該業務に関する管理業務
畜産農業全般及び当該業務に関する管理業務
漁業 養殖業
漁業、操業を指揮監督する者の補佐、作業員の指導及び作業工程の管理
養殖業、養殖を管理する者の補佐、作業員の指導及び作業工程の管理
飲食料品製造全般
飲食料品製造全般及び当該業務に関する管理業務
外食業全般
外食業全般及び店舗経営
林業
製材業、合板製造業等に係る木材の加工等

2

　なお、複数の項目について変更がある場合は、別紙を添付することとして差し支えない。

氏名 生年月日
性別 国籍・地域
氏名又は名称 支援責任者の氏名及び役職
住所 支援を行っている１号特定技能外国人数
法人番号 支援担当者数
その他 支援を行う事務所の所在地
氏名又は名称 法人番号
住所 支援責任者の氏名及び役職
代表者の氏名（法人の場合） 支援を行っている１号特定技能外国人数
支援を行う事務所の所在地 支援担当者数
その他
事前ガイダンスの提供 相談又は苦情への対応
出入国する際の送迎 日本人との交流促進に係る支援

非自発的離職時の転職支援
定期的な面談の実施・行政機関への通報

生活オリエンテーションの実施 その他
日本語学習の機会の提供

3 　②Ｃ欄の「変更後の内容」については、全角２０文字以内で、内容を具体的、かつ、簡潔に記載すること。

4 　③の法人番号については、法人でない場合は空欄とすること。
5 　本届出に当たっては、「特定技能外国人の受入れに係る運用要領第７章第２節別表」の対応する立証資料を添付すること。
6 　本記載要領の添付は不要。

外食業分野・特定技能１号

飲食料品製造業分野・特定技能１号
飲食料品製造業分野・特定技能２号

適切な住居の確保・生活の
契約に係る支援

介護分野
ビルクリーニング分野・特定技能１号

ビルクリーニング分野・特定技能２号
建設内部の清掃に、複数の作業員を指導しながら従事し、現場を管理する業務及
び同業務の計画作成、進行管理その他のマネジメント業務

建設分野・特定技能１号
建設分野・特定技能２号

造船・舶用工業分野・特定技能１号
造船・舶用工業分野・特定技能２号

自動車整備分野・特定技能１号

自動車整備分野・特定技能２号
自動車の日常点検、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務の一般的
な業務に従事し、他の要員への指導を行う業務

漁業分野・特定技能１号

漁業分野・特定技能２号

林業分野
木材産業分野

航空分野・特定技能１号
航空分野・特定技能２号

宿泊分野・特定技能１号

鉄道分野
農業分野・特定技能１号

農業分野・特定技能２号

外食業分野・特定技能２号

支援の内容

工業製品製造業分野・特定技能１号

工業製品製造業分野・特定技能２号

　なお、｢別添、支援計画書のとおり」と記載し、１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－１７号）を添付することとして差し支え
ない。

　②Ｂ欄は、１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－１７号）の変更事項に対応する項目について、以下の対応表により記載
すること。

ａ 大分類 ｂ 中分類

支援対象者

特定技能所属機関

登録支援機関

特定産業分野 業務区分

宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客、レストランサービス等の宿泊サービス
の提供に従事する業務

宿泊分野・特定技能２号
複数の従業員を指導しながら、宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客、レスト
ランサービス等の宿泊サービスの提供に従事する業務

自動車運送業分野



参考様式第３－２号（別紙）

※法人番号については，法人でない場合は空欄とする。

大分類
（プルダウンから選択）

中分類
（プルダウンから選択）

郵便番号
（‐を除
く。）

都道府県 市区町村 町名丁目番地号等

1 年 月 日 年 月 日

2 年 月 日 年 月 日

3 年 月 日 年 月 日

4 年 月 日 年 月 日

5 年 月 日 年 月 日

6 年 月 日 年 月 日

7 年 月 日 年 月 日

8 年 月 日 年 月 日

9 年 月 日 年 月 日

10 年 月 日 年 月 日

業務区分特定産業分野

　　　届　出　の　対　象　者　（　中　長　期　在　留　者　） 

項目
性別

機関の住所
（本店又は主たる事務所）

氏名（ローマ字）変更年月日

変更事項
変更後の内容

（全角，２０文字以内）

住居地

在留カード番号

届　出　項　目

生年月日国籍・地域

〒　　　－

法人番号（13桁）

機関の氏名又は名称

届出機関



参考様式第３－３－１号

出入国在留管理庁長官　殿

出入国管理及び難民認定法第19条の18第1項第3号の規定により、次のとおり届け出ます。

① 届出の対象者

年 月 日

② 変更の事由

a 年 月 日

b □委託する支援業務
□委託料（１名あたりの月額）
□費用の負担
□実施状況の報告
□委託契約期間
□倒産等の場合の措置

ｃ 変更後の内容（全角、20文字以内）

次葉に続く

変 更 事 項

変更後の内容

支 援 委 託 契 約 の 変 更 に 係 る 届 出 書

氏 名 ( ロ ー マ 字 ) 性 別 男　・　女

特 定 産 業 分 野 業 務 区 分

在 留 カ ー ド 番 号

生 年 月 日 国 籍 ・ 地 域

変 更 年 月 日



③ 届出機関

④ 登録支援機関

以上の記載内容は事実と相違ありません。

本届出書作成者の署名／作成年月日

年 月 日

（注）本書中、※のついた連絡先については、届出内容の確認のため、連絡させていただく場合があります。

登 録 番 号

機 関 の 住 所
（ 本店又は主たる事務所）

機 関 の 住 所
（本店又は主たる事務所）

〒　　　　　　-

法 人 番 号 （ 13 桁 ）

機関の氏名又は名称

法 人 番 号 （ 13 桁 ）

機関の氏名又は名称

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた場合、特定技能所属機関職員（又は委任を受けた作成者）が
変更箇所を訂正し署名すること。

〒　　　　　　-

電 話 番 号担 当 者 ※



（記載要領）

1 　特定産業分野及び業務区分については、以下の対応表に基づき記載すること。

身体介護等
建築物内部の清掃

機械金属加工 電気電子機器組立て 金属表面処理
紙器・段ボール箱製造 コンクリート製品製造 ＲＰＦ製造
陶磁器製品製造 印刷・製本 紡織製品製造 縫製
機械金属加工 電気電子機器組立て 金属表面処理
土木 建築 ライフライン・設備

造船 舶用機械 舶用電気電子機器

自動車の日常点検、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務

空港グランドハンドリング 航空機整備

トラック運転者 タクシー運転者 バス運転者
軌道整備 電気設備整備 車両整備 車両製造 運輸係員
耕種農業全般 畜産農業全般
耕種農業全般及び当該業務に関する管理業務
畜産農業全般及び当該業務に関する管理業務
漁業 養殖業
漁業、操業を指揮監督する者の補佐、作業員の指導及び作業工程の管理
養殖業、養殖を管理する者の補佐、作業員の指導及び作業工程の管理
飲食料品製造全般
飲食料品製造全般及び当該業務に関する管理業務
外食業全般
外食業全般及び店舗経営
林業
製材業、合板製造業等に係る木材の加工等

2 　③及び④の「法人番号」については、法人でない場合は空欄とすること。
3

4

　なお、複数の項目について変更がある場合は、別紙を添付して届け出るものとする。
5 　本記載要領の添付は不要。

業務区分

工業製品製造業分野・特定技能１号

工業製品製造業分野・特定技能２号

　変更内容を証明する資料として、「特定技能外国人の受入れに係る運用要領第７章第３節第２別表」の各変更事項
に対応する立証資料を添付すること。

　②ｃ欄の「変更後の内容」について、全角２０文字以内で簡潔に記載することとするが、「別添、説明書のとおり」と記
載し、登録支援機関との支援委託契約に関する説明書（参考様式第１－２５号）を添付することとして差し支えない。

自動車の日常点検、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務の一般的
な業務に従事し、他の要員への指導を行う業務

航空分野・特定技能１号
航空分野・特定技能２号

宿泊分野・特定技能１号
宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客、レストランサービス等の宿泊サービス
の提供に従事する業務

特定産業分野

複数の従業員を指導しながら、宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客、レスト
ランサービス等の宿泊サービスの提供に従事する業務

建設分野・特定技能１号
建設分野・特定技能２号

造船・舶用工業分野・特定技能１号
造船・舶用工業分野・特定技能２号

自動車整備分野・特定技能１号

自動車整備分野・特定技能２号

鉄道分野

外食業分野・特定技能２号
林業分野

木材産業分野

自動車運送業分野

農業分野・特定技能１号

農業分野・特定技能２号

漁業分野・特定技能１号

漁業分野・特定技能２号

飲食料品製造業分野・特定技能１号
飲食料品製造業分野・特定技能２号

外食業分野・特定技能１号

宿泊分野・特定技能２号

介護分野
ビルクリーニング分野・特定技能１号

ビルクリーニング分野・特定技能２号
建設内部の清掃に、複数の作業員を指導しながら従事し、現場を管理する業務及
び同業務の計画作成、進行管理その他のマネジメント業務



参考様式第３－３－２号

出入国在留管理庁長官　殿

出入国管理及び難民認定法第19条の18第1項第3号の規定により、次のとおり届け出ます。

① 届出の対象者

年 月 日

② 届出の事由 （該当するものを選んでください。）

□ 支援委託契約の終了
（自社支援に切り替える場合はこちらを選択してください。）

□ 支援委託契約の締結
（自社支援から登録支援機関による支援に切り替える場合はこちらを選択してください。）

□ 支援委託契約の終了と締結
（委託先の登録支援機関を変更する場合はこちらを選択してください。）

次頁に続く

Ｂを記入

支援委託契約の終了又は締結に係る届出書

氏 名 ( ロ ー マ 字 ) 性 別 男　・　女

特 定 産 業 分 野 業 務 区 分

在 留 カ ー ド 番 号

生 年 月 日 国 籍 ・ 地 域

Ａを記入

ＡとＢを記入



契約の終了

a 年 月 日

b □ 委託契約の期間満了
□ 特定技能所属機関の都合による終了
□ 登録支援機関の都合による終了

□ 期間満了
□ 経営上の都合
□ 契約違反
□ 登録取消し
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

契約の締結

年 月 日

新たに委託契約を締結した登録支援機関について記入してください。

→

③ 届出機関

以上の記載内容は事実と相違ありません。

本届出書作成者の署名／作成年月日

年 月 日

（注）本書中、※のついた連絡先については、届出内容の確認のため、連絡させていただく場合があります。

本届出を行う場合、１号特定技能外国人支援計画書においても変更が生ずることから、事前に「支援計画変更に
係る届出（参考様式第３－２号）の提出が必要。未提出である場合は、本届出とともに必ず提出すること。

機 関 の 住 所
（本店又は主たる事務所）

〒　　　　　　-

登 録 番 号

法 人 番 号 （ 13 桁 ）

電 話 番 号担 当 者

法 人 番 号 （ 13 桁 ）

機関の氏名又は名称

大分類終了の事由

小分類

終了年月日

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた場合、特定技能所属機関職員（又は委任を受けた作成者）
が変更箇所を訂正し署名すること。

機 関 の 氏 名 又 は 名 称

機 関 の 住 所
（ 本 店 又 は 主 た る 事 務 所 ）

〒　　　　　　-

Ａ

Ｂ

登録支援機関との支援委託契約に係る説明書（参考様式第１－２５号）を届出書に添付して提出してください。

締結年月日

※



（記載要領）

1 　特定産業分野及び業務区分については、以下の対応表に基づき記載すること。

身体介護等
建築物内部の清掃

機械金属加工 電気電子機器組立て 金属表面処理
紙器・段ボール箱製造 コンクリート製品製造 ＲＰＦ製造
陶磁器製品製造 印刷・製本 紡織製品製造 縫製
機械金属加工 電気電子機器組立て 金属表面処理
土木 建築 ライフライン・設備

造船 舶用機械 舶用電気電子機器

自動車の日常点検、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務

空港グランドハンドリング 航空機整備

トラック運転者 タクシー運転者 バス運転者
軌道整備 電気設備整備 車両整備 車両製造 運輸係員
耕種農業全般 畜産農業全般
耕種農業全般及び当該業務に関する管理業務
畜産農業全般及び当該業務に関する管理業務
漁業 養殖業
漁業、操業を指揮監督する者の補佐、作業員の指導及び作業工程の管理
養殖業、養殖を管理する者の補佐、作業員の指導及び作業工程の管理
飲食料品製造全般
飲食料品製造全般及び当該業務に関する管理業務
外食業全般
外食業全般及び店舗経営
林業
製材業、合板製造業等に係る木材の加工等

2 　③の「法人番号」については、法人でない場合は空欄とすること。
3 　Ａｂ欄の「終了の事由」については、以下の対応表に基づきチェックすること。

　なお、小分類で「その他」にチェックした場合は、全角２０文字以内で簡潔に内容を記載する。

期間満了
経営上の都合 契約違反 その他

登録取消し 契約違反 経営上の都合 その他

4 　本記載要領の添付は不要。

特定産業分野 業務区分
介護分野

ビルクリーニング分野・特定技能１号

ビルクリーニング分野・特定技能２号
建設内部の清掃に、複数の作業員を指導しながら従事し、現場を管理する業務及
び同業務の計画作成、進行管理その他のマネジメント業務

建設分野・特定技能１号
建設分野・特定技能２号

工業製品製造業分野・特定技能１号

工業製品製造業分野・特定技能２号

造船・舶用工業分野・特定技能１号
造船・舶用工業分野・特定技能２号

自動車整備分野・特定技能１号

自動車整備分野・特定技能２号
自動車の日常点検、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務の一般
的な業務に従事し、他の要員への指導を行う業務

航空分野・特定技能１号
航空分野・特定技能２号

宿泊分野・特定技能１号
宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客、レストランサービス等の宿泊サービス
の提供に従事する業務

宿泊分野・特定技能２号

特定技能所属機関の都
合による終了

外食業分野・特定技能１号
外食業分野・特定技能２号

林業分野
木材産業分野

複数の従業員を指導しながら、宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客、レス
トランサービス等の宿泊サービスの提供に従事する業務

自動車運送業分野

農業分野・特定技能１号

農業分野・特定技能２号

漁業分野・特定技能１号

漁業分野・特定技能２号

飲食料品製造業分野・特定技能１号
飲食料品製造業分野・特定技能２号

鉄道分野

登録支援機関の都合
による終了

小分類大分類
委託契約の期間満了



参考様式第３－３号（別紙） （日本工業規格Ａ列３）

※法人番号については，法人でない場合は空欄とする。

Ａ　契約の締結

大分類
（プルダウンから選択）

小分類
（プルダウンから選択）

その他の理由（全角，２０文字以内）

1 年 月 日 年 月 日

2 年 月 日 年 月 日

3 年 月 日 年 月 日

4 年 月 日 年 月 日

5 年 月 日 年 月 日

6 年 月 日 年 月 日

7 年 月 日 年 月 日

8 年 月 日 年 月 日

9 年 月 日 年 月 日

10 年 月 日 年 月 日

届出機関

　　　届　出　の　対　象　者　（　中　長　期　在　留　者　）

氏名　(ローマ字） 性別 国籍・地域 生年月日

住居地

業務区分
郵便番号（‐を除

く。）
都道府県 市区町村 町名丁目番地号等

項目
届出の事由

(プルダウンから選択）

法人番号（13桁）

機関の氏名又は名称

機関の住所
（本店又は主たる事務所）

　　　届　出　の　内　容

届出の事由発生年月日 Ｃ　契約の終了

年月日
契約の内容

（全角，２０文字以内）

Ｂ　変更の内容

登録支援機関

変更後の内容
（全角，２０文字以内）

機関の氏名又は名称登録番号変更事項
（プルダウンから選

択）

法人番号終了の事由

機関の住所

郵便番号（‐除く） 都道府県 市区町村 町名丁目番地号等
在留カード番号 特定産業分野



参考様式第３－４号

出入国在留管理庁長官　殿

出入国管理及び難民認定法第19条の18第1項第4号の規定により、次のとおり届け出ます。

① 届出の対象者

年 月 日

② 届出の事由 （該当するものを選んでください。）

□ 特定技能所属機関の都合 □ 特定技能外国人の都合

Ａを記入 Ｂを記入

Ａ 特定技能所属機関の都合

a □ 経営上の都合
□ 基準不適合
□ 死亡（個人事業主）
□ その他（　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ｂ 年 月 日

ｃ

次葉に続く

（全角、２０文字以内）

氏 名 ( ロ ー マ 字 )

在 留 カ ー ド 番 号

特 定 産 業 分 野 業 務 区 分

生 年 月 日

性 別 男　・　女

国 籍 ・ 地 域

受 入 れ 困 難 に 係 る 届 出 書

事 由 の 区 分

事 由 発 生 日

事 案 の 概 要



Ｂ 特定技能外国人の都合

a □ 死亡
□ 病気・怪我
□ 行方不明
□ 重責解雇（外国人の責めに帰すべき事由による解雇）
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ｂ 年 月 日

ｃ

③ 特定技能外国人の現状 □ 連絡可能
□ 連絡不可能

④ 受入れ継続のための措置

Ａ 活動継続の意思 □
□
□
□
□
□

Ｂ □
□ 転職支援実施予定（非自発的離職に該当し、転職支援の対象となる場合）
□ 帰国支援実施予定
□ 雇用契約解除予定
□

⑤ 届出機関

以上の記載内容は事実と相違ありません。

本届出書作成者の署名／作成年月日

年 月 日

（注）本書中、※のついた連絡先については、届出内容の確認のため、連絡させていただく場合があります。

（全角、２０文字以内）

事 由

事 由 発 生 日

事 案 の 概 要

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

活動継続の意思なし（帰国希望）
活動継続の意思なし（転職希望）

措 置 内 容

確認不可能
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

雇用継続予定

活動継続の意思あり（復帰予定あり）
活動継続の意思あり（復帰予定なし）

注意

法 人 番 号 （ 13 桁 ）

機関の氏名又は名称

機 関 の 住 所
（本店又は主たる事務所）

〒　　　　　　-

担 当 者 電 話 番 号

届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた場合、特定技能所属機関職員（又は委任を受けた作成者）が
変更箇所を訂正し署名すること。

※



（記載要領）
【全般事項】
1 　特定産業分野及び業務区分については、指定書の記載から、以下の対応表に基づき記載する。

身体介護等
建築物内部の清掃

機械金属加工 電気電子機器組立て 金属表面処理
紙器・段ボール箱製造 コンクリート製品製造 ＲＰＦ製造
陶磁器製品製造 印刷・製本 紡織製品製造 縫製
機械金属加工 電気電子機器組立て 金属表面処理
土木 建築 ライフライン・設備

造船 舶用機械 舶用電気電子機器

自動車の日常点検、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務

空港グランドハンドリング 航空機整備

トラック運転者 タクシー運転者 バス運転者
軌道整備 電気設備整備 車両整備 車両製造 運輸係員
耕種農業全般 畜産農業全般
耕種農業全般及び当該業務に関する管理業務
畜産農業全般及び当該業務に関する管理業務
漁業 養殖業
漁業、操業を指揮監督する者の補佐、作業員の指導及び作業工程の管理
養殖業、養殖を管理する者の補佐、作業員の指導及び作業工程の管理
飲食料品製造全般
飲食料品製造全般及び当該業務に関する管理業務
外食業全般
外食業全般及び店舗経営
林業
製材業、合板製造業等に係る木材の加工等

1 　②について、A又はBのいずれかの事由に該当する事項を記載すること。
　なお、複数の事由について届出が必要であれば、別紙を添付して届け出ることとして差し支えない。

2 　③及び④について、以下の対応表に基づきレ点によりチェックすること。
3 　④のＡ又はＢの「その他」について、全角２０文字以内で、内容を具体的、かつ、簡潔に記載すること。
4 　⑤の「法人番号」については、法人でない場合は空欄とすること。
5 　本記載要領の添付は不要。

【②Aを記載する場合】
１ 　Aａ欄の「事由の区分」については、該当する項目にレ点によりチェックすること。

  １か月以上の活動未実施期間が生じた場合は、その他にレ点を付して（　）内にその旨記載すること。
２ 　Ａｃ欄の「事案の概要」について、全角２０文字以内で、内容を具体的、かつ、簡潔に記載すること。

→　１か月以上の活動未実施期間が生じた場合は、その詳細として参考様式第５－１４号を作成して添付すること。
→　それ以外の事由については、その詳細として参考様式第５－１１号を作成して添付すること。

【②Bを記載する場合】
1 　Ｂａ欄の「事由」については、該当する項目にレ点によりチェックすること。

→　１か月以上の活動未実施期間が生じた場合は、その他にレ点を付して（　）内にその旨記載すること。
2 　Ｂｃ欄の「事案の概要」について、全角２０文字以内で、内容を具体的かつ簡潔に記載すること。

→　１か月以上の活動未実施期間が生じた際は、その詳細として参考様式第５－１４号を作成して添付すること。
→　行方不明が発生した場合は、その詳細として参考様式第５－１５号を作成して添付すること。
→　それ以外の事由については、その詳細として参考様式第５－１１号を作成して添付すること。

介護分野
ビルクリーニング分野・特定技能１号

ビルクリーニング分野・特定技能２号
建設内部の清掃に、複数の作業員を指導しながら従事し、現場を管理する業務及
び同業務の計画作成、進行管理その他のマネジメント業務

工業製品製造業分野・特定技能１号

工業製品製造業分野・特定技能２号

建設分野・特定技能１号
建設分野・特定技能２号

特定産業分野 業務区分

造船・舶用工業分野・特定技能１号
造船・舶用工業分野・特定技能２号

自動車整備分野・特定技能１号

自動車整備分野・特定技能２号
自動車の日常点検、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務の一般的
な業務に従事し、他の要員への指導を行う業務

航空分野・特定技能１号
航空分野・特定技能２号

宿泊分野・特定技能１号
宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客、レストランサービス等の宿泊サービス
の提供に従事する業務

宿泊分野・特定技能２号
複数の従業員を指導しながら、宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客、レスト
ランサービス等の宿泊サービスの提供に従事する業務

自動車運送業分野
鉄道分野

木材産業分野

農業分野・特定技能１号

農業分野・特定技能２号

漁業分野・特定技能１号

漁業分野・特定技能２号

飲食料品製造業分野・特定技能１号
飲食料品製造業分野・特定技能２号

外食業分野・特定技能１号
外食業分野・特定技能２号

林業分野



活動継続の意思あり（復帰予定あり） 雇用継続 その他
活動継続の意思あり（復帰予定なし） 転職支援実施 その他
活動継続の意思なし（転職希望） 転職支援実施 雇用契約解除 その他
活動継続の意思なし（帰国希望） 帰国支援実施 その他
その他 雇用継続 転職支援実施

帰国支援実施 雇用契約解除 その他
確認不可能 雇用継続 雇用契約解除 その他連絡不可能

Ａ　活動継続の意思
③特定技能外国人の

現状

連絡可能

④受入れ継続のための措置
Ｂ　措置内容



参考様式第３－４号（別紙）

※法人番号については，法人でない場合は空欄とする。

1 年 月 日 年 月 日

2 年 月 日 年 月 日

3 年 月 日 年 月 日

4 年 月 日 年 月 日

5 年 月 日 年 月 日

6 年 月 日 年 月 日

7 年 月 日 年 月 日

8 年 月 日 年 月 日

9 年 月 日 年 月 日

10 年 月 日 年 月 日

　　　届　出　の　対　象　者　（　中　長　期　在　留　者　）

町名丁目番地号等市区町村都道府県
生年月日国籍・地域性別 郵便番号

（‐を除く。）

住居地

氏名（英字） 在留カード番号

届出機関

〒　　　－

受入れ継続のための措置

措置内容
（プルダウンか
ら選択）

届出の事由
(プルダウンから選択）

項目

　　　届　出　の　内　容

事由の区分
（プルダウンから選択）

活動継続の意思
（プルダウンから選

択）

特定技能外国人の現
状

（プルダウンから選択）
届出の事由発生年月日

氏名又は名称

事案の概要
（全角２０文字以内）

機関の住所
（本店又は主たる事務所）

法人番号（13桁）

特定産業分野 業務区分



参考様式第３－５号

出入国在留管理庁長官　殿

出入国管理及び難民認定法第19条の18第1項第4号の規定により、次のとおり届け出ます。

①届出の対象者

年 月 日

②

Ａ 年 月 日

Ｂ 年 月 日

Ｃ 基準不適合の内容
特定技能基準省令第２条関係（特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機関の基準）
□ 第１項（適合特定技能雇用契約の適正な履行の確保に関する事項）
□ 第２項（適合１号特定技能外国人支援計画の適正な実施の確保に関する事項）

次葉に続く

特定技能雇用契約及び１号特定技能外国人支援計画
の基準等を定める省令の基準不適合に係る届出書

基準不適合が発生した日

基準不適合を知った日

特 定 産 業 分 野 業 務 区 分

氏 名 ( ロ ー マ 字 ) 性 別 男　・　女

生 年 月 日 国 籍 ・ 地 域

在 留 カ ー ド 番 号

基準不適合の概要



Ｄ 基準不適合を知った経緯・内容

ａ
□ 特定技能外国人からの申告
□ 関係行政機関からの指摘（行政指導）
□ 特定技能所属機関の調査により発覚
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ｂ

③基準不適合への対応

Ａ
□ 特定技能外国人への対応
□ 関係行政機関への対応

Ｂ

④ 届出機関

以上の記載内容は事実と相違ありません。

本届出書作成者の署名／作成年月日

年 月 日

　　　　　本書中、※のついた連絡先については、届出内容の確認のため、連絡させていただく場合があります。

機関の氏名又は名称

対 応 区 分

端　　　緒

（全角、３０文字以内）

対 応 結 果
（全角、３０文字以内）

法 人 番 号 （ 13 桁 ）

基準不適合の具体的な内容

機 関 の 住 所
（本店又は主たる事務所）

〒　　　　　　-

届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた場合、特定技能所属機関職員（又は委任を受けた作成者）が
変更箇所を訂正し署名すること。

注意

担 当 者 電 話 番 号 ※



（記載要領）

1 　特定産業分野及び業務区分については、以下の対応表に基づき記載すること。

身体介護等
建築物内部の清掃

機械金属加工 電気電子機器組立て 金属表面処理
紙器・段ボール箱製造 コンクリート製品製造 ＲＰＦ製造
陶磁器製品製造 印刷・製本 紡織製品製造 縫製
機械金属加工 電気電子機器組立て 金属表面処理
土木 建築 ライフライン・設備

造船 舶用機械 舶用電気電子機器

自動車の日常点検、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務

空港グランドハンドリング 航空機整備

トラック運転者 タクシー運転者 バス運転者
軌道整備 電気設備整備 車両整備 車両製造 運輸係員
耕種農業全般 畜産農業全般
耕種農業全般及び当該業務に関する管理業務
畜産農業全般及び当該業務に関する管理業務
漁業 養殖業
漁業、操業を指揮監督する者の補佐、作業員の指導及び作業工程の管理
養殖業、養殖を管理する者の補佐、作業員の指導及び作業工程の管理
飲食料品製造全般
飲食料品製造全般及び当該業務に関する管理業務
外食業全般
外食業全般及び店舗経営
林業
製材業、合板製造業等に係る木材の加工等

1

2 　②Ｂ欄の「基準不適合が発生した日」については、実際に基準不適合が発生又は行われた日を記載すること。
3 　②Ｄａ欄の「端緒」について、「その他」をチェックした場合は括弧内に内容を簡潔に記載すること。
4

5

　なお、特定技能外国人と関係行政機関の両方への対応を行った場合は、その両方にレ点によりチェックすること。
6 　④について、法人番号については、法人でない場合は空欄とすること。
7

8 　本記載要領の添付は不要。

自動車運送業分野
鉄道分野

農業分野・特定技能１号

介護分野
ビルクリーニング分野・特定技能１号

ビルクリーニング分野・特定技能２号
建設内部の清掃に、複数の作業員を指導しながら従事し、現場を管理する業務及
び同業務の計画作成、進行管理その他のマネジメント業務

工業製品製造業分野・特定技能１号

特定産業分野 業務区分

　基準不適合が複数発生した場合や基準不適合の対象者が複数に及ぶなどの場合は、別紙を使用することとして
差し支えない。

　③Ａ欄の「対応区分」について、特定技能外国人への対応、又は関係行政機関への対応を実施した場合は、レ点
によりチェックすること。

　②Ａ欄の「基準不適合を知った日」については、特定技能所属機関の役員又は職員が当該基準不適合を認知した
日を記載すること。

　②Ｄｂ欄及び③Ｂ欄については、全角３０文字以内で簡潔に記載し、当該欄の詳細については、参考様式第５－１
８号を作成し、関係する資料を併せて添付すること。

工業製品製造業分野・特定技能２号

建設分野・特定技能１号
建設分野・特定技能２号

造船・舶用工業分野・特定技能１号
造船・舶用工業分野・特定技能２号

自動車整備分野・特定技能１号

自動車整備分野・特定技能２号
自動車の日常点検、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務の一般的
な業務に従事し、他の要員への指導を行う業務

航空分野・特定技能１号
航空分野・特定技能２号

宿泊分野・特定技能１号
宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客、レストランサービス等の宿泊サービス
の提供に従事する業務

飲食料品製造業分野・特定技能２号
外食業分野・特定技能１号
外食業分野・特定技能２号

林業分野

農業分野・特定技能２号

漁業分野・特定技能１号

漁業分野・特定技能２号

飲食料品製造業分野・特定技能１号

木材産業分野

宿泊分野・特定技能２号
複数の従業員を指導しながら、宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客、レスト
ランサービス等の宿泊サービスの提供に従事する業務



参考様式第３－５号（別紙）

※法人番号については、法人でない場合は空欄とする。

郵便番号
（‐除く）

都道府県 市区町村 町名丁目番地号等

1 年 月 日 年 月 日 年 月 日

2 年 月 日 年 月 日 年 月 日

3 年 月 日 年 月 日 年 月 日

4 年 月 日 年 月 日 年 月 日

5 年 月 日 年 月 日 年 月 日

6 年 月 日 年 月 日 年 月 日

7 年 月 日 年 月 日 年 月 日

8 年 月 日 年 月 日 年 月 日

9 年 月 日 年 月 日 年 月 日

10 年 月 日 年 月 日 年 月 日

11 年 月 日 年 月 日 年 月 日

12 年 月 日 年 月 日 年 月 日

13 年 月 日 年 月 日 年 月 日

14 年 月 日 年 月 日 年 月 日

15 年 月 日 年 月 日 年 月 日

16 年 月 日 年 月 日 年 月 日

17 年 月 日 年 月 日 年 月 日

18 年 月 日 年 月 日 年 月 日

19 年 月 日 年 月 日 年 月 日

20 年 月 日 年 月 日 年 月 日

21 年 月 日 年 月 日 年 月 日

22 年 月 日 年 月 日 年 月 日

基準不適合への対応

性別氏名（ローマ字）基準不適合を知った日 基準不適合が発生した日
基準不適合の類型
（プルダウンから選択）

生年月日国籍・地域
住居地項

目

基準不適合の概要

業務区分

基準不適合の対象となる特定技能外国人

〒　　　－

届出機関

特定産業分野在留カード番号

法人番号（13桁）

機関の氏名又は名称

機関の住所
（本店又は主たる事務所）

基準不適合を知った経緯・内容

基準不適合の具体的な内容
（全角、３０文字以内）

対応区分
（プルダウンから選

択）

対応結果
（全角、３０文字以内）

端緒
（プルダウンから選択）



1 
 

参考様式第３－６号 
 

受入れ・活動状況に係る届出書 
 
 
 
 出入国在留管理庁長官 殿 
                   

 出入国管理及び難民認定法第 19 条の 18 第 2 項第 1 号及び第 3 号の規定により、下記のとおり

届け出ます。 

 

記 
 
１ 届出対象期間 
 
      年 第  四半期 
 
  ※ 「届出の対象期間」は１月１日～３月３１日を「第１四半期」、４月１日～６月３０日

を「第２四半期」、７月１日～９月３０日を「第３四半期」、１０月１日～１２月３１日

を「第４四半期」とし、該当する届出対象期間を記載すること。ただし、初回の報告の始

期は 1 号特定技能外国人又は 2号特定技能外国人（以下「特定技能外国人」という。）が
在留資格「特定技能」の許可を受けた日とすること。 

 
２ 特定技能所属機関 

法人番号（１３桁）              

特定産業分野  

（ふりがな） 
氏名又は名称 

 

 

住 所 

〒   －    
  

 
 

電話（   －    －    ）    

 
３ 受入れ状況に関すること 
  参考様式第３－６号（別紙）のとおり。 
 
４ 報酬に関すること 
（１）特定技能外国人に対する報酬の支払状況（報酬の総額及び銀行その他の金融機関に対する

当該特定技能外国人の預金口座又は貯金口座への振込みその他の方法により現実に支払われ

た額を含む。） 
参考様式第３－６号（別紙）及び別添資料のとおり。 
 

※ 



2 
 

（２）（１）の特定技能外国人の報酬を決定するに当たって比較対象者とした日本人従業員に対

する報酬の支払状況（比較対象とした日本人従業員がいない場合は、特定技能外国人と同一の

業務に従事する日本人従業員に対する報酬の支払状況） 
   別添の資料のとおり。 
 

５ 雇用状況に関すること 

 

在籍者数 

（届出期間末日

における雇用者

数） 

新規雇用者数 

（届出期間中に

新規雇用した人

数） 

自発的離職者数 

（届出期間中に

自己都合退職し

た人数） 

非自発的離職者数 

（届出期間中に解

雇等会社都合で退

職した人数） 

行方不明者数 

（特定技能所属機関の

責めに帰すべき事由か

を問わない） 

(a) 特定技能１号 人 人 人 人 人 

(b) 特定技能２号 人 人 人 人 人 

(c) (a)と同一の

業務に従事する日

本人従業員 

人 人 人 人 
 

(d)(a)と同一の業

務に従事する外国

人従業員 

人 人 人 人 

 

(e) (b)と同一の

業務に従事する日

本人従業員 

人 人 人 人 
 

(f) (b)と同一の

業務に従事する外

国人従業員 

人 人 人 人 
 

(g)(c) ないし (f)

以外の従業員（日

本人＋外国人） 

 

人 

 

人 

   

 
６ 労働保険の適用状況に関すること 
（１）雇用保険の適用について 
① 雇用する全ての特定技能外国人について， 
☐ 雇用保険の被保険者資格取得手続を行った。 
☐ 雇用保険の被保険者資格取得手続を完了していない者がいる（届出日の直前に雇用し      

た者で、被保険者資格取得手続期間内にある者については含まない。）。 
   （被保険者資格取得手続が未了の者がいる場合は、その者の身分事項及び手続が未了で

ある理由について理由書を添付すること） 
☐ 雇用保険の適用外事業所であるため対象外である。 
② 納付すべき雇用保険の保険料について， 
□ 納期限が到来した保険料の納付を行った。 
□ 納期限が到来した保険料の納付を行っていない（納付をしていない場合は、その理由       

について理由書を添付すること）。 
□ 雇用保険の適用外事業所のため対象外である。 

（２）労災保険の適用について 
  ☐ 労災保険の適用事業所として、労災保険の適用の手続を行っている。 
  ☐ 労災保険の適用外事業所だが、それに類する民間保険への加入手続きを行っている。 
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７ 社会保険の加入状況に関すること 
（１）雇用する全ての特定技能外国人について， 

☐ 健康保険及び厚生年金保険の被保険者資格取得手続を行った。 
☐ 健康保険及び厚生年金保険の被保険者資格取得手続を完了していない者がいる（届出日  
の直前に雇用した者で、被保険者資格取得手続期間内にある者については含まない。）。 
（被保険者資格取得手続が未了の者がいる場合は、その者の身分事項及び手続が未了であ

る理由について理由書を添付すること） 
  ☐ 健康保険及び厚生年金保険の適用外事業所であるため対象外である。 
（２）特定技能所属機関が納付すべき社会保険料（健康保険及び厚生年金保険の適用事業所の場

合は当該保険料、適用外事業所である場合は、特定技能所属機関自身の国民健康保険の保険

料（又は保険税）及び国民年金の保険料）について， 
□ 納期限が到来した保険料の納付を行った。 
□ 納期限が到来した保険料の納付を行っていない（納付をしていない場合は、その理由に  
ついて理由書を添付すること）。 

 
８ 税の納付状況に関すること 
（１） 雇用する全ての特定技能外国人に関する税（所得税及び住民税等）の納付状況について、 
□ 特定技能外国人から徴収した税（所得税及び住民税等）の全てについて納付を行った。 
□ 特定技能外国人から徴収した税（所得税及び住民税等）の全て又は一部の納付を行ってい

ない（税目及びその理由について、理由書を添付すること）。 
（２）特定技能所属機関に関する税（特定技能所属機関が法人の場合は法人税、法人住民税等。

個人事業主の場合は、所得税、住民税等。）の納付状況について， 
☐ 納付すべき税について納付を行った。 
☐ 納付すべき税について納付を行っていない（税目及びその理由について理由書を添付す

ること）。 
 
９ 安全衛生の状況に関すること 
（１）労働安全衛生の確保 
雇用する全ての特定技能外国人について， 
□ 労働安全衛生法の規定を遵守し安全衛生の確保を行っている。 
□ 労働安全衛生法の規定に反する行為を行った（詳細について理由書を添付すること）。 

（２）届出対象期間内に、労働災害が発生した場合はその状況及び対応の詳細を記載した理由書

（任意書式）を添付すること。 
 
10 特定技能外国人の受入れに要した費用の額 

① １号特定技能外国人支援計画の実施に要した費用 円 

 対象者数（届出対象期間内に受け入れていた１号特定技能外国人の総数）       人 

② 受入れの準備に要した費用         円（うち外国人負担分       円） 
 対象者数（届出対象期間内に新たに受入れを開始した特定技能外国人の総数）     人 

 （内訳）１号特定技能外国人数          人 

     ２号特定技能外国人数          人 

 ※「受入れの準備に要した費用」欄については、届出対象期間内に新たに受入れを開始した

特定技能外国人に関する費用に関し、特定技能所属機関、特定技能外国人が負担した額に

ついて、名目を問わず計上すること。 

 

11 その他の適格性に関すること 

届出期間内において、行政機関からの指導があった場合等、特定技能所属機関の適格性に関
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する事項について、その内容及び対応の詳細を記載した理由書（任意書式）を添付すること。 

 

12 本届出に係る担当者 

氏名  

役職名  

連絡先（電話番号） 
（事務所） 

（携 帯） 
 
（注意） 
１ ２欄について、特定技能所属機関が法人でない場合、法人番号は空欄とすること。 
２ ３欄及び４欄については、参考様式第３－６号（別紙）に必要項目を記載の上、４（１）及び
（２）に係る以下の事項を明らかにする資料（賃金台帳等）を添付すること。 
①  届出の対象期間中に雇用していた特定技能外国人について 
・届出の対象期間内に特定技能外国人に対して支払った月額報酬（基本給額、支給総額、割増
賃金、手当額、賞与額、法定外控除額、法定控除額、差引支払額） 
・届出期間内の月ごとの労働状況（労働時間、所定時間外労働時間） 
②  同等報酬について比較対象日本人従業員がいる場合は当該日本人従業員について 
・届出の対象期間内に比較対象日本人従業員に対して支払った月額報酬（基本給額、割増賃金、
手当額、賞与額、控除額、差引支払額） 
※比較対象とした日本人従業員がいない場合は、特定技能外国人と同一の業務に従事する日本
人従業員に対して支払った月額報酬（基本給額、割増賃金、手当額、賞与額、控除額、差引支
払額） 

３ ５欄の「在籍者数」欄には、新規雇用者数を含んだ数を記載すること。 
４ ５欄について、非自発的離職者を発生させている場合は、労働基準法第１０７条に規定する労
働者名簿の写しを添付すること。 
５ ５欄について、行方不明者を発生させている場合は、その都度、「受入れ困難に係る届出書（参
考様式第３－４号）」の届出を行わなければなりません。 
６ ６欄（１）①及び７欄（１）について、被保険者資格取得手続を未了の場合は、当該手続が未
了である特定技能外国人の氏名、生年月日、性別、国籍又は地域、住居地、在留カード番号及び
手続が未了である理由について記載した理由書（任意様式）を提出すること。 
７ ６欄（１）②、７欄（２）及び８欄について、保険料又は税の納付を行っていない場合は当該
納付を行っていない保険料の種類又は税目及び理由、特定の事業所分について納付を行っていな
い場合は当該事業所名及び理由について記載した理由書（任意様式）を提出すること。 
８ 10 欄の「受入れの準備に要した費用」の欄の「特定技能外国人の総数」には、届出対象期間内
に在留資格「特定技能」に係る上陸許可又は在留資格変更許可を受けた特定技能外国人のうち、
実際に就労を開始していない者も含む。 

                    

 

特定技能所属機関の氏名又は名称               

 

                   作成責任者の氏名                 
  

電話番号                
 
 
 
本届出書作成者の署名／作成年月日                        
 
 
                                      年     月     日  
 

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた場合、特定技能所属機関職員（又は委任を受けた作成者）が 

   変更箇所を訂正し署名すること。 

本書中、※のついた連絡先については、届出内容の確認のため、連絡させていただく場合があります。 

※ 

※ 



参考様式第３－６号（別紙）

特定技能所属機関の氏名又は名称：

No
氏名

国籍・地域
住居地

（氏名） （生年月日） 〒   - 月 日 円 円 円

　年　月　日 □ 男 □ 女 月 日 円 円 円

（国籍・地域） 月 日 円 円 円

円 円 円

（氏名） （生年月日） 〒   - 月 日 円 円 円

　年　月　日 □ 男 □ 女 月 日 円 円 円

（国籍・地域） 月 日 円 円 円

円 円 円

（氏名） （生年月日） 〒   - 月 日 円 円 円

　年　月　日 □ 男 □ 女 月 日 円 円 円

（国籍・地域） 月 日 円 円 円

円 円 円

（氏名） （生年月日） 〒   - 月 日 円 円 円

　年　月　日 □ 男 □ 女 月 日 円 円 円

（国籍・地域） 月 日 円 円 円

円 円 円

（氏名） （生年月日） 〒   - 月 日 円 円 円

　年　月　日 □ 男 □ 女 月 日 円 円 円

（国籍・地域） 月 日 円 円 円

円 円 円

※ Ａ：比較対象となる日本人労働者がいる（日本人労働者の賃金台帳写し等を添付）　Ｂ：比較対象となる日本人労働者がいない（同一の業務に従事する従業員の賃金台帳写し等を添付）

（注意）
１

２

３

４

支給総額 差引支給額 法定控除額

□ Ｂ

報酬決定に当
たって比較対
象とした従業
員（※）

□ Ａ

□ Ｂ

□ Ａ

□ Ｂ

□ Ａ

□ Ｂ

□ Ａ

□ Ｂ

□ Ａ

□
変更
あり

□
変更
なし

□
変更
なし

□
変更
なし

□
変更
なし

変更
なし

生年月日・性別
在留カード番号

変更
なし

□
変更
あり

（性別）

（性別）

（在留カード番号）

（性別）

（在留カード番号）

（性別）

（在留カード番号）

□
変更
なし

□
変更
なし

変更
なし

変更
あり

□

活動（就
労）場所

□

変更
あり

□

□
変更
なし

□

（性別）

（在留カード番号）

□

活動（業
務）内容

□
変更
あり

□
変更
あり

活動
日数

該当月

□
変更
なし

□
変更
あり

（在留カード番号）

特定技能外国人の受入れ状況・報酬の支払状況

「活動（就労）場所」及び「活動（業務）内容」は、出入国在留管理庁へ直近で提出した雇用条件書（参考様式第１－６号）の内容から変更が生じた場合は「変更あり」にチェックをすること。なお、「変更あり」
の場合は、併せて「特定技能雇用契約変更の届出（参考様式第３－１－１号）」を行うこと。

本届出は、届出期間中の在籍者について記載し、届出期間中に受入れを終了した者については受入れ終了までの事項を記載すること。
また、「活動日数」は届出の対象となる該当月の初日から末日までの活動日数を記載すること。報酬については、（賃金締切り日に関係なく）該当月に実際に支払われた額を記載すること。

２

３

１

派遣先の
氏名又は
名称及び
所在地

５

□
変更
あり

□
変更
あり

□
変更
あり

４

□
変更
なし

□
変更
あり

□
変更
なし

□

「派遣先の氏名又は名称及び所在地」は、特定技能外国人を派遣労働者として業務に従事させる場合のみ記載し、出入国在留管理庁へ直近で提出した就業条件明示書（参考様式第１－１３号）の内容から変更が生じ
た場合は「変更有り」にチェックをすること。なお、「変更有り」の場合は、併せて「特定技能雇用契約変更の届出（参考様式第３－１号）」を行うこと。

受入れ終了者については、受入れ終了前の届出期間中に、出入国在留管理庁へ直近で提出した雇用契約書の内容から変更が生じていた場合は「変更あり」にチェックをすること（受入れ終了の事実は「変更あり」に
含めない。）。

□
変更
なし

□
変更
なし

□
変更
あり

□
変更
あり

□
変更
あり

変更
あり

合計

合計

合計

合計

合計



No
氏名

国籍・地域
住居地

（氏名） （生年月日） 〒   - 月 日 円 円 円

　年　月　日 □ 男 □ 女 月 日 円 円 円

（国籍・地域） 月 日 円 円 円

円 円 円

（氏名） （生年月日） 〒   - 月 日 円 円 円

　年　月　日 □ 男 □ 女 月 日 円 円 円

（国籍・地域） 月 日 円 円 円

円 円 円

（氏名） （生年月日） 〒   - 月 日 円 円 円

　年　月　日 □ 男 □ 女 月 日 円 円 円

（国籍・地域） 月 日 円 円 円

円 円 円

（氏名） （生年月日） 〒   - 月 日 円 円 円

　年　月　日 □ 男 □ 女 月 日 円 円 円

（国籍・地域） 月 日 円 円 円

円 円 円

（氏名） （生年月日） 〒   - 月 日 円 円 円

　年　月　日 □ 男 □ 女 月 日 円 円 円

（国籍・地域） 月 日 円 円 円

円 円 円

（氏名） （生年月日） 〒   - 月 日 円 円 円

　年　月　日 □ 男 □ 女 月 日 円 円 円

（国籍・地域） 月 日 円 円 円

円 円 円

（氏名） （生年月日） 〒   - 月 日 円 円 円

　年　月　日 □ 男 □ 女 月 日 円 円 円

（国籍・地域） 月 日 円 円 円

円 円 円

※ Ａ：比較対象となる日本人労働者がいる（日本人労働者の賃金台帳写し等を添付）　Ｂ：比較対象となる日本人労働者がいない（同一の業務に従事する従業員の賃金台帳写し等を添付）

（注意）
１

法定控除額支給総額 差引支給額

□ Ａ

□ Ｂ

□ Ａ

□ Ｂ

□ Ａ

□ Ｂ

□ Ａ

□ Ａ

□ Ｂ

□ Ｂ

□ Ａ

□ Ｂ

□ Ａ

□ Ｂ

（在留カード番号）

該当月
活動
日数

報酬決定に当
たって比較対
象とした従業
員（※）

□
変更
あり

（性別）

（在留カード番号）

（性別）

（性別）

変更
なし

□
変更
なし

□

生年月日・性別
在留カード番号

活動（就
労）場所

活動（業
務）内容

７

変更
あり

□
変更
あり

□
変更
あり

□
変更
なし

□
変更
なし

□
変更
なし

□

６

（性別）

（在留カード番号）

（性別）

（在留カード番号） 変更
あり

□
変更
あり

８

□
変更
あり

□
変更
あり

□
変更
あり

（性別）

（在留カード番号）

□
変更
なし

□
変更
なし

□
変更
なし

９

□
変更
なし

□
変更
なし

□
変更
なし

□
変更
あり

□
変更
あり

□
変更
あり

（性別）

（在留カード番号）

10

□
変更
なし

□
変更
なし

□
変更
なし

□
変更
あり

□
変更
あり

□
変更
あり

12

該当する記載欄が足りない場合は、適宜２枚目のシートを編集した上で使用して差し支えない。

11

□
変更
なし

□
変更
なし

□
変更
なし

□
変更
あり

□
変更
あり

□
変更
あり

□
変更
なし

□
変更
なし

□
変更
なし

□
変更
あり

□
変更
あり

□
変更
あり

（在留カード番号）

合計

合計

合計

合計

合計

合計

合計

派遣先の
氏名又は
名称及び
所在地

□
変更
なし

□



参考様式第３－７号                            特定技能所属機関用 

支援実施状況に係る届出書 

（届出の対象期間：    年 第  四半期） 

 

出入国在留管理庁長官 殿 

 

出入国管理及び難民認定法第 19 条の 18第 2項第 2号の規定により、1号特定技能外国人支援計画に基づ

き、下記のとおり、届出対象期間内に支援を実施しましたので届け出ます。 

 

記 

１ 特定技能所属機関 

 

２ 支援対象１号特定技能外国人 
当該四半期に受け入れていた１号特定技能外国人は、別紙のとおりです。 

 
→参考様式第３－７号別紙に、当該四半期に１日でも受け入れた実績のある特定技能外国人を記載してください。 

 

３ １号特定技能外国人の支援 
１号特定技能外国人支援計画書に記載された１０項目の義務的支援（その他任意的支援について記載が

ある場合は、これを含む。）について、別紙に記載した特定技能外国人に係る実施状況を下記のとおり報告
します。 

 

 □ １号特定技能外国人支援計画書において当該四半期中に実施予定となっている支援について、全て実施した。 
 

 

 □ １号特定技能外国人支援計画書において当該四半期中に実施予定となっている支援について、実施していな
い支援がある。 

 

→いずれか一方を選択してください。 

→届出の対象機関より前に実施した支援（例：来日の際の空港までの出迎え）や当該四半期において実施する予定がない支援（例：帰国
の際の空港までの送迎）については、報告の対象ではありません。 

→「相談・苦情への対応」支援について、対象期間内に相談や苦情が寄せられなかった場合は、「全て実施した」としてください。 

→「非自発的離職時の転職支援」について、対象期間内に非自発的離職が発生しなかった場合は、「全て実施した」としてください。 

 

上記の記載内容は、事実と相違ありません。 

特定技能所属機関の氏名又は名称                

 

作成責任者の氏名                

 

電話番号                

 
本届出書作成者の署名／作成年月日                        
 
 
                                        年     月     日  
 

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた場合、特定技能所属機関職員（又は委任を受けた作成者）が変更箇所

を訂正し署名すること。 

法人番号（13 桁）                           

（ふりがな） 

氏名 又は 名称  

 

 

 

住      所 

 

〒   －     

 

（電話    －    －     ） 

※ 

※ 



本書中、※のついた連絡先については、届出内容の確認のため、連絡させていただく場合があります。 
（記載要領）※本頁の提出は不要です。 

 

１ 「届出の対象期間」は、１月１日から３月３１日までを「第１四半期」、４月１日から６月３０日までを「第２四半期」、７月１日から９月

３０日までを「第３四半期」、１０月１日から１２月３１日までを「第４四半期」とし、該当する届出対象期間を記載すること。 

２ 項番１の「法人番号」欄は、法人でない場合は空欄とすること。 

３ 項番２は、届出の対象期間において支援を実施した１号特定技能外国人について、名簿として参考様式第３－７号別紙を添付すること。 

なお、受入れ・活動状況に関する届出（参考様式第３－６号）と同時に届出を行う場合には、２欄の「氏名」欄に「受入れ・活動状況に係
る届出書に記載のとおり」と記載した上、別紙の名簿の添付は省略して差し支えない。 

４ 項番３は、届出の対象期間に実施すべき支援（支援計画において当該期間内に実施する予定がないものは除く。）について、当該期間内に

全て実施した場合は「１号特定技能外国人支援計画書において当該四半期中に実施予定となっている支援について、全て実施した。」を選択す
ること。 

また、当該期間内に支援を計画していたが実施できなかった場合は「１号特定技能外国人支援計画書において当該四半期中に実施予定とな

っている支援について、実施していない支援がある。」を選択した上で、実施していない支援項目と実施していない理由を記載した理由書（参
考様式第５－１３号）を添付すること。 

なお、「相談・苦情への対応」支援について、相談や苦情が寄せられなかった場合は、「全て実施した」として取り扱い、また、「非自発的離

職時の転職支援」について、非自発的離職が発生しなかった場合も、「全て実施した」として取り扱うこと。 

５ 支援の実施内容によって提出が必要な添付資料は以下のとおり。 

 

生活オリエンテーションを実施した場合 → 
生活オリエンテーションの確認書（参考様式第５－８号）を作成し、

特定技能所属機関の事務所で保管してください（提出は不要です。）。 

相談・苦情への対応を実施した場合 → 相談記録書（参考様式第５－４号）を提出してください。 

定期面談を実施した場合 → 

定期面談報告書（外国人用、参考様式第５－５号） 

定期面談報告書（監督者用、参考様式第５－６号） 

を提出してください。 

非自発的離職時の転職支援を実施した場合 → 転職支援実施報告書（参考様式第５－１２号）を提出してください。 

実施予定としていたが、実施していない支援がある場合 → 
支援未実施に係る理由書（参考様式第５－１３号） 

を提出してください。 

 



参考様式第３－７号

出入国在留管理庁長官　殿

出入国管理及び難民認定法第19条の18第1項第4号の規定により、次のとおり届け出ます。

① 届出の対象者

年 月 日

② 届出の事由 （該当するものを選んでください。）

□ 支援の実施困難 □ その他の特異事案

Ａを記入 Ｂを記入

Ａ 支援の実施困難

a □ 事前ガイダンス □ 日本語学習の機会の提供
□ 空港等への出迎え □ 相談・苦情対応
□ 空港等への見送り □ 日本人との交流促進
□ 住居の確保・生活に必要な契約に関する支援 □ 非自発的離職時の転職支援
□ 生活オリエンテーション □ 定期的な面談の実施
□ 関係機関への同行その他必要な支援

ｂ 年 月 日

ｃ

d □
□
□

次葉に続く

特定技能所属機関用

氏 名 ( ロ ー マ 字 ) 性 別 男　・　女

生 年 月 日 国 籍 ・ 地 域

在 留 カ ー ド 番 号

実施再開困難    （　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
実施再開不可能（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

特 定 産 業 分 野 業 務 区 分

対 象 の 支 援 項 目

１号特定技能外国人支援計画の実施困難に係る届出書

実 施 困 難 の 理 由
（全角、２０文字以内）

事 由 発 生 日

措 置 内 容 実施再開（再開見込み含む）



Ｂ その他の特異事案

a □ 特定技能外国人本人の職業生活上の問題を把握
□ 特定技能外国人本人の日常生活上の問題を把握
□ 特定技能外国人本人の社会生活上の問題を把握
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ｂ 年 月 日

ｃ

d □
□
□

③ 届出機関

以上の記載内容は事実と相違ありません。

本届出書作成者の署名／作成年月日

年 月 日

　　　　　本書中、※のついた連絡先については、届出内容の確認のため、連絡させていただく場合があります。

法 人 番 号 （ 13 桁 ）

問題解決困難    （　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

機 関 の 住 所
（本店又は主たる事務所）

〒　　　　　　-

事 案 の 概 要
（全角、２０文字以内）

問題解決不可能（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

機関の氏名又は名称

担 当 者 電 話 番 号

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた場合、特定技能所属機関職員（又は委任を受けた作成社）が
変更箇所を訂正し署名すること。

事 由

事 由 発 生 日

措 置 内 容 問題解決（解決見込み含む）

※

※



（記載要領）
【全般事項】
1 　特定産業分野及び業務区分については、以下の対応表に基づき記載すること。

身体介護等
建築物内部の清掃

機械金属加工 電気電子機器組立て 金属表面処理
紙器・段ボール箱製造 コンクリート製品製造 ＲＰＦ製造
陶磁器製品製造 印刷・製本 紡織製品製造 縫製
機械金属加工 電気電子機器組立て 金属表面処理
土木 建築 ライフライン・設備

造船 舶用機械 舶用電気電子機器

自動車の日常点検、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務

空港グランドハンドリング 航空機整備

トラック運転者 タクシー運転者 バス運転者
軌道整備 電気設備整備 車両整備 車両製造 運輸係員
耕種農業全般 畜産農業全般
耕種農業全般及び当該業務に関する管理業務
畜産農業全般及び当該業務に関する管理業務
漁業 養殖業
漁業、操業を指揮監督する者の補佐、作業員の指導及び作業工程の管理
養殖業、養殖を管理する者の補佐、作業員の指導及び作業工程の管理
飲食料品製造全般
飲食料品製造全般及び当該業務に関する管理業務
外食業全般
外食業全般及び店舗経営
林業
製材業、合板製造業等に係る木材の加工等

1 　②について、A又はBのいずれかの事由に該当する事項を記載すること。
　なお、複数の事由について届出が必要であれば、別紙を添付して届け出ることとして差し支えない。

2

3 　③の「法人番号」については、法人でない場合は空欄とすること。
4 　本記載要領の添付は不要。

飲食料品製造業分野・特定技能２号
外食業分野・特定技能１号
外食業分野・特定技能２号

林業分野

業務区分

ビルクリーニング分野・特定技能１号

ビルクリーニング分野・特定技能２号
建設内部の清掃に、複数の作業員を指導しながら従事し、現場を管理する業務及
び同業務の計画作成、進行管理その他のマネジメント業務

工業製品製造業分野・特定技能１号

工業製品製造業分野・特定技能２号

建設分野・特定技能１号
建設分野・特定技能２号

造船・舶用工業分野・特定技能１号
造船・舶用工業分野・特定技能２号

自動車整備分野・特定技能１号

自動車整備分野・特定技能２号
自動車の日常点検、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務の一般的
な業務に従事し、他の要員への指導を行う業務

航空分野・特定技能１号
航空分野・特定技能２号

宿泊分野・特定技能１号
宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客、レストランサービス等の宿泊サービス
の提供に従事する業務

宿泊分野・特定技能２号
複数の従業員を指導しながら、宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客、レスト
ランサービス等の宿泊サービスの提供に従事する業務

農業分野・特定技能１号

農業分野・特定技能２号

漁業分野・特定技能１号

漁業分野・特定技能２号

　Ac欄及びＢc欄の「事案の概要」について、全角２０文字以内で簡潔に記載し、詳細については参考様式第５－１３
号を作成し添付すること。

特定産業分野
介護分野

自動車運送業分野
鉄道分野

木材産業分野

飲食料品製造業分野・特定技能１号



参考様式第４－1号

出入国在留管理庁長官　殿

出入国管理及び難民認定法第１９条の２９第１項の規定により、次のとおり届け出ます。

①　届出機関

②　届出の事由 （該当するものを選んでください。）

□支援業務の休止 □支援業務の廃止

Ａを記入 Ｂを記入

Ａ　支援業務の休止

a 年 月 日

b □
□
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ｃ

□ 再開予定あり 年 月 日

□ 再開未定

Ｂ　支援業務の廃止

a 年 月 日

ｂ □
□
□
□

次葉に続く

事業縮小

支援業務の休止又は廃止に係る届出書

休 止 年 月 日

電 話 番 号担 当 者

登 録 番 号

法 人 番 号 （ 13 桁 ）

休止する事由 事業上の都合

機関の氏名又は名称

事業縮小

休止予定期間

機 関 の 住 所
（本店又は主たる事務所）

〒　　　　　　-

その他事業上の都合

死亡
廃止する事由

廃 止 年 月 日

倒産

再開予定年月日

※



③ 休止又は廃止時に委託契約を締結していた特定技能所属機関の有無

□ あり □ なし

以上の記載内容は事実と相違ありません。

本届出書作成者の署名／作成年月日

年 月 日

（注）本書中、※のついた連絡先については、届出内容の確認のため、連絡させていただく場合があります。

（注意）
1 　①の法人番号については、法人でない場合は空欄とすること。
2 　②Aｂ欄について、「その他」にチェックした場合、休止する事由を具体的、かつ、簡潔に記載すること。
3 　②Aｃ欄について、「再開予定あり」にチェックした場合、再開予定日を記入すること。
4 　③欄は、「あり」の場合は、当該特定技能所属機関の氏名又は名称、住所及び連絡先を証明する資料を添付すること。
5

6 　届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた場合、登録支援機関職員（又は委任を受けた作成者）が変更
箇所を訂正し署名すること。

　支援を行う事務所のうち一部の事務所において支援業務を休止する場合、新たな事務所において支援業務を開
始する場合は、「登録事項変更に関する届出書（別記第２９号の１６様式）」を提出すること。



参考様式第４－２号

出入国在留管理庁長官　殿

出入国管理及び難民認定法施行規則第１９条の２３第２項の規定により、次のとおり届け出ます。

①　届出機関

②

年 月 日

以上の記載内容は事実と相違ありません。

本届出書作成者の署名／作成年月日

年 月 日

（注）本書中、※のついた連絡先については、届出内容の確認のため、連絡させていただく場合があります。

（注意）
1 　本届出書は、支援業務を再開しようとする１か月前までに提出すること。
2 　法人番号については、法人でない場合は空欄とすること。
3

機 関 の 住 所
（本店又は主たる事務所）

〒　　　　　　-

　届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた場合、登録支援機関職員（又は委任を受けた作成者）が変
更箇所を訂正し署名すること。

支 援 業 務 の 再 開 に 係 る 届 出 書

登 録 番 号

届 出 の 事 由

支援を再開する予定日

電 話 番 号担 当 者

法 人 番 号 （ 13 桁 ）

機関の氏名又は名称

※



参考様式第４－３号                              登録支援機関用 

支援実施状況に係る届出書 

（届出の対象期間：    年 第  四半期） 

 出入国在留管理庁長官 殿 

 

出入国管理及び難民認定法第 19 条の 30第 2項の規定により、1号特定技能外国人支援計画に基づき、下

記のとおり、届出対象期間内に支援を実施しましたので届け出ます。 

 

記 

１ 支援を実施した登録支援機関 

登 録 番 号  

法人番号（13 桁） 
                          

（ふりがな） 

氏 名 又 は 名 称 

 

 

住 所     

（本店又は主たる事務所） 

〒   －     

 

（電話    －    －     ） 

 

２ １号特定技能外国人を受け入れている特定技能所属機関 

法人番号（13 桁）              

（ふりがな） 

氏 名 又 は 名 称 

 

 

住 所 

〒   －     

 

（電話    －    －     ） 

 

３ 支援対象１号特定技能外国人 
当該四半期に受け入れていた１号特定技能外国人は、別紙のとおりです。 

 
→参考様式第３－７号別紙に、当該四半期に１日でも受け入れた実績のある特定技能外国人を記載してください。 

 

４ １号特定技能外国人の支援 
１号特定技能外国人支援計画書に記載された１０項目の義務的支援（その他任意的支援について記載が

ある場合は、これを含む。）について、別紙に記載した特定技能外国人に係る実施状況を下記のとおり報告
します。 

 

 □ １号特定技能外国人支援計画書において当該四半期中に実施予定となっている支援について、全て実施した。 
 

 

 □ １号特定技能外国人支援計画書において当該四半期中に実施予定となっている支援について、実施していな
い支援がある。 

 

→いずれか一方を選択してください。 

→届出の対象期間より前に実施した支援（例：来日の際の空港までの出迎え）や当該四半期において実施する予定がない支援（例：帰国
の際の空港までの送迎）については、報告の対象ではありません。 

→「相談・苦情への対応」支援について、対象期間内に相談や苦情が寄せられなかった場合は、「全て実施した」としてください。 

→「非自発的離職時の転職支援」について、対象期間内に非自発的離職が発生しなかった場合は、「全て実施した」としてください。 

※ 

※ 



５ 支援対象１号特定技能外国人に関する出入国又は労働関係法令違反等 

違反事実の発生年月日 
（届出対象期間中に複数回発生した場合は、その全てについて記載すること） 

 

違反事実の内容 

（法令違反事実について具体的かつ簡潔に記載すること） 

違反事実への対応結果 

（関係行政機関への対応含

む。） 

 

 
６ １号特定技能外国人の行方不明その他の問題発生状況 

① 支援対象１号特定技能外国人の行方不明者数 

（２欄の「特定技能所属機関」に所属する者に限る。） 
名 

② 支援対象１号特定技能外国人の行方不明者数 

（①の者を内数として含む。） 
名 

③ 雇用する特定技能外国人の行方不明者数 名 

④ 雇用又は実習監理する技能実習生の行方不明者数 名 

 
７ その他登録支援機関の適格性に関すること 

 

 

上記の記載内容は、事実と相違ありません。 

 

登録支援機関の氏名又は名称                                    

 

作成責任者の氏名                  

 

電話番号                   

本届出書作成者の署名／作成年月日 
 
 
                                        年     月     日  
 

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた場合、登録支援機関職員（又は委任を受けた作成者）が変更箇所を訂

正し署名すること。 

本書中、※のついた連絡先については、届出内容の確認のため、連絡させていただく場合があります。 

 

※ 



（記載要領）※本頁の提出は不要です。 

 

１ 「届出の対象期間」欄は、１月１日から３月３１日までを「第１四半期」、４月１日から６月３０日までを「第２四半期」、７月１日から９
月３０日までを「第３四半期」、１０月１日から１２月３１日まで「第４四半期」とし、該当する届出対象期間を記載すること。 

２ 項番１及び項番２の「法人番号」欄は、法人でない場合は空欄とすること。 

３ 項番３は、届出の対象期間において支援を実施した１号特定技能外国人について、名簿として参考様式第４－３号別紙を添付すること。 

４ 項番４は、届出の対象期間に実施すべき支援（支援計画において当該期間内に実施する予定がないものは除く。）について、当該期間内に
全て実施した場合は「１号特定技能外国人支援計画書において当該四半期中に実施予定となっている支援について、全て実施した。」を選択す

ること。 

また、当該期間内に支援を計画していたが実施できなかった場合は「１号特定技能外国人支援計画書において当該四半期中に実施予定とな
っている支援について、実施していない支援がある。」を選択した上で、実施していない支援項目と実施していない理由を記載した理由書（参

考様式第５－１３号）を添付すること。 

なお、「相談・苦情への対応」支援について、相談や苦情が寄せられなかった場合は、「全て実施した」として取り扱い、また、「非自発的離
職時の転職支援」について、非自発的離職が発生しなかった場合も、「全て実施した」として取り扱うこと。   

５ 項番５は、届出の対象期間において、特定技能所属機関や登録支援機関が、支援対象の特定技能外国人に関して出入国又は労働に関する法
令に違反する行為を行った場合に記載すること。 

６ 項番６②は、登録支援機関として届出の対象期間に支援を行った全ての１号特定技能外国人（本届出書の項番３で提出した名簿に記載した

者に限られない。）について記載すること（行方不明者が発生していない場合は必ず０と記載すること。）。 

７ 項番７は、届出期間内に登録支援機関に行政機関からの指導があった場合等、登録支援機関の適格性に関して、その内容及びその対応の

詳細を記載し、立証資料を添付すること。 

８ 支援の実施内容によって提出が必要な添付資料は以下のとおり。 

 

生活オリエンテーションを実施した場合 → 
生活オリエンテーションの確認書（参考様式第５－８号）を作成し、

登録支援機関の事務所で保管してください（提出は不要です。）。 

相談・苦情への対応を実施した場合 → 相談記録書（参考様式第５－４号）を提出してください。 

定期面談を実施した場合 → 

定期面談報告書（外国人用、参考様式第５－５号） 

定期面談報告書（監督者用、参考様式第５－６号） 

を提出してください。 

非自発的離職時の転職支援を実施した場合 → 転職支援実施報告書（参考様式第５－１２号）を提出してください。 

実施予定としていたが、実施していない支援がある場合 → 
支援未実施に係る理由書（参考様式第５－１３号） 

を提出してください。 

 



参考様式第４－３号

出入国在留管理庁長官　殿

出入国管理及び難民認定法施行規則第19条の24の2の規定により、次のとおり報告します。

① 報告の対象者

年 月 日

② 報告の事由 （該当するものを選んでください。）

□ 支援の実施困難 □ その他の特異事案

Ａを記入 Ｂを記入

Ａ 支援の実施困難

a □ 事前ガイダンス □ 日本語学習の機会の提供
□ 空港等への出迎え □ 相談・苦情対応
□ 空港等への見送り □ 日本人との交流促進
□ 住居の確保・生活に必要な契約に関する支援 □ 非自発的離職時の転職支援
□ 生活オリエンテーション □ 定期的な面談の実施
□ 関係機関への同行その他必要な支援

ｂ 年 月 日

ｃ

d □
□
□

次葉に続く

１号特定技能外国人支援計画の実施における特異事案報告書

特 定 産 業 分 野

事 由 発 生 日

措 置 内 容 実施再開（再開見込み含む）

実施再開不可能（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

業 務 区 分

実 施 困 難 の 理 由
（全角、２０文字以内）

対 象 の 支 援 項 目

国 籍 ・ 地 域

在 留 カ ー ド 番 号

実施再開困難    （　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

登録支援機関用

氏 名 ( ロ ー マ 字 ) 性 別 男　・　女

生 年 月 日



Ｂ その他の特異事案

a □ 特定技能外国人本人の職業生活上の問題を把握
□ 特定技能外国人本人の日常生活上の問題を把握
□ 特定技能外国人本人の社会生活上の問題を把握
□ 特定技能所属機関における基準不適合等の問題を把握
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ｂ 年 月 日

ｃ

d □
□
□

③ 報告機関

以上の記載内容は事実と相違ありません。

本報告書作成者の署名／作成年月日

年 月 日

　　　　　本書中、※のついた連絡先については、報告内容の確認のため、連絡させていただく場合があります。

機 関 の 住 所
（本店又は主たる事務所）

〒　　　　　　-

機関の氏名又は名称

担 当 者 電 話 番 号

法 人 番 号 （ 13 桁 ）

事 案 の 概 要

措 置 内 容
問題解決困難    （　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問題解決（解決見込み含む）

問題解決不可能（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事 由

事 由 発 生 日

（全角、２０文字以内）

注意 報告書作成後報告までに記載内容に変更が生じた場合、登録支援機関職員（又は委任を受けた作成者）が変更
箇所を訂正し署名すること。

※

※



（記載要領）
【全般事項】
1 　特定産業分野及び業務区分については、以下の対応表に基づき記載すること。

身体介護等
建築物内部の清掃

機械金属加工 電気電子機器組立て 金属表面処理
紙器・段ボール箱製造 コンクリート製品製造 ＲＰＦ製造
陶磁器製品製造 印刷・製本 紡織製品製造 縫製
機械金属加工 電気電子機器組立て 金属表面処理
土木 建築 ライフライン・設備

造船 舶用機械 舶用電気電子機器

自動車の日常点検、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務

空港グランドハンドリング 航空機整備

トラック運転者 タクシー運転者 バス運転者
軌道整備 電気設備整備 車両整備 車両製造 運輸係員
耕種農業全般 畜産農業全般
耕種農業全般及び当該業務に関する管理業務
畜産農業全般及び当該業務に関する管理業務
漁業 養殖業
漁業、操業を指揮監督する者の補佐、作業員の指導及び作業工程の管理
養殖業、養殖を管理する者の補佐、作業員の指導及び作業工程の管理
飲食料品製造全般
飲食料品製造全般及び当該業務に関する管理業務
外食業全般
外食業全般及び店舗経営
林業
製材業、合板製造業等に係る木材の加工等

1 　②について、A又はBのいずれかの事由に該当する事項を記載すること。
　なお、複数の事由について報告が必要であれば、別紙を添付して報告することとして差し支えない。

2
3

4 　③の「法人番号」については、法人でない場合は空欄とすること。
5 　本記載要領の添付は不要。

複数の従業員を指導しながら、宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客、レスト
ランサービス等の宿泊サービスの提供に従事する業務

農業分野・特定技能１号

宿泊分野・特定技能２号

農業分野・特定技能２号

　Ac欄及びＢc欄の「事案の概要」について、全角２０文字以内で簡潔に記載すること。

特定産業分野
介護分野

自動車運送業分野
鉄道分野

漁業分野・特定技能１号

漁業分野・特定技能２号

木材産業分野

　A欄に該当する報告事由については、参考様式第５－１３号を添付すること。
　Ba欄において「特定技能所属機関における基準不適合等の問題を把握」を選択した場合は、参考様式第５－１９
号を添付し、それ以外の事由を選択した場合は、参考様式第５－１３号を添付すること。

飲食料品製造業分野・特定技能２号
外食業分野・特定技能１号
外食業分野・特定技能２号

林業分野

業務区分

ビルクリーニング分野・特定技能１号

ビルクリーニング分野・特定技能２号
建設内部の清掃に、複数の作業員を指導しながら従事し、現場を管理する業務及
び同業務の計画作成、進行管理その他のマネジメント業務

工業製品製造業分野・特定技能１号

工業製品製造業分野・特定技能２号

建設分野・特定技能１号
建設分野・特定技能２号

造船・舶用工業分野・特定技能１号
造船・舶用工業分野・特定技能２号

自動車整備分野・特定技能１号

自動車整備分野・特定技能２号
自動車の日常点検、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務の一般的
な業務に従事し、他の要員への指導を行う業務

航空分野・特定技能１号
航空分野・特定技能２号

宿泊分野・特定技能１号
宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客、レストランサービス等の宿泊サービス
の提供に従事する業務

飲食料品製造業分野・特定技能１号



参考様式第４－４号                            

登録事項変更に関する届出書別紙 
 

１ 氏名又は名称 
（注意） 
１ 英語表記も必ず記載すること。 
２ 支援を行う事務所の名称についても同時に変更となる場合は、「４ 支援を行う事務所」欄も記載すること。 

 
２ 住所 

（注意） 
１ 英語表記も必ず記載すること。 
２ 郵便番号又は電話番号のみを変更する場合は、この欄に記載すること。 
３ 支援を行う事務所の所在地についても同時に変更となる場合は、「４ 支援を行う事務所」欄も記載すること。 

 
３ 代表者氏名 

（注意） 
１ 英語表記も必ず記載すること。 
２ 役職名等は記載せず、氏名のみを記載すること。 

 
  

 変更前 変更後 

（ふりがな） 
氏名又は名称 

  

  

（英語表記）   

 変更前 変更後 

（ふりがな） 
住 所  

  

〒   － 

 
 

（電話    －    －     ） 

〒   － 

 
 

（電話    －    －     ） 

（英語表記） 
  

 変更前 変更後 

（ふりがな） 
代表者氏名 

  

  

（英語表記）   



４ 支援を行う事務所 
（注意） 
１ 以下のいずれかにチェックマークを付すこと。 
１ 英語表記も必ず記載すること。 
２ 登録支援機関の氏名又は名称についても同時に変更となる場合は、「１ 氏名又は名称」欄も記載すること。 
３ 登録支援機関の住所も変更となる場合は、「２ 住所」欄も記載すること。 
 

 □ 支援を行う事務所を変更する。 

 
□ 支援を行う事務所を削除する。（太枠内に削除する事務所を記載すること。） 

 
 □ 支援を行う事務所を追加する。（太枠内に追加する事務所を記載すること。） 

 
 

 変更前 変更後 
（ふりがな） 

支援を行う事務所の 

名称 

  

  

（英語表記）   

（ふりがな） 
支援を行う事務所の 

所在地 

  

〒   － 

 
 

（電話    －    －     ） 

〒   － 

 
 

（電話    －    －     ） 

（英語表記） 
 
 

 
 

（ふりがな） 
支援を行う事務所の 

名称 

 

 

（英語表記）  

（ふりがな） 
支援を行う事務所の 

所在地 

 

〒   － 

 
 

（電話    －    －     ） 

（英語表記）  

（ふりがな） 
支援を行う事務所の 

名称 

 

 

（英語表記）  

（ふりがな） 
支援を行う事務所の 

所在地 

 

〒   － 

 
 

（電話    －    －     ） 

（英語表記）  



５ 支援業務の内容及び実施方法 
（注意）以下のいずれかにチェックマークを付すこと。 

 □ 任意的支援を「有」から「無」に変更する。 

 □ 任意的支援を「無」から「有」に変更する。（太枠内に任意的支援の内容を記載するこ

と。） 

 
６ 支援業務を開始する予定年月日 

（注意）登録申請時に申請書に記載した予定年月日に支援業務を開始しない場合に記載すること。 

 
７ 特定技能外国人からの相談に応じる体制の概要 

（注意）以下のいずれかにチェックマークを付すこと。 

□ 対応可能言語を削除する。（太枠内で削除する言語を選択すること。） 

  
□ 対応可能言語を追加する。（太枠内で追加する言語を選択し、次ページの「相談対応に係

る措置状況」欄に詳細を記載すること。） 

 
 

  

任意的支援の内容 

 

 変更前 変更後 

予定年月日       年    月    日       年    月    日 

削除する対応可能言語 

□アラビア語 □イタリア語 □インドネシア語 □インド語 □ウクライナ語 □ウズベク語 □ウルドゥー語 
□カンボジア語 □キルギス語 □クメール語 □シンハラ語 □スペイン語 □スリランカ語 □スロバキア語 
□セブアノ語 □ソンカ語 □タイ語 □タガログ語 □タミル語 □トルコ語 □ドイツ語 □ネパール語 
□バングラデシュ語 □パキスタン語 □パンパンガ語 □ヒンディー語 □ビサヤ語 □ビルマ語 □フィリピン語 
□フランス語 □ブータン語 □ベトナム語 □ベンガル語 □ペルシャ語 □ペルー語 □ポルトガル語  
□マラティ語 □マラヤラム語 □マレー語 □ミャンマー語 □モンゴル語 □ラオス語 □ロシア語 □上海語 
□中国語 □北京語 □台湾語 □広東語 □英語 □韓国語 □その他（        ） 

追加する対応可能言語 

□アラビア語 □イタリア語 □インドネシア語 □インド語 □ウクライナ語 □ウズベク語 □ウルドゥー語 
□カンボジア語 □キルギス語 □クメール語 □シンハラ語 □スペイン語 □スリランカ語 □スロバキア語 
□セブアノ語 □ソンカ語 □タイ語 □タガログ語 □タミル語 □トルコ語 □ドイツ語 □ネパール語 
□バングラデシュ語 □パキスタン語 □パンパンガ語 □ヒンディー語 □ビサヤ語 □ビルマ語 □フィリピン語 
□フランス語 □ブータン語 □ベトナム語 □ベンガル語 □ペルシャ語 □ペルー語 □ポルトガル語  
□マラティ語 □マラヤラム語 □マレー語 □ミャンマー語 □モンゴル語 □ラオス語 □ロシア語 □上海語 
□中国語 □北京語 □台湾語 □広東語 □英語 □韓国語 □その他（        ） 

次ページへ 



 相談対応に係る措置状況（「追加する対応可能言語の全てについて記載すること。） 
（注意） 
１ （１）欄は、日本語を除く、対応可能な外国語について記載すること。 
２ （２）欄は、（１）欄の言語での対応が可能な者について、該当するものにチェックマークを付すこと。なお、括弧内には、対応可能な

者の氏名について記載すること。 
３ （３）欄は、対応時間について確認の上、「以下のいずれにも対応」にチェックマークを付すこと。 
４ （４）欄は、（３）欄の対応時間以外で緊急な対応が必要となった場合の対応方法について記載すること。 

（１）対応可能言語 語 語 語 

（２）対応方法 

□ 登録支援機関職員 
（         ） 
□ 通訳人委託 
（         ） 
□ その他 
（         ） 

□ 登録支援機関職員 
（         ） 
□ 通訳人委託 
（         ） 
□ その他 
（         ） 

□ 登録支援機関職員 
（         ） 
□ 通訳人委託 
（         ） 
□ その他 
（         ） 

（３）対応時間 

□ 以下のいずれにも対応 □ 以下のいずれにも対応 □ 以下のいずれにも対応 

・ 特定技能所属機関との

支援委託契約に基づき、

特定技能外国人の勤務形

態に合わせて適切（１週

間当たり勤務日に３日以

上、休日に１日以上）に

対応 
・ 特定技能外国人の勤務

時間に合わせて相談しや

すい時間帯に対応 

・ 特定技能所属機関との

支援委託契約に基づき、

特定技能外国人の勤務形

態に合わせて適切（１週

間当たり勤務日に３日以

上、休日に１日以上）に

対応 
・ 特定技能外国人の勤務

時間に合わせて相談しや

すい時間帯に対応 

・ 特定技能所属機関との

支援委託契約に基づき、

特定技能外国人の勤務形

態に合わせて適切（１週

間当たり勤務日に３日以

上、休日に１日以上）に

対応 
・ 特定技能外国人の勤務

時間に合わせて相談しや

すい時間帯に対応 

（４）緊急時の対応    

 



参考様式第５－１号（法第１９条の１９に対する改善報告書）           
 

改 善 報 告 書 

 
年   月   日 

出入国在留管理庁長官 殿 
 

特定技能所属機関の氏名又は名称                 
作成責任者 氏名及び役職                    

 
   年  月  日付け，     号（指導勧告書番号）にて指導及び助言を受けた件について，下記の

とおり改善のための措置を講じましたので，報告します。 
 

記 
 

１ 指導及び助言内容 
 

２ 講じた改善内容 
（再発防止策含む。） 

 

３ 措置を講じた日 年   月   日 

（注意） 
１ 指導及び助言を受けた日付及び指導勧告書番号は，指導勧告書の内容を参照して記載すること。 
２ １欄「指導及び助言内容」は，指導勧告書に記載された指導及び助言内容を記載すること。 
３ ２欄「講じた改善内容」は，再発防止策を含め改善内容を具体的に記載すること。 
４ 改善措置を講じたことについて，その内容を証する資料を必ず添付すること。 
５ ３欄「措置を講じた日」は，改善措置が終了した日を記載すること。 
６ 改善が不十分である場合は，必要に応じて，改善命令（法第１９条の２１）が行われ，改善命令に違反した場合は，特定技能外国人の受入

れができないだけでなく，罰則の適用対象となります。 



参考様式第５－２号（法第１９条の２１に対する改善報告書）           
 

改 善 報 告 書 

 
年   月   日 

出入国在留管理庁長官 殿 
 

特定技能所属機関の氏名又は名称                  
作成責任者 氏名及び役職                     

 
   年  月  日付け，      号（改善命令通知書番号）にて改善を命じられた措置について，下

記のとおり措置を講じましたので，報告します。 
 

記 
 

１ 改善を命じられた内容 
 

２ 講じた改善内容 
（再発防止策含む。） 

 

３ 措置を講じた日 年   月   日 

（注意） 
１ 改善命令を受けた日付及び改善命令通知書番号は，改善命令通知書の内容を参照して記載すること。 
２ １欄「改善を命じられた内容」は，改善命令通知書に記載された改善命令内容を記載すること。 
３ ２欄「講じた改善内容」は，再発防止策を含め改善内容を具体的に記載すること。 
４ 改善措置を講じたことについて，その内容を証する資料を必ず添付すること。 
５ ３欄「措置を講じた日」は，改善措置が終了した日を記載すること。 



参考様式第５－３号（法第１９条の３１に対する改善報告書）            
 

改 善 報 告 書 

 
年   月   日 

出入国在留管理庁長官 殿 
 

登録支援機関の氏名又は名称                  
作成責任者 氏名及び役職                  

 
   年  月  日付け，      号（指導勧告書番号）にて指導及び助言を受けた件について，下記

のとおり措置を講じましたので，報告します。 
 

記 
 

１ 指導及び助言内容 
 

２ 講じた改善内容 
（再発防止策含む。） 

 

３ 措置を講じた日 年   月   日 

（注意） 
１ 指導及び助言を受けた日付及び指導勧告書番号は，指導勧告書の内容を参照して記載すること。 
２ １欄「指導及び助言内容」は，指導勧告書に記載された指導及び助言内容を記載すること。 
３ ２欄「講じた改善内容」は，再発防止策を含め改善内容を具体的に記載すること。 
４ 改善措置を講じたことについて，その内容を証する資料を必ず添付すること。 
５ ３欄「措置を講じた日」は，改善措置が終了した日を記載すること。 



参考様式第５－４号                                                  

相 談 記 録 書 
 
（  月  日から  月  日まで）          機関の氏名又は名称： 
 
相談受理日 

相談者 
相談内容 対応結果 

対応者の

氏名 氏名 性別 国籍・地域 生年月日 在留カード番号 

1   男・女  / /     

2   男・女      /  /       

3   男・女      /  /       

4   男・女      /  /       



 相談受理日 
相談者 

相談内容 対応結果 対応者 
氏名 性別 国籍 生年月日 在留カード番号 

5   男・女      /  /       

6   男・女      /  /       

7   男・女      /  /       

8   男・女      /  /       

9   男・女      /  /       

（注意）用紙が足りない場合は，適宜２枚目のシートを編集して作成すること。 



参考様式第５－５号

１　面談対象者

２　面談対応者

３　面談結果

（注意）面談を行った結果について、「問題の有無」を記載し、問題がある場合は、「問題の内容」欄にその詳細について記載すること。

⑥基準不適合等
の有無

⑦その他特筆す
べき事項

□　有り （下記４に詳細を記載）
□　なし

⑤その他の事項
①不法就労者が働いていないこと。 □有  □無

□有  □無②その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

①日常生活においてトラブルが発生していないこと。 □有  □無

②健康状態に異常がないこと。 □有  □無

④生活に関する
事項

④旅券・在留カードを自分で保管していること。 □有  □無

⑤私生活上の自由を不当に制限されていないこと。 □有  □無

③保護に関する
事項

①暴行・脅迫・監禁等の不法行為を受けていないこと。 □有  □無

②相手方を問わず保証金の徴収・違約金を定める契約等が
ないこと。

□有  □無

③預金通帳の管理など不当な財産管理を受けていないこと。 □有  □無

②待遇に関する
事項

①雇用契約に基づき毎月適切に報酬を受け取っていること。 □有  □無

②雇用契約と異なる労働時間となっていないこと。 □有  □無

③休日、休暇等が適切に付与されていること（一時帰国休暇
を含む）

□有  □無

④適切な住居が確保されていること。 □有  □無

⑤定期的に負担する食費、居住費等が合意したとおりの内容
であること。

□有  □無

⑥支援計画にのっとった支援の提供を受けていること。 □有  □無

①対応者の氏名

②対応者の役職
□　支援責任者
□　支援担当者

役職名

面談事項 面談内容
問題の
有無

問題の内容

①業務内容に関
する事項

①雇用契約と異なる業務に従事していないこと。

②他の事業主の下で業務に従事していないこと。

③安全衛生に配慮して適切に業務を行っていること。

□有  □無

□有  □無

□有  □無

定 期 面 談 報 告 書
（1号特定技能外国人用）

①特定技能外国人の氏名

②特定技能所属機関の氏名又
は名称

③面　　　談　　　日 ④方式
□　対面
□　オンライン



４　基準不適合等への対応

（注意）

作成年月日

面談実施者の氏名

年　　　　　　　　月　　　　　　　　日

③基準不適合等への対応結果

基準不適合について認知した場合は、自社支援の場合には、「特定技能雇用契約及び１号特定技能外国人
支援計画の基準等を定める省令の基準不適合に係る届出書」（参考様式第３－５号）を地方出入国在留管理
局に提出し、委託による支援の場合には、「１号特定技能外国人支援計画の実施困難に係る報告書」（参考様
式第４－３号）を地方出入国在留管理局に提出すること。

□　労働基準監督署等の関係行政機関案内
 　 ・  案内した機関：

□　特段対応なし
ア　1号特定技能
外国人への対応 理由：

（ア）責任者への基準不適合等の通知
 　 □　通知済み
　　　 ・　通知日：
　　　 ・　通知の相手方
　　□　未通知

理由：

（イ）基準不適合等の出入国在留管理庁への案内
　　□　案内済み
　　□　未了

イ　特定技能所
属機関への対応

□　関係行政機関へ通報済み
 　 ・  通報日：
 　 ・  通報先機関：
□　関係行政機関への通報未了
　　（通報不要と判断した場合を含む。）

理由：
ウ　関係行政機
関への対応

①基準不適合等の発生年月日 年　　　　月　　　　日

②基準不適合等の内容



参考様式第５－６号

１　面談対象者

２　面談対応者

３　面談結果

（注意）面談を行った結果について、「問題の有無」を記載し、問題がある場合は、「問題の内容」欄にその詳細について記載すること。

定 期 面 談 報 告 書
（監督者用）

①監督者の氏名及び役職

②監督者の所属部署

③面　　　談　　　日 ④方式
□　対面
□　オンライン

①対応者の氏名

②対応者の役職
□　支援責任者
□　支援担当者

役職名

面談事項 面談内容
問題の
有無

問題の内容

①業務内容に関
する事項

①雇用契約と異なる業務に従事させていないこと。

②他の事業主の下で業務に従事させていないこと。

③安全衛生に配慮して適切に業務を行わせていること。

□有  □無

□有  □無

□有  □無

②待遇に関する
事項

①雇用契約に基づき毎月適切に報酬を支払っていること。 □有  □無

②雇用契約と異なる労働時間とさせていないこと。 □有  □無

③休日、休暇等を適切に付与していること（一時帰国休暇を
含む）。

□有  □無

④適切な住居を確保していること。 □有  □無

⑤定期的に負担する食費，居住費等が合意したとおりの内容
であること。

□有  □無

⑥支援計画にのっとった支援の提供を行っていること。 □有  □無

①日常生活においてトラブルが発生していないこと。 □有  □無

②健康診断を定期的に実施し、健康状態に異常がないことを
確認していること。

□有  □無

④生活に関する
事項

④旅券・在留カードを管理していないこと。 □有  □無

⑤私生活上の自由を不当に制限していないこと。 □有  □無

③保護に関する
事項

①暴行・脅迫・監禁等の不法行為を行っていないこと。 □有  □無

②相手方を問わず保証金の徴収・違約金を定める契約等を
締結していないこと。

□有  □無

③預金通帳の管理など不当な財産管理を行っていないこと。 □有  □無

⑥基準不適合等
の有無

⑦その他特筆す
べき事項

□　有り （下記４に詳細を記載）
□　なし

⑤その他の事項
①不法就労者を雇用していないこと。 □有  □無

□有  □無②その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



４　基準不適合等への対応

（注意）

作成年月日

面談実施者の氏名

①基準不適合等の発生年月日 年　　　　月　　　　日

②基準不適合等の内容

年　　　　　　　　月　　　　　　　　日

③基準不適合等への対応結果

基準不適合について認知した場合は、自社支援の場合には、「特定技能雇用契約及び１号特定技能外国人
支援計画の基準等を定める省令の基準不適合に係る届出書」（参考様式第３－５号）を地方出入国在留管理
局に提出し、委託による支援の場合には、「１号特定技能外国人支援計画の実施困難に係る報告書」（参考
様式第４－３号）を地方出入国在留管理局に提出すること。

□　労働基準監督署等の関係行政機関案内
 　 ・  案内した機関：

□　特段対応なし
ア　1号特定技能
外国人への対応 理由：

（ア）責任者への基準不適合等の通知
 　 □　通知済み
　　　 ・　通知日：
　　　 ・　通知の相手方
　　□　未通知

理由：

（イ）基準不適合等の出入国在留管理庁への案内
　　□　案内済み
　　□　未了

イ　特定技能所
属機関への対応

□　関係行政機関へ通報済み
 　 ・  通報日：
 　 ・  通報先機関：
□　関係行政機関への通報未了
　　（通報不要と判断した場合を含む。）

理由：
ウ　関係行政機
関への対応



参考様式第５－７号                           

 

報 酬 支 払 証 明 書 

 

   月分（  月  日から  月  日 分）の報酬について、以下のとおり支払いました。 

１ 対象労働者 

①氏名（ローマ字）  ②性   別 男 ・ 女 

③生 年 月 日  ④国籍・地域  

⑤在留カード番号  

２ 報酬 

①報 酬 総 額 円 

②現 金 支 給 額 円 

③支 給 日 年    月    日 

（注意） 

１ 上記２①は、控除前の報酬総額を記載すること。 

２ 上記２②は、控除後の手取り報酬額を記載すること。 

 
上記の記載内容は、事実と相違ありません。 
 

 

年   月   日 

 

特定技能所属機関の氏名又は名称                   

作成責任者 役職・氏名                       

給与支給者 役職・氏名                       

 

報酬について、雇用条件書どおりの報酬額であることを確認し十分に理解した上で、上記の内容どおり支給を受
けました。 

 

年   月   日 

 

特定技能外国人の署名                        



参考様式第５－８号                             
 

生 活 オ リ エ ン テ ー シ ョ ン の 確 認 書 

 

１ 私の日本での生活一般に関する事項 

２ 私が出入国管理及び難民認定法第１９条の１６その他の法令の規定により履行しなければならない又は

履行すべき国又は地方公共団体の機関に対する届出その他の手続に関する事項 

３ 私が把握しておくべき、特定技能所属機関又は当該特定技能所属機関から契約により私の支援の実施の

委託を受けた者において相談又は苦情の申出に対応することとされている者の連絡先及びこれらの相談又

は苦情の申出をすべき国又は地方公共団体の機関の連絡先 

４ 私が十分に理解することができる言語により医療を受けることができる医療機関に関する事項 

５ 防災及び防犯に関する事項並びに急病その他の緊急時における対応に必要な事項 

６ 出入国又は労働に関する法令の規定に違反していることを知ったときの対応方法その他私の法的保護に

必要な事項 

 

について、  

    年  月  日  時  分から  時  分まで 

         年  月  日  時  分から  時  分まで 

         年  月  日  時  分から  時  分まで 

 

特定技能所属機関（又は登録支援機関）の氏名又は名称 
 
                         

 
説明者の氏名 

 
                  

 

から説明を受け、内容を十分に理解しました。 

 

 

特定技能外国人の署名                     年   月   日  



参考様式第５－９号                             
 

事 前 ガ イ ダ ン ス の 確 認 書 

 

１ 私が従事する業務の内容、報酬の額その他の労働条件に関する事項 

２ 私が日本において行うことができる活動の内容 

３ 私の入国に当たっての手続に関する事項 

４ 私又は私の配偶者、直系若しくは同居の親族その他私と社会生活において密接な関係を有する者が、

特定技能雇用契約に基づく私の日本における活動に関連して、保証金の徴収その他名目のいかんを問

わず、金銭その他の財産を管理されず、かつ特定技能雇用契約の不履行について違約金を定める契約

その他の不当に金銭その他の財産の移転を予定する契約の締結をしておらず、かつ、締結させないこ

とが見込まれること 

５ 私が特定技能雇用契約の申込みの取次ぎ又は自国等における特定技能１号の活動の準備に関して自

国等の機関に費用を支払っている場合は、その額及び内訳を十分理解して、当該機関との間で合意し

ている必要があること 

６ 私に対し、私の支援に要する費用について、直接又は間接に負担させないこととしていること 

７ 私に対し、特定技能所属機関等が私が入国しようとする港又は飛行場において送迎を行う必要があ

ることとなっていること 

８ 私に対し、適切な住居の確保に係る支援がされること 

９ 私からの、職業生活、日常生活又は社会生活に関する相談又は苦情の申出を受ける体制があること 

 

について、  

    年  月  日  時  分から  時  分まで 

         年  月  日  時  分から  時  分まで 

         年  月  日  時  分から  時  分まで 

 

特定技能所属機関（又は登録支援機関）の氏名又は名称 
 
                         

 
説明者の氏名 

 
                  

 

から説明を受け、内容を十分に理解しました。 

また、４について、私及び私の配偶者等は、保証金等の支払や違約金等に係る契約を現にしておらず、

また、将来にわたりしません。 

 

 

特定技能外国人の署名                     年   月   日  



参考様式第５－１０号                      

支 援 委 託 契 約 書 

 
特定技能所属機関                      （以下「甲」という。）は、

登録支援機関                   （以下「乙」という。）に、甲が雇用する

１号特定技能外国人                    （以下「丙」という。）に対する

１号特定技能外国人支援計画について、以下のとおり支援業務委託契約を締結する。 
 
第１条（委託する支援業務） 
甲は、丙について作成した、１号特定技能外国人支援計画について、その全部の実施を乙に委

託する。乙は、１号特定技能支援計画に従って支援を実施する。 
１ 丙が在留資格認定証明書交付申請前（丙が他の在留資格をもって本邦に在留している場合

にあっては、在留資格変更許可申請前）に、丙に対し、特定技能雇用契約の内容、丙が本邦

において行うことができる活動の内容、上陸及び在留のための条件その他の丙が本邦に上陸

し在留するに当たって留意すべき事項に関する情報の提供を実施すること。 
２ 丙が出入国しようとする港又は飛行場において丙の送迎をすること。 
３ 丙が締結する賃貸借契約に基づく丙の債務についての保証人となることその他の丙のため

の適切な住居の確保に係る支援をすることのほか、銀行その他の金融機関における預金口座

又は貯金口座の開設及び携帯電話の利用に関する契約その他の生活に必要な契約に係る支援

をすること。 
４ 丙が本邦に入国した後（丙が他の在留資格をもって本邦に在留している者である場合にあ

っては、在留資格の変更を受けた後）、次に掲げる事項に関する情報の提供を実施すること。 
（１）本邦での生活一般に関する事項 
（２）法第１９条の１６その他の法令の規定により丙が履行しなければならない又は履行すべ

き国又は地方公共団体の機関に対する届出その他の手続 
（３）相談又は苦情の申出に対応することとされている者の連絡先及びこれらの相談又は苦情

の申出をすべき国又は地方公共団体の機関の連絡先 
（４）丙が十分に理解することができる言語により医療を受けることができる医療機関に関す

る事項 
（５）防災及び防犯に関する事項並びに急病その他の緊急時における対応に必要な事項 
（６）出入国又は労働に関する法令の規定に違反していることを知ったときの対応方法その他

丙の法的保護に必要な事項 
５ 丙が上記４（２）に掲げる届出その他の手続を履行するに当たり、必要に応じ、関係機関

への同行その他の必要な支援をすること。 
６ 本邦での生活に必要な日本語を学習する機会を提供すること。 



７ 丙から職業生活、日常生活又は社会生活に関し、相談又は苦情の申出を受けたときは、遅

滞なく、当該相談又は苦情に適切に応じるとともに丙への助言、指導その他の必要な措置を

講ずること。 
８ 丙と日本人との交流の促進に係る支援をすること。 
９ 丙が、その責めに帰すべき事由によらないで特定技能雇用契約を解除される場合において

は、公共職業安定所その他の職業安定機関又は職業紹介事業者等の紹介その他の他の本邦の

公私の機関との特定技能雇用契約に基づいて引き続き特定技能に係る活動ができるようにす

るための支援をすること。 
10 支援責任者又は支援担当者が丙及びその監督をする立場にある者と定期的な面談を実施し、
労働基準法その他の労働に関する法令の規定に違反していることその他の問題の発生を知っ

たときは、その旨を労働基準監督署その他の関係行政機関に通報すること。 
11 この他、甲が属する●●分野を所管する関係行政機関の長が基準を定める告示の規定に基
づいて定められた支援を実施すること。 

 
第２条（委託料） 
 １ 甲は、乙に対し、別紙に記載した内訳のとおり、本件業務の対価として、 
月額            円を支払う。 
 ２ 甲は、前項に定める委託料の当月分を、翌月末日までに、乙が別途指定する銀行口座等に

振込送金にて支払う。ただし、送金費用は甲の負担とする。 
 ３ 第１条に定めがないものの、丙の適切な支援のための業務が生じた場合の委託料について

は甲乙間で別途協議の上、これを定めるものとする。 
 
第３条（費用の負担） 
 第１条の業務を遂行する上で必要な費用は乙が負担するものとする。 
 
第４条（乙の遵守すべき事項） 
 １ 乙は、国内外の法令を遵守し、甲より委託された支援業務を誠実に遂行する。 
 ２ 乙は、本契約期間中または期間終了後を問わず、本件支援業務に関して知り得た個人情報

および業務上の機密情報を第三者に漏えいしてはならず、また本件支援業務の遂行以外の目

的に使用してはならない。 
 
第５条（実施状況の報告） 
 乙は、甲に対し、適時、書面又は口頭で、支援業務の実施状況を報告する。ただし、丙からの

相談・苦情に関しては、本人の同意なく甲に報告してはならない。 
 
第６条（契約期間等） 



 １ 本契約の期間は、    年  月  日から    年  月  日までとする。ただ

し、期間満了１か月前までに、甲または乙から別段の意思表示がないときは、本契約と同一

条件にて更新され、以後も同様とする。 
 ２ 甲または乙は、相手方に対してあらかじめ期間満了１か月前までに申し出ることによって、

本契約を解約することができる。ただし、甲乙間でこれと異なる取り決めがされている場合

はこの限りではない。 
 
第７条（解除） 
 甲または乙は、相手方が特定技能基準省令第２条第１項第４号各号に規定する欠格事由又は出

入国管理及び難民認定法第１９条の２６第１項各号に規定する登録拒否事由のいずれかに該当す

ることが認められた場合は、直ちに本契約を解除することができる。 
 
第８条（専属的合意管轄裁判所） 
 本契約に関する一切の争訟は   地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 
 
第９条（協議） 
 本契約に定めのない事項、または本契約の解釈等に疑義が生じたときは、甲乙は誠意を持って

協議し、円満に解決を図るものとする。 
 
 以上のとおり合意が成立したので、本書面２通を作成し、甲乙それぞれ各１通を保有するもの

とする。 
  

    年  月  日  締結 
 
 
（甲）                  ㊞（乙）                  ㊞  
  



参考様式第５－１０号・別紙 

支援委託費用内訳（特定技能外国人１名当たりの月額） 

項 名目 額及び徴収時期 

1  
金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

2  
金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

3  

金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

4  
金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

5  

金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

6  

金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

7  
金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

8  
金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

9  

金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

10  
金  額：             円 

徴収時期：□ 随時     □ 定期 

 合計               円 

（注意） 
１ １号特定技能外国人１名当たりの支援委託費用の月額を記載すること。 
２ 合計欄には 1から 10までの費用の合計を記載すること。 
 

 



 
 

参考様式第５－１１号 
 

受入れ困難となるに至った経緯に係る説明書 
 
 特定技能外国人               の受入れ困難に係る届出を行うに当たっての

経緯は以下のとおりです。 
１ 特定技能所属機関の都合による場合の具体的な事情 

 

 

２ 特定技能外国人の都合による場合の具体的な事情 

  事由発生までの経緯、発生後の特定技能所属機関の対応、退職（自己都合退職の場合）又は

解雇（重責解雇の場合）の理由 

 

 

３ 受入れ困難となるに至った後の対応等 

特定技能外国人から退職に係る相談の有無、相談があった場合はそれに対する対応 

 

 

退職後に特定技能外国人が転職する予定がある場合は転職先、転職予定年月日 

 

 

特定技能外国人に転職支援を実施する場合は支援の内容 

 

 

退職後に特定技能外国人が帰国を希望している場合はその理由 

 

 



 
 

  特定技能外国人に帰国支援を実施する場合は帰国予定年月日、航空券の手配状況 

 

 

退職後に特定技能外国人が転居する予定がある場合は転居先 

 

 

４ 特定技能外国人の連絡先 

特定技能外国人に連絡を取ることが可能な電話番号         －   －     

連絡先の名称（特定技能外国人が電話番号を保有していない場合             

 

５ 復帰の予定 

  特定技能外国人が復帰予定ありとする場合、復帰予定年月日     年   月   日 

 

６ 特定技能外国人の法的保護のための案内実施の有無 

□ 従前と同じ分野での就労を希望する場合は、ハローワーク等を利用して転職先を探すことが

可能であることについて案内した。 

□ 転職する場合には在留資格変更許可申請が必要であることについて案内した。 

□ 住居地を変更した場合には、新住居地に移転した日から１４日以内に市町村に届け出る必要

があることについて案内した。 

□ 在留資格変更許可又は資格外活動許可を受けることなく稼働した場合、在留資格の取消しや

退去強制の対象となり得ることについて案内した。  

□ 正当な理由なく特定技能外国人としての活動を行わず３か月以上在留している場合、在留資

格の取消しの対象となることについて案内した。  

□ 特定技能１号の在留資格で在留できる期間は許可された在留期間を通算して５年が限度で

あり、退職後の転職活動等を行う期間や再入国許可（みなし再入国許可を含む。）による出

国中の期間も５年に含まれることについて案内した。 

□ 特定技能雇用契約終了について、特定技能外国人本人から出入国在留管理庁への届出が必要

なことについて案内した。 

 
 
上記の記載内容は、事実と相違ありません。     
         

    作成年月日   年   月   日 
         
     

特定技能所属機関の氏名又は名称                

 

                   作成責任者の氏名                 
    
（注意） 
１ １欄について、「受入れ困難に係る届出書」（参考様式第３－４号）における届出の事由を「特定
技能所属機関の都合」とした場合に記載すること。 
２ ２欄について、「受入れ困難に係る届出書」（参考様式第３－４号）における届出の事由を「特定
技能外国人の都合」とした場合に記載すること。 
３ ３欄について、特定技能外国人自身が電話契約をしていない場合でも、連絡を取ることが可能な電
話番号がある場合は当該連絡先を記載すること。 
４ ５欄について、特定技能外国人の退職に当たって、実施した案内がある場合はチェックすること。 



参考様式第５－１２号 

                                      

転 職 支 援 実 施 報 告 書 

 

１ 非自発的離職時の転職支援の対象である特定技能外国人 

 

２ 非自発的離職時の転職支援の内容及び対応結果 

 

転職支援を実施した特定技能所属機関又は登録支援機関の氏名又は名称                

 

転職支援を実施した支援責任者又は支援担当者の氏名                

 

電話番号               ※ 

 

※ 転職支援の内容等の確認のため、連絡させていただく場合があります。 

 
 

氏名（ローマ字）   性  別 男 ・ 女 

生  年  月  日       年    月    日 
国籍・ 

地域  
 

住  居  地 

〒   －     

 

（電話    －    －     ） 

在留カード番号                         

転職支援年月日           年   月   日 

転職支援の内容 

  

 

公共職業安定所

の利用の有無 

☐ 利用あり       ☐   利用なし 

公共職業安定所

への相談日 

      年   月   日 

相談を行った公

共職業安定所の

名称  

 

対応結果    

対応者  

 



参考様式第５－１３号 

                                      

支 援 未 実 施 に 係 る 理 由 書  

 

１ 未実施となった支援の対象である特定技能外国人 

 

２ 未実施となった支援内容及びその理由 

 

特定技能所属機関又は支援委託を受けた登録支援機関の氏名又は名称                

 

支援責任者又は支援担当者の氏名                

 

電話番号               ※ 

 

 

※ 本理由書に記載された内容等の確認のため、連絡させていただく場合があります。 

 

（注意）複数の特定技能外国人について、未実施の支援内容等が同一の場合には、氏名欄に「別紙のとおり」と記載した上、対象の特定技能

外国人の氏名等を記載した別紙（任意様式）を添付することとしても差し支えない。 

氏名（ローマ字）  性  別 男 ・ 女 

生  年  月  日       年    月    日 
国籍・ 

地域  
 

住  居  地 

〒   －     

 

（電話    －    －     ） 

在留カード番号                         

未実施となった

支援の内容  

（複数選択可） 

□ 空港等への送迎    □ 住居の確保・生活に必要な契約に関する支援   □ 生活オリエンテーション 

□ 関係機関への同行等  □ 日本語学習の機会提供             □ 相談又は苦情への対応 

□ 日本人との交流促進  □ 非自発的離職時の転職支援           □ 定期面談 

□ その他任意的支援（                                ） 

未実施の理由  

 

 

支援担当者又は

委託を受けた実

施担当者 

 

 



参考様式第５－１４号

作成年月日

作成者の氏名

在留カード
番号

６　活動未実施の対象者に関する直近３か月分の賃金台帳等（写し）の提出

２　活動未実施期間
　　合計　　　　月　　　日間

　　　（　　　　　　年　　　　月　　　　日　～　　　　　　　年　　　　月　　　日）

３　活動未実施となった
　　具体的な理由

① 再開見込み
　□ あり（ａ）　（見込み時期　　　　　年　　　　月　　　　日頃）

　□ なし（ｂ）

年　　　　　　　　月　　　　　　　　日

１か月以上の活動未実施期間が生じた際の状況説明書

提出者（特定技能所属機関名）

　　□ 賃金台帳【①】　　　　　□ 出勤簿【②】　　　　　□ 給与振込状況【③】

　　□ タイムカード又はそれに類するもの【④】　　　　　□ 休業手当支払状況

※　提出の際には、該当する提出物の右上に、かっこ内の数字（①～⑤）を記入

　特定技能外国人に係る当機関における活動が１か月以上実施できていない状況について、以下のと
おり説明します。

４　活動再開の見込み
② ①で(ｂ)をチェック☑した場合、その具体的な理由

５　休業手当の支払状況

① 支払の有無
　□ あり（ａ）　（支払時期　　　　　年　　　　月　　　　日頃）

　□ なし（ｂ）

② ①で(ｂ)をチェック☑した場合、その具体的な理由

１　活動未実施の対象者の氏名



参考様式第５－１５号

① 行方不明となった原因として考えられる事情
　□ 特定技能所属機関での事情 （ａ）
　□ 特定技能所属機関以外での事情 （ｂ）
　□ わからない

行方不明が判明した際の状況説明書

提出者（特定技能所属機関名）

　行方不明となった特定技能外国人に係る直近３か月分の賃金台帳等は別添のとおりです。
　行方不明が判明した際の状況について、以下のとおりです。

在留カード
番号

１　「行方不明者」の氏名

（１）最後に行方不明者の所在を
　   確認した状況

① 日時　　　　　　年　　　　月　　　　日　～　　　　　　年　　　　月　　　日

② 確認者
　　□ 特定技能所属機関職員　　　□ 登録支援機関職員
　　□ 他の特定技能外国人　　　　 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

２　「行方不明者」の就業先
　事業所名称及び事業所所在地

　就業先事業所名

　事業所所在地

２　「行方不明者」に関する直近３か月分の賃金台帳等（写し）の提出

　□ 賃金台帳【①】　　　　□ 出勤簿【②】　　　　　□ 給与振り込み状況【③】

　□ タイムカード又はそれに類するもの【④】

※　提出の際には、該当する提出物の右上に、かっこ内の数字（①～④）を記入。

４　「行方不明者」に関する手がかり

（２）行方不明となった原因
② ①で（ａ）又は(ｂ)をチェック☑した場合、考えられる事情の詳細

（３）ブローカーの関与状況

① 行方不明者に対して他の仕事に勧誘する者がいた
　□ はい
　□ いいえ

② ①で「はい」をチェック☑した場合、その具体的な理由



作成年月日

作成者の氏名

年　　　　　　　　月　　　　　　　　日

（４）行方不明者の行き先に係る
     情報

① 行方不明者の行き先について、情報を得ているか
　□ はい
　□ いいえ

② ①で「はい」をチェック☑した場合、得ている情報の詳細



参考様式第５－１６号

（対象期間：　　　　年４月１日から　　　　年３月３１日まで）

○　基準適合性に係る誓約

□日本の証券取引所に上場している企業
□保険業を営む相互会社
□

□
□

□

○　各特定産業分野ごとに提出を要する書類に係る説明

□ 
□

□ 
□
□
□

上記の記載内容は、事実と相違ありません。
作成年月日　　　年　　　月　　　日

特定技能所属機関の氏名又は名称

作成責任者の氏名及び役職

（注意）

１

２

その他（　　　　　　　　　　　　）（　　　　　分野）
該当なし

(備考欄)

協議会加入リスト　（　　　　　　　　　分野）

(備考欄)

③特定産業分野における受入れに係る書類（②の協議会加入証明書を除く）として下記の書類を
旅館業許可（宿泊分野）
保健所長の営業許可書（外食業分野）

届出後、地方出入国在留管理局から省略した資料の提出を求められた場合は、速やかに提出すること。

本誓約書・説明書の記載内容が虚偽であった場合には、罰則の対象となることを十分に理解した上で提出すること。

定期届出提出用（提出書類省略対象機関）

基準適合性に係る誓約書・特定産業分野に係る説明書

　特定技能所属機関

特定産業分野（全て記載）
①特定技能外国人を受け入れている特定産業分野は下記のとおりです。

　当機関は、次の機関に該当する機関であることを誓約し、該当する機関であることを立証する資料を提出
します。

高度専門職省令第１条第１項各号の表の特別加算の項の中欄イ又はロの対象企業（イノベーション創
出企業）

一定の条件を満たす企業
前年分の給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表中、給与所得の源泉徴収票合計表の源泉徴収税額
が１,０００万円以上ある団体・個人

特定技能所属機関として３年間の継続した受入れ実績を有し、過去３年間に債務超過となっていない

　当機関は、届出時点において、特定技能基準省令第２条第１項各号又は同条第２項各号に掲げる基準のい
ずれにも適合し、電子申請及び電子届出にて必要な手続を行うこととしているため、特定技能基準省令の基
準適合性に関する書類の省略を希望します。

　以降の申請において、本誓約書・説明書の内容に変更が生じた場合には、当該申請において変更内容を申
告した上で、必要な書類を提出します。

②協議会の加入を証明する書類として下記の書類を提出します。
協議会の加入証明書（　　　　　　　　　分野）



参考様式第５－１７号

（対象期間：　　　　年４月１日から　　　　年３月３１日まで）

１　特定技能所属機関概要書（参考様式第１－１１－１号）

□所属役員に変更なし
□所属役員に変更あり（備考欄に変更内容を記載）

２　登記事項証明書
□登記事項に変更なし
□登記事項に変更あり（備考欄に変更内容を記載）

３　住民票の写し（受入れ機関の役員のもの）

□前回提出時から変更なし
□前回提出時から変更あり（備考欄に変更内容を記載）

４　労働保険料等納付証明書

□ 添付 □添付なし（備考欄に添付できない理由を記載）
□未納なし □未納あり（備考欄に未納の状況について記載）

５　健康保険・厚生年金保険料領収証書の写し等

□ 添付 □添付なし（備考欄に添付できない理由を記載）
□未納なし □未納あり（備考欄に未納の状況について記載）

６　国税・法人税等（納税証明書）

□ 添付 □添付なし（備考欄に添付できない理由を記載）
□未納なし □未納あり（備考欄に未納の状況について記載）

７　地方税（法人住民税又は個人住民税）の納税証明書

□ 添付 □添付なし（備考欄に添付できない理由を記載）
□未納なし □未納あり（備考欄に未納の状況について記載）

(備考欄)

定期届出提出用　

 基準適合性及び特定産業分野に係る説明書

　特定技能所属機関　　　　　　　　　　　　　　　に係る受入れ・活動状況に関する届出の添付書類とし
て提出する書類は以下のとおりです。

(備考欄)

(備考欄)

(備考欄)

(備考欄)

(備考欄)

(備考欄)



８　その他各特定産業分野ごとに提出を要する書類

□ 
□

□ 
□
□
□

上記の記載内容は、事実と相違ありません。
作成年月日　　　年　　　月　　　日

特定技能所属機関の氏名又は名称

作成責任者の氏名及び役職

（注意）

１

２

②協議会の加入を証明する書類として下記の書類を提出します。

協議会の加入証明書（　　　　　　　　　分野）
協議会加入リスト　（　　　　　　　　　分野）

旅館業許可（宿泊分野）

(備考欄)

届出後、地方出入国在留管理局から省略した資料の提出を求められた場合は、速やかに提出すること。

本説明書の記載内容が虚偽であった場合には、罰則の対象となることを十分に理解した上で提出すること。

③特定産業分野における受入れに係る書類（②の協議会加入証明書を除く）として下記の書類を提出し
ます。

(備考欄)

特定産業分野（全て記載）

①特定技能外国人を受け入れている特定産業分野は下記のとおりです。

　以降の申請において、本説明書の内容に変更が生じた場合には、当該申請において変更内容を申告した上
で、必要な書類を提出します。

　また、以上の説明が虚偽であった場合には、出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著しい不当な行
為をしたものとして５年間の受入れができないこととなることも理解しています。

その他（　　　　　　　　　　　　）（　　　　　　　　分野）
該当なし

保健所長の営業許可書（外食業分野）



参考様式第５－１８号

上記の記載内容は、事実と相違ありません。
作成年月日　　　年　　　月　　　日

※

※　本説明書に記載された内容等の確認のため、連絡させていただく場合があります。

（注意）

電話番号

基準不適合が解消された場合については、「基準不適合の対応結果等」欄にその旨記載すること。
関係する資料があれば、当該資料についても添付すること。

特定技能所属機関の氏名又は名称

基準不適合の
対応結果等

（関係行政機関
への対応含む）

作成の氏名及び役職

（特定技能所属機関作成用）

基 準 不 適 合 に 係 る 説 明 書

事案の
発生年月日

（複数回発生した場合は、その全てについて記載すること）

基準不適合
の内容

（法令違反等の内容について具体的かつ簡潔に記載すること。）



参考様式第５－１９号

報告対象の特定技能所属機関

上記の記載内容は、事実と相違ありません。
作成年月日　　　年　　　月　　　日

※

※　本説明書に記載された内容等の確認のため、連絡させていただく場合があります。

（注意）

（登録支援機関作成用）

基 準 不 適 合 に 係 る 説 明 書

事案の
発生年月日

（複数回発生した場合は、その全てについて記載すること）

基準不適合
の内容

（法令違反等の内容について具体的かつ簡潔に記載すること。）

電話番号

基準不適合が解消された場合については、「基準不適合の対応結果等」欄にその旨記載すること。
関係する資料があれば、当該資料についても添付すること。

登録支援機関の氏名又は名称

基準不適合の
対応結果等

（関係行政機関
への対応含む）

作成の氏名及び役職


